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Retrospection of the Time of ILSI Japan CHP TAKASHI TOGAMI
Senior Advisor,

ILSI Japan CHP
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ILSI Japan Board of Trustees

ILSI Japan CHP と私

戸上　貴司

ILSI Japan CHP（健康推進協力センター）
シニアアドバイザー

ILSI Japsn 理事

１．ILSI との出会い

私が ILSI Center for Health Promotion（CHP）に関
わることとなったのは、日本コカ・コーラ社に入社し
て、初めて Dr. Alex Malaspina（ILSI 初代会長で当時、
コカ・コーラ社の副社長）に会い、ILSI の重要性につ
いて非常に熱心に説かれたことが始まりです。当時、彼
は会社の中で、品質保証、栄養、製品開発に係る重要な
立場にいました。私は、食品、飲料の原材料と、最終製
品を製造するプロセスの開発を行うエンジニアリングに
従事しておりました。通常ですと、互いに共同作業をす
る立場ではありませんでしたが、私が世界規模で特殊原
料を開発する立場になったことがきっかけで、Dr. 
Malaspina と数年間共同で仕事をすることになりました。

その頃、ILSI の活動が大きく発展するにともない、
小生もその活動に参加することになりました。特に中心
となって携わってきた ILSI Japan CHP は、ILSI Japan
前会長で東北大学名誉教授の木村修一先生を中心に、日
本の科学者及び、企業の専門家の参加を得て、1998 年
に正式に活動を始めて以来、日本国内にとどまらず、中
国、ベトナム、フィリピン、カンボジア、インド等のア
ジ ア の 国 々 で Project PAN（Physical Activity and 
Nutrition: 身 体 活 動 と 栄 養 ）、Project IDEA（Iron 
Deficiency Elimination Action: 鉄欠乏性貧血症の撲滅運
動）、Project SWAN（Safe Water and Nutrition：安全

な水の供給と栄養・保健環境の改善）の活動を行って参
りました。その活動は国際的に著名な学術誌に 30 報以
上も報告されております。

２．Project について

（１） Project PAN
ILSI Japan CHP として、最初に手掛けた仕事は日本

版「TAKE10!®」の開発でした。
「TAKE10!®」とはそもそも、米国で Project PAN を

進める中で、子供の肥満予防の教材プログラムとして開
発されたものでしたが、Dr. Malaspina から、そのプロ
グラムを日本でも展開してほしいという依頼があったの
です。

しかしながら日本では、小学校におけるプログラムの
普及には様々な制約があり、また普及の必要性も小さい
と思われました。当時、介護保険制度はまだ導入されて
おりませんでしたが、高齢社会に対する不安が非常に大
きくなってきたところでもあり、今後の日本にとっては
むしろ高齢期のためのプログラムが重要であると考えま
した。そこで、Project PANのコンセプトと「TAKE10!®」
という名称を引き継ぎ、日本独自のプログラム開発を行
うこととなりました。多くの専門家と ILSI Japan のス
タッフの協力のもと、日本版「TAKE10!®」は、「1 日
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10 分間の運動を 2 回から 3 回しましょう！」と「1 日
10 の食品群を食べましょう！」という 2 つの意味を持
つプログラムとして始動しました。本プログラムの主軸
となった「テイクテン食生活チェック表」は、現在も多
くの自治体やメディアで活用されています。

その後、Project PAN は、国内で主に 2 つのプログ
ラムを柱に活動を行ってきました。1 つは、前述の元気
で長生きのためのプログラム TAKE10!® です。自治体
からの委託を受けて介護予防教室を開催したり、シル
バー人材センターや社会福祉協議会からの委託を受け
て、地域の人材育成を行ったりしております。また、学
生ボランティアを育成し、災害復興支援活動を行い、さ
らに、この学生育成プログラムを被災地以外でも活用す
る試みを検討しています。この取り組みは海外へと拡が
り、ベトナムでは、ベトナム版テイクテンとして、
2011 年から現地の高齢者ボランティアが主体となって
取り組みが始まり、現在も継続的に 6 つの地域で活動が
行われています。今後、カンボジアやインドネシアでの
活用も検討中です。

もう 1 つは、生活習慣病予防のプログラム LiSM10
（Life Style Modification10）で、主に職域における特定
保健指導をサポートするプログラムとして開発されまし
た。 3 回の介入研究を経て、これまで得られた科学的
成果が認められ、米国国立がん研究所の Web サイトに
アジアで初のプログラムとして掲載されました。

両プログラムとも、その効果については国内外の学会
や科学雑誌で公開されています。

（２）Project IDEA
Project IDEA は、1998 年以来、それぞれの地域の食

文化パターンに合わせて、その地域で市販されている主
食や調味料に有効な鉄分を添加する、すなわち毎日の食
事を通して欠乏栄養素を補給することにより鉄欠乏性貧
血症を予防する活動を続けてきました。これまでに、中
国では醤油にキレート鉄を強化し、安定性・安全性試
験、実証試験等、一連の試験を成功裡に終了し、その
後、鉄強化魚醤が市場へと導入されました。また、ベト
ナムでは魚醤への鉄強化、カンボジアでは魚醤、醤油へ
の鉄強化による貧血症の改善に成功しました。さらに、
フィリピンにおいては、アジアの主食である米に鉄を強
化し、その強化米をフィリピン国内のみならず、ベトナ
ムやカンボジアでも活用する試みが始まっています。イ

ンドでは、米に鉄、亜鉛、リジンを強化することによる
鉄欠乏性貧血症の改善を研究中であります。

これら栄養強化米の開発と市場導入のための多国間コ
ンソーシアム会議を、第 1 回（2014 年 7 月 3 日－ 4 日、
ハノイ市・べトナム）、第 2 回（2015 年 9 月 17 － 18 日、
ダバオ市・フィリピン）、第 3 回（2016 年 12 月 15-16 日、
ニューデリー市・インド）にて開催致しました。

（３）Project SWAN
Project SWAN は、アジアの途上国において、安全な

水を確保し、栄養・保健環境を改善することを目的に、
2001 年にベトナム国立栄養研究所（NIN）の協力を得
て開始しました。

2005 年から 2013 年までは、JICA（国際協力機構）
草の根技術協力事業（草の根パートナー型）から 2 期継
続して支援を得、「安全な水の供給と栄養 ･ 保健環境の
改善事業」を実施しました。このプロジェクトでは、①

「水処理施設の運転を最適化し、安全な水を供給する」
②「住民が水・栄養・保健衛生に関して知識を得、家庭
レベルで実践する」という具体的目標を掲げ、これらが
継続的に実践されるための住民参加型のモデル作りを行
いました。さらには、行政間の連携を強化することで、
約 12 万人が直接の恩恵を享受しました。

ベトナムでの経験及び成果をもとに、インドネシアで
は、ILSI 東南アジア支部と協力し、インドネシアにお
ける Project SWAN の実施を検討しています。2016 年
～2017 年には、外務省 NGO 事業補助金の支援を受け、
インドネシアにおける水・栄養分野の政策や、飲料水の
実態調査及び水質調査を行いました。

３．最後に

この場をお借りして、ILSI Japan CHP の科学的側面
をご支援頂きました学界の先生方に深く感謝を申し上げ
ます。特に、Project PAN では、鈴木隆生先生（桜美
林大学 老年学総合研究所 所長）、荒尾孝先生（前 早稲
田大学 スポーツ科学学術院 スポーツ科学部 教授）、
Project IDEA と SWAN では、神馬正峰先生（東京大
学大学院 医学系研究科 国際地域保健学教室 教授）に、
多大なご指導とご協力を頂いております。先生方のご協
力なしに、これまでの成果は達成できなかったでしょ
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う。また、ILSI Japan CHP のプロジェクト担当マネー
ジャーの献身的な努力があってこその ILSI Japan CHP
であります。Project PAN：木村美佳、Project IDEA：
中西由季子、Project SWAN：高梨久美子、この方々に
も感謝申し上げます。今後も、ILSI Japan CHP は、
ILSI の活動の中で重要な役割を担っていただけるもの
と期待しております。取出恭彦氏が ILSI Japan CHP 新
代表に就任し、新体制の下で、海外支部との連携を計り
ながら、ILSI Japan CHP が益々発展していくことを心
より祈っております。

1963 年	 早稲田大学第一理工学部応用化学科　卒業

1966 年	 早稲田大学第一理工学部大学院　卒業

1966 年	 日本コカ・コーラ株式会社研究開発部

1987 年	 同 技術担当取締役上級副社長

1995 年	� コカ・コーラパシフィック技術センター株式会社代表

取締役社長（兼任）

1997 年	 日本コカ・コーラ株式会社学術担当取締役

1999 年	 同 相談役

1985 年～　�日本国際生命科学協会 副理事長等歴任（現・国際生

命科学研究機構 理事）

2001 年～ 2018 年　�ILSI Japan CHP 代表

2018 年	� ILSI Japan CHP シニアアドバイザー

略歴
戸上　貴司（とがみ　たかし）
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Importance of Skeletal Muscle for Supporting 
Healthy Longevity and the Effects of Food 
Ingredients

SHINJI MIURA, Ph.D.
Professor

School of Food and Nutritional Sciences
University of Shizuoka

健康長寿を支える骨格筋と食品成分

三浦　進司

静岡県立大学
食品栄養科学部

教授

超高齢化社会特有の健康問題として、骨格筋機能の低下を伴う「ロコモティブシンドローム（ロコモ）」が注目
されている。筋機能維持には筋持久力の向上や筋量増加が求められるため、運動トレーニングや適切な栄養素摂取
が重要とされてきた。しかし、筋機能低下に対して現在推奨されている処置方法は、効果が不十分であることや実
行自体が不可能な場合が多く、また薬物療法が存在しないため、筋機能の低下防止は未だ満たされていない医療
ニーズ（アンメットメディカルニーズ）である。骨格筋機能を向上させる食素材は「健康保持用摂取品」として幅
広く受け入れられることが予測されるが、現在ロコモを対象として上市されている製品は多くはない。著者らは、
運動トレーニングや不活動によって骨格筋に引き起こされる現象とその分子メカニズムの研究成果をもとに、骨格
筋機能維持・増進に役立つ化合物・食品成分の探索を実施している。本稿では、ロコモを対象として製品化されて
いる成分について紹介するとともに、最近の研究で注目されている、ロコモ対策に有望視されている新規成分につ
いて解説する。さらに、著者らの取り組みと今後の展望についても紹介する。東京オリンピックを 2 年後に控え、
世界中から日本食に関心が寄せられている中で、日本発の健康長寿ブランドの 1 つとして、ロコモ予防に有効な食
品成分を世界に向けて訴求するチャンスが到来している。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

As a health problem specific to super aging societies, "Locomotive Syndrome (LOCOMO)" which attenuates 
skeletal muscle function has been attracting attention. Since both muscle endurance improvement and muscle mass 
increase are necessary for muscle function maintenance, exercise training and proper nutrient intake have long 
been considered important. However, treatment methods currently recommended to counter muscle function decline 
are often insufficient in effect, execution is often impossible, and since there is no drug based therapy available, 
prevention of muscle function decline has not yet been achieved. Food ingredients that improve skeletal muscle 
function are expected to become widely available and accepted for health maintenance, but there are not many 
products currently on the market for LOCOMO. The authors are conducting a survey of compounds and food 
ingredients useful for maintenance and promotion of skeletal muscle function based on research on the effects on 
skeletal muscle of exercise training vs inactivity and the underlying molecular mechanisms. In this article, we 

要　旨
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１．骨格筋について

骨格筋はヒトの体重の約 40 ％を占め、人体で最も大
きい組織でありタンパク質（アミノ酸）の形でエネルギー
貯蔵を行なっている。飢餓時においては、骨格筋はアク
チンやミオシンといった構成タンパク質を分解し、生成
したアミノ酸が他臓器にてエネルギー源として利用され
る。骨格筋は環境の変化に順応する可塑性があり、例え
ば、適切な運動トレーニングと十分な栄養により肥大す
る。骨格筋の肥大化については、同化ホルモンであるイ
ンスリンや IGF-1 などの作用が知られるとともに、分
岐鎖アミノ酸（BCAA）が骨格筋を肥大させるという
知見がある。一方、寝たきりやギプス固定、飢餓や加齢
などによって、骨格筋の萎縮が生じる。高齢化社会を迎
えている我が国において、生活の質の維持に大きな役割
を果たす骨格筋の代謝能および肥大・萎縮の分子機序を
理解することは、国民の健康の維持・増進を目指した筋
萎縮・筋機能不全の予防法の開発のために重要である。

２．ロコモ発症と加齢に伴う骨格筋の萎縮

2007 年 10 月に日本整形外科学会が提唱したロコモ
は、「運動器の障害によって、移動機能が低下した状態」
をいう。ロコモが進行すると、ヒトの生活活動の自立性
を阻害し、介護が必要となるリスクを高め、あるいは介
護が必要になる。運動器は骨、関節・軟骨・椎間板、筋
肉・神経系の 3 つの構成要素からなり、これら構成要素
において頻度の高い疾患に骨粗しょう症、変形性関節
症・脊椎症、サルコペニアなどがある。これらは疼痛、
関節可動域制限、筋力低下などを来し、ヒトの移動機能
を低下させる。高齢者では、これらが複合的に関係する
ことにより移動機能が低下しやすくなる。サルコペニア
は、加齢とともに起こる筋肉量の減少を意味する。サル
コペニアの成因は多要素であるが、中核的な問題として

活動量不足がある。そのためサルコペニアを予防・改善
するためには、筋力トレーニングや身体活動量の向上が
重要になる。また、高齢期における栄養障害あるいは低
栄養もサルコペニアの要因となるため、食事による栄養
素摂取も重要となる。

３．タンパク質、アミノ酸摂取と筋萎縮の予防

筋肉の肥大と萎縮は、筋タンパク質の合成と分解のバ
ランスで決定されるため、筋萎縮を予防するためには、
筋肉におけるタンパク質合成を促進し、分解を抑制する
必要がある。骨格筋にはアミノ酸供給に対して筋タンパ
ク質量を調節する機構が存在する 1）。筋肉へのアミノ酸
供給の増加は、筋タンパク質合成を活性化するが、その
ためには（1）血管拡張による筋組織への栄養素および
ホルモンの送達に関与する血管内皮機能、（2）血液から
内皮細胞、間質腔、および最終的には筋細胞へのアミノ
酸輸送に関与するアミノ酸輸送体、（3）アミノ酸による
mammalian / mechanistic target of rapamycin complex 1

（mTORC1）活性化と転写因子 activating transcription 
factor 4（ATF4）の阻害、といった 3 つの要因が重要
であると考えられている。アミノ酸のうち、ロイシンに
は mTORC1 シグナルの増強作用があることが知られて
いる。最近では、ロイシンセンサーとして Sestrin 2 が
同定されている。ロイシンは、Sestrin 2 と Gap activity 
toward Rags 2（GATOR2）複合体との相互作用を遮断し、
mTORC1 を活性化する。また、新たに同定されたアル
ギニンセンサーcellular arginine sensor for mTORC1

（CASTOR 1）についても同様の機構が存在し、アルギ
ニンは CASTOR 1 と GATOR2 複合体との相互作用を
遮断し、mTORC1 の活性化をもたらす。このように、
ロイシンを多く含むタンパク質や、ロイシンの摂取に
は、筋タンパク質合成促進作用がある。実際に、ロイシ
ンを多く含むホエイタンパク質の摂取は、ヒトにおいて

introduce ingredients that are currently on the market for LOCOMO and explain the novel ingredients that are 
regarded as promising against LOCOMO, an area which has been drawing attention in recently. In addition, we will 
also introduce our research and future prospects. With the Tokyo Olympic Games in two years, Japanese food has 
gained attention in foreign markets. Opportunities to appeal food ingredients effective against LOCOMO as healthy 
longevity products from Japan will undoubtedly grow.
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筋タンパク質合成速度を促進することが示されている。
また、ロイシン高含有必須アミノ酸が骨格筋機能の改善
に有効な機能性表示食品として開発され、販売されてい
る。

しかし、ロイシン摂取による筋タンパク質合成促進作
用には年齢による差が存在することも示唆されている。
Moore らによる検討では、平均年齢 22 歳のグループで
はロイシン摂取による筋タンパク質合成の促進が 0.24 
g/kg 体重で最大値に到達したのに対し、平均 71 歳のグ
ループでは同様の効果を得るためには 0.40 g/kg 体重の
ロイシン摂取が必要であることが明らかにされた 2）。ロ
イシン摂取による筋タンパク質合成促進作用が、加齢に
伴って低下することは anabolic resistance とも呼ばれ、
血管内皮機能の低下が関与していることが示唆されてい
る 3）。

４．摂取する脂肪酸種と筋萎縮の予防

中鎖脂肪酸とロイシン高含有必須アミノ酸、ビタミン
D の同時摂取が、高齢者の筋機能を改善する可能性が示
唆されている 4）。すなわち、平均87歳の高齢者に対して、
3 か月間、連日、夕食に必須アミノ酸サプリ 3 g/ 日（ロ
イシン 1.2 g/ 日）、ビタミン D 20 µg（800 IU）、中鎖
脂肪酸含有油 6 g を同時に摂取すると、要介護状態にあ
る高齢者の筋力や筋肉機能が改善することが明らかにさ
れた。一方で、中鎖脂肪酸含有油の代わりに長鎖脂肪酸
含有油を摂取させた群では、筋機能改善効果が認められ
なかった。通常状態の食事に比べ、介入による栄養素の
摂取量はビタミン D が 3 倍、ロイシンが 1.3 倍、中鎖
脂肪酸が 60 倍の増加となる。したがって、中鎖脂肪酸
とビタミン D の摂取量の増加が筋機能改善効果を促し
ている可能性が考えられる。また、ロイシン摂取量のわ
ずかな増加が関与している可能性も否定できない。

一方、魚油に含まれるエイコサペンタエン酸やドコサ
ヘキサエン酸にも骨格筋機能の改善作用が認められてお
り、60 歳以上の高齢者を対象とした介入試験において
筋タンパク質合成速度促進、筋力向上、バランスや歩行
速度などの身体機能向上が認められている 5, 6, 7, 8）。それ
らの効果をもたらす作用機序については、エネルギー貯
蔵形態の改善によるタンパク質消費抑制作用や 9）、小胞
体ストレス改善作用などが言われている 10）。

５．筋萎縮抑制化合物としてのトマチジン、
　　ウルソール酸の発見

Dyle らはコネクティブマップと呼ばれる手法を用い、
1,309 種類の低分子化合物の中から筋萎縮抑制効果のあ
る化合物のスクリーニングを行った。具体的には PC3

（前立腺がん細胞）、HL60（白血病細胞）、MCF7（乳が
ん細胞）に化合物を作用させた時の遺伝子発現パターン
と、筋萎縮時に認められる遺伝子発現パターンが負に相
関する化合物の同定を目的としており、その結果、ウル
ソール酸とトマチジンが見いだされた 11, 12）。

これまでに、筋萎縮による筋力・筋量低下に対するト
マチジンの有効性が動物実験レベルで検証されている。
61 週齢の高齢モデルマウスに 0.05 ％トマチジン含有餌
を 5 週間与えた実験では、筋重量、筋線維径、筋力、持
久力の有意な増加が認められた 12）。さらに、トマチジン
25 mg/kg を 24 時間絶食モデルマウスに 2 回、ギプス固
定による廃用性筋萎縮モデルマウスに 1 日 2 回、8 日間、
腹腔内投与した場合にも、筋萎縮の抑制効果が認められ
ている 12）。トマチジンの作用メカニズムとしては、筋タ
ンパク質合成の抑制に関連する遺伝子の発現を調節する
転写因子 ATF4 の活性を抑制するためであることが報
告されている 13）。

これまで、トマト生産過程に生じる青トマトやトマト
葉茎は産業廃棄物としての価値しかなく、生産者の頭を
悩ます存在であった。しかしながら、青トマトやトマト
葉茎にはトマチジンの配糖体であるα - トマチンが 144
～975 mg/kg 含まれているため 14）、これらトマト未利用
資源はトマチジンの供給源として期待される。農林水産
省がまとめた平成 27 年産指定野菜（春野菜、夏秋野菜
等）の作付面積、収穫量及び出荷量によれば、トマト葉
は全国で年間 140 万トンが廃棄され、トマチジンに換
算すると565トンが廃棄されていることになる。しかし、
トマト植物中に存在するα - トマチンは忌避成分であり
毒性を示すことが報告されている 15）。ゆえに、青トマト
やトマト葉茎を食品素材として活用するためには、α -
トマチンをトマチジンに変換した上で、有効性、安全性
を評価する必要がある。

著者らは青トマトおよびわき芽（茎の付け根から出る
芽）を酢酸抽出、アルカリ処理してα - トマチンを抽出
した後、塩酸で加水分解処理することで、34.8 ％～
56.0 ％のトマチジンを含むトマチジン含有エキスを作
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製した。現在、トマト未利用資源から抽出したトマチジ
ンの筋萎縮抑制作用が認められるか否か検討を続けてい
る。

６．FOXO1 、 PGC-1 αを標的とした
　　骨格筋機能改善物質の探索

Forkhead protein-O1（FOXO1）はフォークヘッド型
の転写因子であり、生体代謝の同化ホルモンであるイン
スリンシグナルに拮抗する。著者らは、数年来、個体レ
ベルで FOXO1 の骨格筋代謝調節機構を検討してきた。
すなわち、エネルギー欠乏により骨格筋における
FOXO1 の遺伝子発現が増加すること 16） を踏まえ、
FOXO1 を骨格筋特異的に過剰発現する遺伝子改変マウ
スを作製し、FOXO1 が骨格筋萎縮を引き起こすことを
示した 17）。また、タンパク質分解酵素遺伝子が FOXO1
によって転写活性化されることを示した 18）。この結果は、
FOXO1 が骨格筋でのエネルギー欠乏への適応（タンパ
ク質分解促進）に役割を果たすことを示唆する。

一方、運動によって骨格筋で発現増加する転写共役因
子 PPAR γ co-activator 1 α（PGC1 α）は、ミトコン
ドリア生合成に関わる遺伝子を系統的に発現制御する。
これまでに著者らは PGC-1 αを骨格筋特異的に過剰発
現させたトランスジェニックマウスを独自に作製し、筋
線維タイプの遅筋化、ミトコンドリア増殖促進、毛細血
管新生促進、脂肪酸や分岐鎖アミノ酸代謝促進、持久力
向上など、持久運動トレーニングによって惹起される表
現型を示すことを明らかにした 19, 20, 21, 22, 23, 24, 25）。この結果
は、PGC-1 αが骨格筋の持久力向上に役割を果たすこ
とを示唆する。

以上の背景より、FOXO1 を阻害する物質、PGC-1 α
を活性化する物質は筋機能の維持改善に有用であること
が考えられるため、著者らは化合物ライブラリーからの
候補物質の探索を行っており、これまでにビタミン D
が培養骨格筋細胞において FOXO1 を阻害することを見
出している 26）。

７．フラボノイド類の骨格筋機能への影響

フラボノイド類の一部の化合物には PGC-1 αを活性
化する作用があることや、運動持久力を向上させる可能
性があることが示されている。そのうち、レスベラト
ロールやシアニジン -3- グルコシドは、骨格筋細胞中の
phosphodiesterase 活性を抑制し、AMP 依存性キナーゼ
の活性化を介して PGC-1 αを活性化させることが示さ
れており、このことが持久運動能力の向上に寄与するこ
とが考えられている 27, 28）。また、ケルセチン投与は骨格
筋中の PGC-1 α発現量の増加とともに、運動持久力を
向上させることも報告されている 29）。また、「中高年齢
者において加齢により衰える歩行能力の維持に役立つ」30）

として機能性表示食品に登録されているブラックジン
ジャー由来の 5,7- ジメトキシフラボンにも培養骨格筋
細胞における PGC-1 αの発現量を増加させる効果が示
されており 31）、この効果が身体パフォーマンス向上に寄
与している可能性がある。

８．おわりに

高齢者や身体が不自由な人にとって、運動による筋
力・筋量維持が困難なケースが多い。これはさらなる筋
力・筋量低下を招き、自立度の低下という悪循環を引き
起こしかねない。筋萎縮予防のための食素材が開発でき
れば、運動の実施が難しい人でも、食事による筋力・筋
量維持が可能となるかもしれない。今後はヒトに対する
関与成分の有効性や安全性を明らかにし、より多くの人
が老後も自立した生活を送る手助けとなることを渇望す
る。
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Improvement of Arterial Stiffness by Exercise and 
Nutrition
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運動と栄養による動脈硬化の改善効果

家光　素行

立命館大学
スポーツ健康科学部

国内・外の年間死亡原因のうち、動脈硬化性心血管疾患（心疾患および脳血管疾患）は上位にある。加齢にとも
ない動脈硬化度は増大するため、動脈硬化性心血管疾患の予防・改善は重要な課題である。継続的な有酸素性運動

（ジョギングや自転車運動）は、動脈機能を亢進・改善させ、動脈血管の拡張作用を増大することで動脈硬化度を
低下させることが知られている。また、有酸素性運動だけでなく、日常生活の中で行っている身体活動を継続的に
増やすことで動脈硬化度を低下させる効果も報告されている。さらに、近年では、ストレッチ運動によっても動脈
硬化度を低下させる可能性も報告されている。このような運動に対する動脈硬化の改善効果のメカニズムの 1 つに
は動脈血管から分泌される血管拡張物質の関与が明らかとなっている。加えて、近年では運動だけでなく、栄養摂
取との併用効果によって動脈硬化度をさらに効果的に低下させることも報告されてきており、ラクトトリペプチド
やクルクミン、クロレラなどの効果が示されている。今後、さらに科学的根拠に基づく運動や栄養摂取による動脈
硬化度を低下改善させる効果が明らかになることが期待される。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

Cardiovascular diseases (heart and cerebrovascular diseases) are among the leading causes of death around the 
world. Prevention and improvement of cardiovascular diseases are important medical topics because arterial 
stiffness increases with advanced age. It is well known that regular aerobic exercise (jogging and bicycling) 
enhances and improves arterial function, leading to reduced arterial stiffness. In addition to the effects of aerobic 
training, higher daily physical activity reduces arterial stiffness. Furthermore, in recent years, the possibility of 
reducing arterial stiffness by stretching exercises has been shown. Vasodilators secreted from endothelial cells are 
involved in mechanisms resulting in reduced arterial stiffness following exercise. Additionally, in recent years, the 
combined effect of exercise and tailored nutrition show greater reductions in arterial stiffness, in which the effects 
of lactotripeptide, curcumin, chlorella, etc. have been shown. Thus, it is reasonable to expect future scientific 
evidence and studies to clarify the beneficial effects of exercise and nutrition on preventing or reducing arterial 
stiffness.

要　旨
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１．はじめに

現在、高齢化社会が進む中、国内の年間死亡原因の約
25 ％程度が心疾患（死因の第 2 位）および脳血管疾患（死
因の第 4 位）であり、世界的にも心疾患による死亡原因
は上位にある。「血管は年とともに老いる（ウィリアム・
オスラー）」といわれるように、中高齢期から動脈硬化
性疾患（虚血性心疾患、脳血管疾患）などのリスクは急
増する。さらに近年の生活習慣病の急増が、動脈硬化の
リスクファクターを増大させ、医療費の増加による財政
の圧迫を促進させている。そのため、加齢に伴う動脈硬
化性疾患リスク増加の予防・改善は重要な課題である。
これまでの研究結果から、継続的な有酸素性運動は、動
脈の内皮機能を亢進・改善させ、平滑筋のトーヌスや増
殖を抑制することで動脈硬化に対して有益な効果を及ぼ
すことが知られている。近年、中高齢者における有酸素
性運動を用いたトレーニング介入だけでなく、低強度で
行えるストレッチ運動や身体活動量の増加が動脈硬化の
発症リスクへ及ぼす効果についても報告されてきてい
る。加えて、運動だけでなく、栄養摂取による動脈硬化
度の改善や運動との併用効果に関する検討も報告されて
きている。そこで本項では、運動や栄養摂取による動脈
硬化度を低下させる効果について最新の知見を含めて概
説する。

２．加齢による動脈硬化リスクの変化

加齢に伴う動脈硬化度の増大は、大動脈のような弾性
動脈血管の硬化と血管内皮細胞機能の障害が主な要因で
ある。動脈血管は、心臓から駆出された血液を一時的に
貯留するための急激な血圧上昇を緩衝する役割と、駆出
後の拡張した動脈血管の弾性によって内圧を維持する役
割を有する。このような作用によって左心室の後負荷の
軽減や末梢血管の保護に貢献している。これはウインド
ケッセル効果と呼ばれている。ウインドケッセル効果の
低下は、収縮期血圧の上昇と拡張期血圧の低下から脈圧
を増大させる。これが原因となり、血管内皮機能が低下
し、動脈硬化を生じさせる。さらに、加齢に伴う動脈血
管構造の変化が認められ、血管壁の硬化や血管壁の肥厚
といった形質的な変化も動脈硬化を引き起こす要因とな
る。そのため、動脈内皮機能と動脈伸展性の維持・向上

が加齢に伴う動脈硬化の発症リスクの軽減につながる。
動脈硬化度の指標として、動脈のスティフネスを評価

する、頸動脈−大腿動脈間の脈波伝播速度（carotid-
femoral pulse wave velocity: cfPWV）や上腕−足首間
の 脈 波 伝 播 速 度（brachial-ankle pulse wave velocity: 
baPWV）、頸動脈β -stiffness がある。また、動脈の伸
展性を評価する頸動脈コンプライアンスといった評価方
法がある。動脈スティフネスは心血管系疾患罹患の独立
した危険因子であり、動脈スティフネスの増加や動脈コ
ンプライアンスの低下は心血管系イベントの発症増大に
影響する。加齢によりこれらの指標は変動し、baPWV
は加齢とともに増大し、動脈コンプライアンスは加齢と
ともに低下することが報告されている 1-3）。

３．有酸素性トレーニングの運動効果

ジョギングやウォーキング、自転車運動などの有酸素
性トレーニングは、脂肪を燃焼し、肥満を予防・改善さ
せるだけでなく、血液中の HDL コレステロールの増加
やインスリン抵抗性の低下といった脂質異常症や糖尿病
などの生活習慣病リスクファクターに対して効果的であ
る。Tanaka ら 3）は、動脈硬化度の指標である頸動脈β
-stiffness は加齢とともに増大し、動脈コンプライアン
スは加齢とともに低下するが、週 5 日以上の有酸素性ト
レーニングを実施している高齢者では、加齢に伴う増加
が軽減されていることを報告している。さらに、運動習
慣のない高齢者に週 4～6 日、1 日 40～45 分、70～75 
％最大心拍数の運動強度で 12 週間の有酸素性トレーニ
ングを実施した結果、頸動脈β -stiffness は低下し、動
脈コンプライアンスが増加した 3）。また、著者ら 4-6）は、
運動習慣のない中高齢者に週 3 日、1 日 45 分、60～70 
％最高酸素摂取量の運動強度で 8 週間の有酸素性トレー
ニングを実施することにより、頸動脈β -stiffness や
cfPWV、baPWV が低下することを報告している。さら
に、動脈硬化に対する運動効果を経時的に検討した結
果、運動開始後から徐々に動脈硬化度が低下しており、
統計学的に有意に低下したのは 6 週目以降であることも
明らかになった 7）（図 1）。また、閉経後女性を対象に実
施した研究においても、8 週間の有酸素性トレーニング

（ 週 3～5 日、1 日 30～45 分 ） に よ っ て 頸 動 脈 β
-stiffness は低下し、動脈コンプライアンスが増加する
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ことが報告されている 8）。このように、先行研究の結果
を考慮すると、1 日 30 分、週 3 日以上の有酸素性トレー
ニングを 8 週間程度の実施により、加齢に伴う動脈硬化
度の増大を予防・改善できると考えられる。

４．ストレッチの運動効果

加齢に伴い、体力要素の 1 つである柔軟性は低下す
る。著者ら 9）は、柔軟性と動脈硬化の関連性を検討し、
柔軟性に優れている者と優れていない者に分けたとこ
ろ、柔軟性に優れていない高齢者の baPWV や cfPWV
は、柔軟性に優れている高齢者と比較して増加している
ことを報告した。この結果は、高齢者において柔軟性の
低下は、動脈硬化度を増大させる可能性を示している。
一方、中高齢男女に、70 ％最大挙上重量を 8～12 回、
週 3 回、10 種目の筋力トレーニング、あるいは、筋力
トレーニングに 30～45 分間の有酸素性トレーニングを
週2日加えたコンバインドトレーニング、1回30～45分、
週 3 日の全身ストレッチ運動を 13 週間実施した結果、
筋力トレーニングおよびコンバインドトレーニングによ
り頸動脈コンプライアンスは変化しなかったが、スト
レッチ運動介入では有意に増加した 10）。さらに、中年男
性に対する 4 週間のストレッチ運動（1 回 30 分、週 5
日の全身ストレッチ運動）や中年女性に対する 6 か月間
のストレッチ運動（1 回 15 分、週 7 日の全身ストレッ

チ運動）においてもストレッチ運動介入により baPWV
が有意に低下することが報告されている 11, 12）。これらの
結果から、有酸素性トレーニングだけでなく、柔軟性を
高めるようなストレッチ運動においても、加齢に伴う動
脈硬化度の増加を改善させる効果が認められることか
ら、高齢者などの低体力者に対する運動導入時には、ス
トレッチ運動を取り入れることは有効であるかもしれな
い。

著者ら 13）は、若年者を対象に、単回の全身性ストレッ
チ運動（1 回 40 分）を実施した結果、運動前と比較し
て運動後 15 分および 30 分後において、baPWV および
大腿動脈−足首間の脈波伝播速度（femoral-ankle pulse 
wave velocity: faPWV）が有意に低下したことを報告し
ている。また、片脚の下腿三頭筋に対するストレッチ運
動（1 回 30 秒のストレッチ運動を、休息 10 秒を挟んで
6 セ ッ ト ） で は、 ス ト レ ッ チ 運 動 を 実 施 し た 脚 の
faPWV のみが、運動前と比較して運動直後および 15
分後に低下した（図2）14）。このことから、単回のストレッ

図 1 　有酸素性トレーニング介入期間中の cfPWV の経
時変化（Zempo-MiyakiA et al., 20167）より引用改変）
cfPWV（頸動脈−大腿動脈間脈波伝播速度）は中心動
脈の動脈硬化度を示す．
平均値±標準誤差 . *P < 0.01 vs. 0 week.
Figure 1 　Time course of change in cfPWV during an 
8-wk exercise

図 2 　片脚に対するストレッチ運動前後の動脈硬化度
の経時的変化（Yamato et al., 201714）より引用改変）
faPWWV: 大腿−足首間脈波伝播速度（A）, baPWV: 
上腕−足首間脈波伝播速度（B）,
cfPWV: 頸動脈−大腿動脈間脈波伝播速度（C）
平均値±標準誤差 . *P < 0.01 vs. ストレッチ運動前 .
Figure 2 　Arterial stiffness (faPWV: A, baPWV: B, 
cfPWV: C) before and after passive one-legged static 
stretching
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チ運動による動脈硬化度の改善効果は一過性のものであ
り、さらに、その効果はストレッチ運動を実施した部位
でのみ生じる可能性が示されている。

５．身体活動量と動脈硬化

身体活動量には、日常の生活活動と運動との両方が含
まれており、身体活動量の増加は生活習慣病リスクの改
善につながると考えられている。著者ら 15, 16）は、中高
齢者を対象に身体活動量を計測し、身体活動量が多い者
と少ない者に分けたところ、1 日に 186～216 キロカロ
リー以上の身体活動量を有する者は、1 日に 186～216
キロカロリー以下の者と比べて、baPWV が低値を示す
ことを報告している（図 3）。また、高齢者において、1.1
～2.9Mets の低強度身体活動時間や 3.0～5.9Mets の中強
度身体活動時間と cfPWV との間には負の相関関係が認
められ、身体不活動時間と cfPWV との間には正の相関
関係が認められたが、若年者にはこれらの関連性は認め
られなかったという結果が報告されている 17）。これらの
結果から、高齢者に対しては、低強度および中強度の身
体活動時間を増やし、身体不活動時間を減らすことで加
齢に伴う動脈硬化度の増大を予防・改善させることがで
きることが考えられる。また、35～75 歳までの男女を
対象に 1 日の歩行時間を増やすように指導したところ、
1 日の歩行時間が 1.6 時間から 2 時間に増えた結果、1

年後に cfPWV は有意に低下したという報告がある 18）。
つまり、有酸素性運動やストレッチ運動といった運動様
式だけでなく、日常の生活活動を増やすことによっても
動脈硬化度の増大を軽減できることが期待できる。特別
な施設がない、運動時間がないといった場合においても
身体活動時間を増やす、身体不活動時間を減らすといっ
た指導でも効果は期待できるかもしれない。

６．栄養摂取および運動と動脈硬化

近年では運動だけでなく、栄養摂取との併用効果に
よって動脈硬化度をさらに効果的に低下させることも報
告されてきており、ラクトトリペプチドやクルクミン、
クロレラなどの効果が示されている。閉経後女性を対象
に実施した研究において、8 週間の有酸素性トレーニン
グ（週 3～5 日、1 日 30～45 分、70～75 ％最大心拍数
の運動強度）およびラクトトリペプチド（バリン−プロ
リン−プロリン 2.4 mg およびイソロイシン−プロリン
−プロリン 4.3 mg を含む 2.8 g のカゼイン加水分解粉
末）摂取の併用はそれぞれの単独よりも動脈コンプライ
アンスが増加することが報告されている 19）（図 4）。また、
閉経後女性を対象にクルクミン（1 日 150 mg）を 8 週
間摂取させた結果、血流依存性血管拡張反応（FMD）

図 3 　身体活動量の違いによる動脈硬化度への影響
（Iemitsuet al., 200616）より引用改変）
baPWV: 上腕−足首間脈波伝播速度
平均値±標準誤差 .
Figure 3 　Arterial stiffness (baPWV) in active and 
inactive subjects

図 4 　有酸素性運動およびラクトトリペプチド摂取に
よ る 頸 動 脈 動 脈 伸 展 性 へ の 影 響（Yoshizawaet al., 
200919）より引用改変）
運動 : 有酸素性運動，LTP: ラクトトリペプチド
平均値±標準誤差 .
#P < 0.01 vs. プラセボ，† P < 0.05 vs. LTP，‡ P < 
0.05 vs. 運動＋プラセボ .
Figure 4 　Percent changes in arterial compliance 
before and after exercise and/or LTP intake 
interventions
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が増大することが明らかになっている 20）。加えて、クル
クミンは有酸素性運動と併用することにより心臓の負担
度を軽減させる効果も報告されている 21）。さらに、近年
では、抗酸化作用が報告されているクロレラを中高齢者
に 4 週 間（1 日 に 15 錠 を 2 回 ） 摂 取 さ せ た 結 果、
baPWV が低下したことが報告されている 22）。著者らは、
動物実験において、有酸素性運動とクロレラ摂取の併用
がそれぞれの単独よりも cfPWV を低下させるといった
結果も得ている（未発表データ）。このように、運動に
加えて、栄養摂取を併用することにより効果的に動脈硬
化度を低下させる可能性も認められていることから、今
後、異なる栄養との併用効果の成果が期待される。

７．まとめ

現在までのエビデンスをまとめると、加齢による動脈
硬化度の増大を予防・改善するには、① 有酸素トレー
ニング：1 日 30 分、週 3 日以上の中強度の有酸素性運
動を 8 週間程度の実施、② 1 日 30～45 分、週 3 日以上
の全身のストレッチ運動を 4 週間以上の実施、③ 低強
度から中強度までの身体活動時間の増加と身体不活動時
間の減少の実施、④ 運動および栄養摂取（ラクトトリ
ペプチドやクルクミン、クロレラなど）の単独よりも併
用の実施、といった療法が効果的であると考えられる。
このように、加齢による動脈硬化度の増大に関して、よ
り効果的で継続できる運動・栄養摂取プログラムについ
て、今後さらに科学的根拠に基づく効果検証が必要であ
ろう。
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腸管免疫は病原微生物などを排除するための活性型の免疫応答と、食事成分や腸内細菌など身体にとって必要も
しくは有益な異物を許容するための抑制型の免疫応答が共存する特殊な機能を有している。そのバランスが崩れる
と感染症に対する抵抗力の低下やアレルギーや腸炎などの免疫疾患の発症などに繋がることが示されており、腸管
における免疫学的ホメオスタシスを維持することはヒトの健康維持や疾患予防の観点から非常に重要である。古く
からの研究より、腸管免疫の働きや機能は食事成分や腸管内に常在する細菌の影響を受けることが知られていた
が、近年の分析技術の発展もあり、その実体が徐々に明らかになってきている。そのような背景のもと、筆者らの
グループでは、食事から摂取する脂質に着目し、腸管免疫に及ぼす影響や疾患との関わりについて腸内細菌の関与
も含め研究を進めている。その中で、オメガ 3 脂肪酸であるαリノレン酸を多く含む亜麻仁油を摂取することで、
食物アレルギーによる下痢の発症を抑制できることを見出した。さらに最先端のメタボローム解析から、αリノ
レン酸を起点に代謝・産生される 17,18-EpETE が腸管アレルギーを抑制する実効分子として機能することが明ら
かとなった。また食物アレルギーに加えて、17,18-EpETE の投与により皮膚炎を抑制できたことから、
17,18-EpETE は複数のアレルギー炎症性疾患に対する創薬シーズとして期待される。一方、腸管免疫を活性化す
る脂肪酸として、パーム油などに多く含まれるパルミチン酸とその代謝物であるスフィンゴ脂質には腸管における
IgA 抗体の産生を増強する作用のあることが明らかになった。このように、脂肪酸とその代謝物は腸管免疫の機能
制御において重要な役割を担っている。また、食事から摂取した脂肪酸は生体酵素だけではなく、腸内細菌が有す
る酵素によっても代謝され、生理活性をもつ代謝物へと変換されることが明らかとなってきた。今後は、食事成分
による腸管免疫の制御メカニズムに加えて、腸内細菌の影響を考慮した研究が進むことで、食と腸内細菌と宿主に

要　旨
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１．腸管免疫による生体防御と免疫学的ホメオ
スタシス

腸管は摂取した食物を消化し、栄養成分を吸収するた
めの消化器官であるが、同時に体内の約 60 ％の免疫細
胞が集積している免疫器官でもある。腸管は絨毛と呼ば
れる襞構造を持ち、免疫細胞の多くもそこに存在する 1）。
一方、絨毛の最表面は上皮細胞層に覆われている。上皮
細胞層の大部分は吸収上皮細胞が占めており、細胞同士
が強固に結合することで強い物理的バリアとして機能し
ている 2）。その他、杯細胞やパネート細胞と呼ばれる特
殊な上皮細胞も存在し、ムチンを主成分とする粘液や抗
菌ペプチドなどの抗菌物質を分泌する（図 1）。粘液や
抗菌物質から成る粘液層は、上皮細胞層の表面を覆い、
外的刺激からの保護ならびに微生物の体内への侵入を防
ぐ役割を担っている。上皮細胞層の内側にあたる粘膜固
有層には、IgA 抗体産生細胞や T 細胞、自然リンパ球、
マクロファージ、樹状細胞などの多種多様な免疫細胞が
存在し、上皮細胞層を越えて侵入してきた病原微生物や

毒素などの排除に機能している 1, 2）。
さらに腸管においては絨毛組織の間に点在する形でリ

ンパ組織が観察される。腸管組織に代表的なリンパ組織
はパイエル板と呼ばれ、マウスでは 10 個前後、ヒトで
は数百個、小腸に点在し、抗原特異的な免疫応答を誘導
する場として機能している（図１）3）。パイエル板表面の
上皮細胞層は絨毛組織に存在する上皮細胞とは形状が異
なる濾胞被服上皮に覆われている。その中でも特に M
細胞と呼ばれる細胞は、微絨毛の背丈が低く、かつ取り
込んだ物質を分解する機能が低いなど、抗原取り込みに
特化した機能を有する。M 細胞を介して取り込まれた
抗原は上皮直下に集積している樹状細胞に取り込まれ、
T 細胞や B 細胞へと抗原提示され、B 細胞は IgA 陽性
細胞へと分化する。パイエル板において活性化された T
細胞や IgA 陽性細胞は胸管や血流を経て、腸管絨毛組
織の粘膜固有層へ遊走し、IgA 抗体を産生するなどの免
疫機能を発揮する（図 1）3）。

ノロウイルスやカンピロバクターなどの病原微生物や
病原性大腸菌やコレラ菌が産生する毒素は腸管の粘膜面

関する包括的な理解が進み、疾患予防や健康増進のための応用へと繋がることが期待される。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

Intestinal immunity has a specialized immune system in which the active immune responses to eliminate 
pathogenic microorganisms and the immunological tolerance to such as food components and commensal 
microorganisms coexist. Collapse of the balance of active and regulatory immune responses increases a risk of 
infectious diseases and immunological diseases such as allergy and enteritis. Therefore, the maintenance of the 
immunological homeostasis is important in intestine to maintain the health. It is known that intestinal immunity is 
functionally affected by food components and intestinal bacteria. We focus on lipids that are ingested from a diet 
and examine the effects of fatty acids in the dietary oils on intestinal immunity and diseases. We found that linseed 
oil, which contains a lot of an omega 3 α -linolenic acid, could inhibit the onset of diarrhea caused by food allergy. 
Metabolome analysis revealed that, among metabolites derived from of α -linolenic acid, 17,18-EpETE, an 
epoxidated EPA, is an execution molecule that could inhibit intestinal allergy. In addition to food allergy, 
administration of synthetic 17,18-EpETE inhibited contact hypersensitivity. These findings suggest that 
17,18-EpETE can be applied to drug discovery. As another example, palmitic acid, which is contained in palm oil, 
and its metabolites, sphingolipids, enhanced the production of IgA antibodies in the intestine. Thus, fatty acids and 
their metabolites play an important role in the regulation of immunosurveillance in the intestine. Recently, it has 
been shown that dietary fatty acids are converted to biologically active metabolites by not only endogenous enzymes 
but also gut microbiota. In the future, studies for the mechanism for regulation of intestinal immunity by food 
components together with the effects of gut microbiota will advance the comprehensive understanding of relations 
among foods, gut microbiota, and host, leading to the application to prevent disease and promote our health.
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から侵入し、感染症を引き起こすため、腸管の免疫シス
テムは初期の感染防御において重要な役割を担う。一方
で、腸管組織は病原微生物だけではなく、食物由来成分
や腸内細菌などの身体にとって有益な異物にも暴露され
ている。これらの有益な異物に対しては、腸管免疫は寛
容や不応答となり、免疫応答が抑制される仕組みになっ
ている 4）。このような抑制型の免疫応答において重要な
役割を担っているのが制御性 T 細胞（Treg 細胞）や制
御性の樹状細胞、マクロファージである。これらの細胞
はインターロイキン 10（IL-10）の産生などを介して、
ヘルパーT 細胞の分化や活性化を抑制することで、過剰
な免疫応答を制御する機能をもっている 4）。

このように腸管免疫は活性型と抑制型の免疫応答のバ
ランスを巧みに保つシステムを備えている。このバラン
スが崩れて、免疫が過剰に働くと自己免疫疾患やアレル
ギー疾患などの免疫疾患へと繋がり、免疫機能が低下す
ると感染症のリスクが高まることから、腸管免疫による
恒常性維持メカニズムが各種疾患との関連から注目され
ており、特にその制御に関わる様々な環境要因の影響が
明らかとなってきている。本稿では、脂肪酸代謝物を中
心に腸管免疫や疾患への影響について筆者らの研究成果
も含めて紹介したい。

図 1 　腸管における免疫応答の誘導と生体防御
腸管における IgA 抗体産生を中心とする免疫応答の誘導にはパイエル板が重要な役割を担っている。パイエル板の上皮
細胞層に存在する M 細胞を介して取り込まれた抗原はその直下に存在する樹状細胞に補足される。樹状細胞からの抗
原提示とサイトカイン産生を介して、T 細胞の活性化やナイーブ B 細胞から IgA 陽性細胞への分化が誘導される。活性
化した T 細胞や IgA 産生形質細胞は腸管粘膜固有層へ遊走し、IgA 抗体の産生など生体防御に働く。
Figure 1 　Induction of intestinal immunity and defense against pathogenic infections
Payer's Patches play an important role in induction of intestinal immunity such as IgA responses. Antigens are 
transport into PPs through M cells located in the epithelial layer and captured by dendritic cells (DCs) situated in 
the sub-epithelium region. Antigen presentation and cytokine production from DCs induce T cell activation and 
differentiation of naïve B cell to IgA-positive cell. The activated T cells and IgA-producing plasma cells migrate to 
intestinal lamina propria and contribute to protection against pathogenic infections.
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２．脂肪酸の代謝と脂質代謝物の生成

脂質はエネルギー源や細胞膜などの構成成分として働
く、我々の身体にとって必要な栄養成分であり、三大栄
養素の 1 つとして位置づけられる。その主な成分である
脂肪酸は生体内に吸収されると様々な代謝を受け、シト
クロム P450（CYP）やシクロオキシゲナーゼ（COX）、
リポキシゲナーゼ（LOX）などの作用によって様々な
生理活性をもつ脂肪酸代謝物へ変換される（図 2）。脂
肪酸であるアラキドン酸やエイコサペンタエン酸

（EPA）、ドコサヘキサエン酸（DHA）は CYP 系によっ
てエポキシ脂肪酸やヒドロキシ脂肪酸、COX 系によっ

てプロスタグランジンやトロンボキサン、LOX 系によっ
てロイコトリエンやリポキシン、プロテクチン、レゾル
ビンなどへ代謝され、免疫応答など様々な生体機能を調
節する（図 2）5, 6)。例えば、プロスタグランジンはブラ
ジキニンなどの発痛物質の疼痛閾値の低下や血管透過性
の亢進、白血球の浸潤促進などの作用によって局所にお
ける発熱、発赤、浮腫、痛みなどの炎症症状を増悪させ
る。このことから、アスピリンに代表される抗炎症薬の
多くは COX 系を阻害し、プロスタグランジンの生合成
を抑制することで消炎や鎮痛、解熱作用を発揮する。こ
のように、脂質代謝物は生体反応において重要な役割を
担っており、その制御は疾患予防の観点から重要である。

図 2 　必須脂肪酸の代謝と脂質代謝物の生成
脂肪酸の中で炭素鎖が 16 以上のものを長鎖脂肪酸と総称し、炭素間に二重結合を持たない飽和脂肪酸と二重結合のあ
る不飽和脂肪酸に大別される。不飽和脂肪酸のうち、オメガ 3 脂肪酸とオメガ 6 脂肪酸は必須脂肪酸と呼ばれ、体内で
は合成することができず、食事から摂取しなければならない。これらの脂肪酸は生体内のシトクロム P450（CYP）や
シクロオキシゲナーゼ（COX）、リポキシゲナーゼ（LOX）などの酵素によって様々な生理活性をもつ脂質代謝物へと
変換される。
Figure 2 　Metabolism of essential fatty acids and generation of lipid mediators
Long-chain fatty acids, which is a fatty acid with 16 or more carbons, divide into saturated fatty acids including no 
double bond and unsaturated fatty acids which has at least one double bond. Among the polyunsaturated fatty 
acids, omega 3 and 6 fatty acids are known as essential fatty acids because they are not generated endogenously 
and necessary for the intake from diets. These fatty acids convert to various bioactive lipid mediators by several 
enzymes such as cytochromes P450, cyclooxygenases, and lipoxygenases.
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３．脂肪酸代謝物による抗炎症作用とアレルギー
疾患の制御

脂肪酸の中でも炭素鎖が 16 以上のものを長鎖脂肪酸
と総称する。これらは炭素間に二重結合を持たない飽和
脂肪酸と、二重結合のある不飽和脂肪酸に大別される。
不飽和脂肪酸のうち、オメガ 3 脂肪酸とオメガ 6 脂肪
酸は必須脂肪酸と呼ばれ、体内では合成することができ
ず、食事から摂取しなければならない。我々が日常摂取
している食用油の脂肪酸を見てみると、サラダ油などに
使用される大豆油を始め、グレープシードオイル、コー
ン油、綿実油などはオメガ 6 脂肪酸であるリノール酸を

多く含んでいる。リノール酸は生体内でアラキドン酸に
代謝され、プロスタグランジンやロイコトリエンなどの
脂質代謝物へと変換される。日本人の脂肪酸摂取状況を
みてみると、オメガ 6 脂肪酸を過度に摂取している傾向
がある。リノール酸の摂取過多はアレルギーや炎症など
のリスクを高めることが示唆されていることから 7）、現
在の日本人において食物アレルギーや花粉症などの免疫
疾患が増加している原因の 1 つであると考えられる。

一方で、オメガ 3 脂肪酸であるαリノレン酸は亜麻
仁油やエゴマ油に多く含まれており、生体内で EPA や
DHA に代謝される。オメガ 3 脂肪酸には抗炎症作用や
心血管保護作用があることが古くから知られている。例

図 3 　オメガ 3 脂肪酸摂取による抗アレルギー炎症作用
オメガ 3 脂肪酸であるαリノレン酸を多く含む亜麻仁油を摂取したマウスでは、生体においてαリノレン酸およびその
代謝物である EPA や 17,18-EpETE の蓄積が認められた。17,18-EpETE を投与したマウスの腸管においては、マスト細胞
の脱顆粒抑制が観察されると共に、食物アレルギーによる下痢の発症を抑制した。また、17,18-EpETE は皮膚において
GPR40 を介して好中球の炎症部位への遊走を阻害し、接触性皮膚炎による皮膚の腫れを抑制した。このように、αリノレ
ン酸を起点に代謝・産生される 17,18-EpETE は過剰な免疫反応を抑制し、抗アレルギー炎症作用をもつと考えられる。
Figure 3 　Anti-allergic and anti-inflammatory properties of dietary omega 3 fatty acids
　Mice fed with linseed oil containing a lot of an omega 3 α -linolenic acid showed increase of α -linolenic acid 
and its metabolites, EPA and 17,18-EpETE in the intestine. 17,18-EpETE inhibited intestinal allergy together with 
prevention of mast cell degranulation. 17,18-EpETE also ameliorated contact hypersensitivity by inhibiting 
neutrophil mobility through GPR40. These findings suggest that 17,18-EpETE generated from dietary α -linolenic 
acid is an anti-allergic metabolite and is a potential therapeutic target to control allergic inflammatory diseases.
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えば、カナダ北部などの氷雪地帯にすむ先住民族である
イヌイットは、オメガ 3 脂肪酸を多く含む魚やアザラシ
などを摂取しており、同じ遺伝的背景をもつデンマーク
人に比べて心疾患による死亡率が極めて低いことが報告
されている 8）。

筆者らは食用油に含まれている脂肪酸の組成の違いに
着目し、腸管免疫とアレルギー疾患との関連について研
究を行っている。オメガ 3 脂肪酸であるαリノレン酸
を多く含む亜麻仁油含有餌で飼育したマウスの腸管で
は、αリノレン酸やその代謝物である EPA などの蓄積
が認められた（図 3）9）。一方で、オメガ 6 脂肪酸である
リノール酸を多く含む大豆油含有餌で飼育したマウスで
はリノール酸の蓄積が認められた 9）。すなわち、食事か
ら摂取した必須脂肪酸は生体組織における必須脂肪酸の
組成に直接影響を与えることが明らかになった。

次に筆者らは脂肪酸組成が異なる亜麻仁油と大豆油を
用い、食物アレルギー発症に与える食用油の脂肪酸の影
響を検討した。この結果、亜麻仁油で飼育したマウスで
は大豆油で飼育したマウスに比べてアレルギー性下痢の
発症が顕著に抑制された（図 3）9）。亜麻仁油飼育マウス
ではマスト細胞の脱顆粒が抑制されており、この結果、
食物アレルギーが抑制されたと考えられる 9）。すなわち、
亜麻仁油から摂取したオメガ 3 脂肪酸は腸管組織に蓄積
すると共に、免疫細胞の機能制御を介して疾患の発症を
抑制できることが示唆された。免疫は炎症やアレルギー
などの免疫疾患だけではなく、糖尿病などの生活習慣
病、脳や肝臓の機能などにも関与していることから、オ
メガ 3 脂肪酸を多く摂取するなど、食事を制御すること
で全身の様々な生理機能や疾患を制御できると考えら
れ、さらに研究が進むことが期待される。

４．抗アレルギー炎症活性をもつ脂肪酸代謝物
の同定

上述のように、オメガ 3 脂肪酸は体内に取り込まれた
後、CYP 系や COX 系の酵素によって様々な脂肪酸代
謝物へと変換される。そこで、筆者らはメタボローム解
析によって、亜麻仁油を摂取したマウスの腸管組織の脂
肪酸代謝物を網羅的に測定した。その結果、亜麻仁油飼
育マウスの腸管では、CYP 系によって EPA から代謝
さ れ る 17,18- エ ポ キ シ エ イ コ サ テ ト ラ エ ン 酸

（17,18-EpETE）が大量に産生されていることが明らか
になった（図 3）9）。そこで、大豆油で飼育したマウスに
化学合成した 17,18-EpETE を投与し食物アレルギーモ
デルを適用したところ、亜麻仁油を摂取したマウスと同
様、アレルギー性下痢の発症が抑制された 9）。この結果
から、17,18-EpETE は亜麻仁油による食物アレルギー
抑制効果における実効分子の 1 つであると考えられ、オ
メガ 3 脂肪酸が抗炎症効果を発揮するためには、CYP
系によってエポキシ構造をもつ代謝物が産生されること
が重要であると考えられる。著者らの最近の研究から、
17,18-EpETE は食物アレルギーだけではなく、皮膚炎
モデルにおいても抗炎症活性をもつことがマウスとサル
を用いた検討から確認できている 10）。そのメカニズムと
して、17,18EpETE は GPR40 を介して好中球の炎症部
位への遊走を抑制することを確認している（図 3）10）。
これらのことから、17,18-EpETE はアレルギー・炎症
を標的とした機能性食品や創薬のシーズ分子として今後
の応用が期待できる。

５．脂肪酸による腸管免疫の活性化

脂肪酸は腸管免疫の恒常性維持機構の崩壊によるアレ
ルギーや炎症を抑えるだけではなく、IgA 抗体産生など
の生体防御機能を活性化できる機能もあることが明らか
になっている。筆者らの研究から、パーム油で飼育した
マウスではコントロールとして用いた大豆油飼育マウス
に比べて、大腸における IgA 抗体産生細胞数とともに
糞便中 IgA 抗体の量が増加することが判明した 11）。パー
ム油の特徴の 1 つとして飽和脂肪酸であるパルミチン酸
を多く含むことが挙げられる。そこで、パルミチン酸に
着目した解析を行ったところ、パルミチン酸は IgA 産
生細胞に直接作用する経路と、代謝物を介した間接作用
の 2 つの異なる経路によって IgA 抗体産生を増強する
ことが明らかになった（図 4）11）。例えば、In vitro にお
いて IgA 産生細胞とパルミチン酸を共培養するとパル
ミチン酸の直接作用により濃度依存的な IgA 抗体産生
の増強作用が認められた。また、パルミチン酸は生体内
においてセリン - パルミトイル転移酵素によってスフィ
ンゴ脂質へと変換される経路が存在する。セリン - パル
ミトイル転移酵素阻害剤を投与したマウスでは IgA 産
生細胞の増加が認められなかったことから、セリン - パ
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ルミトイル転移酵素を介した間接作用が存在すると考え
られる。これに関し、著者らは別途、セリン - パルミト
イル転移酵素を介したパルミチン酸の代謝産物の 1 つで
あるスフィンゴ脂質のうち、スフィンゴシン 1 リン酸が
腸管のパイエル板における IgA 陽性細胞への分化や腸
管粘膜固有層への遊走と密接に関わっていることも見出
していることから 12）、パルミチン酸からスフィンゴ脂質
への代謝経路が IgA 抗体産生を介した生体防御におい
て重要な役割を担っていると考えられる。

６．脂肪酸代謝と腸内細菌

ヒトの腸管には、数百種類からなる数百兆個の腸内細
菌が棲息していると言われている。腸内細菌は腸管やそ
の他の組織の免疫の発達や活性・抑制といった様々な免
疫応答の制御と密接に関わっていることが知られている 13）。
例えば、腸管上皮細胞層に密接し生存しているセグメン

ト細菌やパイエル板組織内共生細菌であるアルカリゲネ
ス属菌、腸管管腔に存在するクレブシエラ属菌は、IgA
抗体産生の促進や Th1/Th17 応答の誘導などに関わっ
ている 14）。一方、クロストリジウム属菌は免疫の抑制に
おいて中核的な役割を担っている制御性 T 細胞の分化
や増殖、IL-10 産生の促進などの働きをもっている 13）。

このように腸管免疫の制御に関わる腸内細菌である
が、近年、生体と同一さらには菌特有の脂肪酸代謝経路
が存在しており、我々が食物として摂取した脂肪酸の代
謝に関与していることが明らかになってきている。例え
ば、一部の乳酸菌はオメガ 6 脂肪酸であるリノール酸を
代謝して、10-Hydroxy-cis-12-octadecenoic acid（HYA）
へと変換する 15）。無菌マウスの糞便では HYA はほとん
ど検出されないことから、HYA は乳酸菌を中心とする
腸内細菌が主に代謝・産生を行っていると考えられる 15）。
その後の研究から、HYA は GPR40 のリガンドとして
機能し、タイトジャンクション関連分子の発現を増強す
ることで、腸管上皮のバリア機能を向上させることが判

図 4 　パルミチン酸 - スフィンゴ脂質による腸管 IgA 抗体の産生増強メカニズム
パーム油などに多く含まれる飽和脂肪酸であるパルミチン酸は IgA 抗体産生細胞に直接作用して IgA 抗体の産生を促進
した。さらに、パルミチン酸が代謝されて生成されるスフィンゴ脂質は腸管における IgA 抗体産生細胞の増殖を促進す
ることが示された。また、スフィンゴ脂質の一つであるスフィンゴシン 1 リン酸は腸管のパイエル板における IgA 陽性
細胞への分化や腸管粘膜固有層への遊走と密接に関わっている。
Figure 4 　Enhancement of intestinal IgA responses by dietary palmitic acid and sphingolipids
Palmitic acid, which is contained in palm oil, directly stimulated plasma cells to produce IgA antibody. Metabolites 
generated from palmitic acids, sphingolipids, exhibited increased numbers of IgA-producing plasma cells in the 
large intestine. A sphingolipid, sphingosine-1-phosphate, associates with differentiation to IgA-positive cells and 
cell trafficking in the intestine.
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明した 16）。さらに、HYA は NF- κ B 経路を抑制するこ
とで、腸炎を抑制することも明らかになっている 16）。ま
た別の腸内細菌由来の化合物である N- アシルアミドが
脂肪酸受容体の 1 つであるプロスタグランジン受容体に
対するアンタゴニストとして機能することが報告されて
おり 17）、脂質代謝を介した腸管免疫の機能制御に関わっ
ていると考えられる。これらの酵素は全ての菌が有して
いる訳ではないので、菌叢中の酵素保有菌の割合や数に
よって、脂肪酸代謝物の産生量も変化すると予想され
る。

また、腸内細菌は腸肝循環における胆汁酸の代謝に関
わっている。肝臓で生成された胆汁酸（一次胆汁酸とい
う）は腸管内に分泌され、その一部は腸内細菌に代謝さ
れて二次胆汁酸となる。腸内細菌は二次胆汁酸の生成を
介してコレステロールの吸収など脂質代謝に関与してい
る 18）。これらの知見と合致するように、脂質代謝異常が
一因となっている非アルコール性脂肪肝疾患（NAFLD）
や非アルコール性脂肪肝炎（NASH）の患者において腸
内細菌叢の構成が変化していることが報告されており、
腸内細菌は脂質代謝疾患と関連していることが示唆され
る 19, 20）。

このように、脂肪酸は生体内に取り込まれる前に腸管
内において腸内細菌による代謝を受けることから、今後
は腸内細菌による脂肪酸代謝を解明することが脂肪酸摂
取と健康との関連をより深く理解することに繋がると考
えられる。

７．まとめ

腸管免疫は食物アレルギーなどの免疫疾患を起こさ
ず、感染症などに対する生体防御を成立させるため、活
性型と抑制型の免疫応答を巧みに制御している。これは
我々がゲノムとして遺伝子に組み込まれた要因のみで決
定されているのではなく、様々な環境要因の影響を受け
ているためである。その中で本稿では食事から摂取する
脂肪酸の影響について主に概説した。日々摂取した油は
代謝・消費され、常時、我々の体の中で新しいものに入
れ替わっていることから、日常の食生活が食物アレル
ギーなどの免疫疾患の発症や感染症に対する抵抗力の獲
得に関わっていることが容易に想像できる。今後は現在
進められている食を介した免疫制御に関する科学的エビ

デンスの蓄積をさらに進め、さらに腸内細菌を介した脂
肪酸代謝も考慮することで、食―腸内細菌―宿主の 3 者
間の相互作用を包括的に理解し、個別化栄養へと発展さ
せることが健康科学の将来展望として期待できる。
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健康寿命延伸につながる食事
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健康寿命の延伸における食事の役割は非常に大きいことが国内外のエビデンスから明らかになっている。国際共
同プロジェクト「世界疾病負担調査」によると 188 か国の 79 項目の健康を害する危険因子について解析した結果、
食事の影響が大きく、野菜や果物の不足、全粒粉の不足、赤身肉の過剰摂取、過剰な食塩摂取、高カロリーの清涼
飲料の飲み過ぎといった不健康な食事は、世界全体で死亡リスクを 21 ％上昇させていることが報告されている。
健康の維持・増進を目的とした望ましい食事については、各国の「食生活指針（Dietary Guideline）」において示
されている。日本では、「食生活指針」を具体的な行動に結びつけるために「食事バランスガイド」が策定された。

「食事バランスガイド」は、1 日に “何を” “どれだけ” 食べたらよいか考える参考となるよう、個人の性別・年齢・
身体活動量に応じた食事の望ましい組み合わせとおおよその量を “料理レベル” で示し、コマをイメージしたイラ
ストで示した “食事レベル” のフードガイドである。近年、「食事バランスガイド」の有用性が明らかになっている。

「食事バランスガイド」に沿った食事の人ほど死亡リスクが低いことが示され、代謝性リスク要因やうつ症状との
予防的な関連が示されている。同様に、米国の食生活指針に対する遵守の度合いを評価した Healthy Eating Index

（HEI）や Alternative Healthy Eating Index（AHEI）、それに類似した Dietary Approaches to Stop Hypertension
（DASH）食及び地中海食などと死亡リスク低下との関連が多くの研究をまとめたメタ分析により報告されている。
このように、健康寿命延伸につながる食事は 1 つではないだろう。対象に応じた目指すべき “健康” を明らかにし、
それにつながる食事を検討することで、健康寿命延伸につながる食事を明らかにできるだろう。日本人に合った健
康な食事を追求するには、“日本食” の定義及び健康との関連についての益々の研究が必要である。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

The evidence has shown that diet plays an important role in extending healthy life expectancy. The Global 
Burden of Disease Study 2013 showed that dietary factors including low intakes of vegetables, fruits, and whole 
grains and extreme intakes of red meat, sodium, and sugar-sweetened beverages result in a 21% higher risk of 
mortality in the world. In order to maintain or enhance health, each country has dietary guidelines. In Japan, the 
“Japanese Food Guide Spinning Top” was formulated based on “Dietary Guidelines for Japanese” . The Japanese 
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１．はじめに

国際共同プロジェクト「世界疾病負担調査」において、
1990 年から 2013 年にかけて 188 か国の調査を実施し、
大気汚染から不健康な食事まで、79 項目にわたる健康
を害する危険因子について解析した。健康寿命を短縮し、
早すぎる死を招いている要因のトップは “不健康な食生
活” “高血圧（収縮期血圧）の上昇” “喫煙” “肥満” “糖
尿病（空腹時血糖値の上昇）” であることがわかった 1）。
中でも、食事の影響が大きく、野菜や果物の不足、全粒
粉の不足、赤身肉の過剰摂取、過剰な食塩摂取、高カロ
リーの清涼飲料の飲み過ぎといった不健康な食事は、世
界全体で死亡リスクを 21 ％上昇させていた。幸い、食

事は個人の努力や食環境整備により変えることができ
る。このように、健康寿命の延伸における食事の役割は
非常に大きい。本稿では、国内外のエビデンスから、健
康寿命延伸につながる食事に関する日本における研究の
課題と方向性を示す。

２．バランスの良い食事とは？

バランスの良い食事とは何かを考える上で、国のガイ
ドラインは重要である。各国において「食生活指針

（Dietary Guideline）」が示され、その中で健康の維持・
増進を目的とした望ましい食事が示されている。日本に

Food Guide is a chart designed for the general public that indicates the recommended daily servings for some food 
groups with illustrations featuring examples of foods and dishes to meet these recommendations. Recently, several 
studies have supported the usefulness of the Japanese Food Guide. For example, closer adherence to the Food 
Guide was associated with lower risk of mortality, as well as lower probability of metabolic risk factors and 
depressive symptoms. Similarly, meta-analyses have shown that the Healthy Eating Index （HEI）, the Alternative 
Healthy Eating Index （AHEI）, and Dietary Approaches to Stop Hypertension （DASH）, as well as the 
Mediterranean diet were associated with a lower risk of mortality. Thus, there are likely many diets which lead to 
extension of healthy life expectancy, not be one. Firstly, we need to clarify what health means for each target 
population. We will examine the association between the “health” and diet so that we can clarify what diet might 
lead to longer healthy life expectancy. In pursuit of a healthy diet suited to Japanese people, more research on the 
definition of "Japanese food" and its relation to health is necessary.

図 1 　「食事バランスガイド」（厚生労働省と農林水産省）
Figure 1 　The Japanese Food Guide Spinning Top (Ministry of Health, Labor and Welfare and Ministry of 
Agriculture, Forestry and Fisheries)
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おいては、2000 年に当時の文部省、厚生省及び農林水
産省が連携して「食生活指針」が策定されている（2016
年 6 月一部改正）。「食生活指針」では、主食・主菜・副
菜を基本に色々な食品を組み合わせてバランスよく食べ
ること、ごはんなどの穀類をしっかりと食べること、野
菜・果物、牛乳・乳製品、豆類、魚なども組み合わせて
食べることなどが推奨されている。2005 年に厚生労働
省と農林水産省により、「食生活指針」を具体的な行動
に結びつけるために「食事バランスガイド」（図 1）が
策定された。「食事バランスガイド」は、1 日に“何を”“ど
れだけ” 食べたらよいか考える参考となるよう、個人の
性別・年齢・身体活動量に応じた食事の望ましい組み合
わせとおおよその量を “料理レベル” で示し、コマをイ
メージしたイラストで示した “食事レベル” のフードガ
イドである。

３．「食事バランスガイド」に沿った食事は
　　健康な食事なのか？

「食事バランスガイド」は、1 日の望ましい食事の組
み合わせと量を示した食育ツールであるため、それに
沿って食生活を見直すことで健康寿命のさらなる延伸が
期待される。1995 年と 1998 年に、45 〜 75 歳であった
全国の 11 保健所管内在住の一般住民のうち、循環器疾
患、がん、肝疾患のいずれにも罹っていなかった 7 万

9,594 人（男性 3 万 6,624 人、女性 4 万 2,970 人）を対
象に、食事調査を含む生活習慣についてのアンケートを
実施し、平均約 15 年追跡した。食事調査の結果から、
各料理区分における量的基準に基づき、主食、副菜、主
菜、牛乳・乳製品、果物の各料理区分別摂取量（つ

（SV））を算出した。また、菓子・嗜好飲料由来のエネ
ルギー及び総エネルギー摂取量を算出した。各料理区分、
菓子・嗜好飲料由来のエネルギー及び総エネルギーの摂
取量と性・年齢・身体活動量に応じた食事バランスガイ
ドの目安量により、各料理区分（エネルギー）得点を
10 点満点にて算出した。摂取量が目安量よりも少ない
場合には、以下の式により得点を算出した。各料理区分

（エネルギー）得点＝ 10 ×摂取量÷目安下限量。一方、
摂取量が目安量よりも多い場合には、以下の式により得
点を算出した。各料理区分（エネルギー）得点＝ 10 −
10 ×（摂取量−目安上限量）÷目安上限量。ただし、
副菜と果物については、諸外国の食事の質に関するスコ
アリングシステムと同様に、目安量以上摂取している場
合、10 点満点を与えた。各料理区分（エネルギー）得
点を合計し、0 点（最も遵守してない）から 70 点（最
も良く遵守している）の食事バランスガイド遵守得点を
算出した。

対象者を食事バランスガイド遵守得点によって、4 つ
のグループに分け、その後の死亡（全死亡・がん死亡・
循環器疾患死亡・心疾患死亡・脳血管疾患死亡）との関
連を調べた。分析にあたって、年齢、性別、地域、肥満

図 2 　「食事バランスガイド」遵守と死亡リスクとの関連
Figure 2 　The association between the adherence to the Japanese Food Guide Spinning Top and risk of mortality
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度、喫煙、身体活動、糖尿病現既往歴、高血圧・脂質異
常症の現病歴、職業、コーヒー・緑茶の影響をできるだ
け取り除いた。

その結果、平均 14.9 年（標準偏差 3.3）の追跡期間中
に、1 万 183 人の死亡、4,187 人のがんによる死亡、2,560
人の循環器疾患による死亡、1,342 人の心疾患による死
亡、1,005 人の脳血管疾患による死亡が確認された。食
事バランスガイド遵守得点との関連では、得点が最も低
いグループに比べ、最も高いグループでは、全死亡のリ
スクが 15 ％下がっていた（ハザード比 0.85；95 ％信頼
区間 0.79 − 0.91）（図 2）。また、死因別では、心疾患
や脳卒中などを含む循環器疾患による死亡のリスクは、
得点が最も低いグループに比べ、最も高いグループで
16 ％低く（ハザード比 0.84；95 ％信頼区間 0.73 − 0.96）、
中でも脳卒中を中心とした脳血管疾患による死亡リスク
は 22 ％低かった（ハザード比 0.78；95 ％信頼区間 0.63
− 0.97）。しかし、がんによる死亡及び心疾患による死
亡との明らかな関連はみられなかった。また、Oba らに
よって、食事バランスガイドの遵守度が高い女性ほど死
亡リスクが低いことが、一般住民を対象とした高山コ
ホート研究において報告されている 2）。
「食事バランスガイド」への遵守度を評価し、健康指

標との関連を検討した研究は近年増加している。例えば、
18 〜 22 歳の女性において、食事バランスガイド遵守得
点が高い人ほど、腹囲及び LDL- コレステロール値が
低いこと 3）、18 歳及び中年の女性において、遵守得点
が高い人ほどうつ症状である割合が低いこと 4）が報告さ
れている。しかし、いずれも横断研究であるため、因果
関係は不明である。

4．主食・主菜・副菜を組み合わせた食事

先述の「食生活指針」では、主食・主菜・副菜を基本
に色々な食品を組み合わせてバランスよく食べることが
推奨されている。1980 年代より “主食・主菜・副菜を
組み合わせた食事” に注目が集まり、足立らによって 1
日 2 食以上、主食・主菜・副菜が揃っている場合、それ
未満と比べて、日本人の栄養所要量に対する栄養素摂取
量の充足率がより適正となることが報告されている 5）。
また、2013 年度に開始された「健康日本 21（第 2 次）」6）

や 2016 年度より実施されている「第 3 次食育推進基本

計画」7）においても、具体的な目標として “主食・主菜・
副菜を組み合わせた食事を 1 日 2 回以上ほぼ毎日食べ
ている国民の割合の増加” が掲げられている。しかし、
2015 年度における “主食・主菜・副菜を組み合わせた
食事” を営んでいる者の割合は減少傾向にあり、その傾
向は若い世代で顕著であると報告されている 8）。今後、
これらの目標の達成に向けて、“主食・主菜・副菜を組
み合わせた食事” をより推進するためのエビデンス構築
が喫緊の課題である。そこで、“主食・主菜・副菜を組
み合わせた食事” と栄養素摂取量に関する日本人を対象
とした近年の研究結果、及び、“主食・主菜・副菜を組
み合わせた食事” と健康・栄養状態との関連について系
統的な整理をおこなった 9）。

2000 〜 2017 年に発表された論文を対象に、医学中
央雑誌と NII 学術情報ナビゲータ（CiNii）を用い “主
食 AND 主菜 AND 副菜” で検索した。表題、抄録、本
文を、本研究の以下の採択基準と照合・精査し、包含基
準（日本人対象、分析疫学研究、曝露が “主食・主菜・
副菜を組み合わせた食事” 摂取、アウトカムが食物・栄
養素摂取状況及び健康・栄養状態、対象集団の特徴明
記）と除外基準（介入研究、ケースレポート、ケースシ
リーズ、エコロジカル研究）を満たす 12 件を採択した。
そのすべての研究が横断研究で、幼児期から高齢者まで
幅広いライフステージを対象とし、成人期を対象とした
研究が最も多かった。“主食・主菜・副菜を組み合わせ
た食事” と食物・栄養素摂取との関連については、“主
食・主菜・副菜を組み合わせた食事” の回数の多い人ほ
どたんぱく質エネルギー比率が高く、ビタミン、ミネラ
ルの摂取量が多く、日本人の食事摂取基準の推奨量、目
安量、推定平均必要量もしくは目標量を満たす者の割合
が高かった。しかし、健康・栄養状態との関連を検討し
た研究は、一貫した結果を示さなかった。論文の質を検
討した結果、バイアスリスクに適切に対処した研究は限
られており、結果の解釈には注意が必要である。また、
すべて横断研究からの知見のため、今後、“主食・主菜・
副菜を組み合わせた食事” と健康・栄養状態との因果関
係を推定するために大規模コホート研究が必要であるこ
とが示唆された。
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５．諸外国におけるバランスの良い食事とは？

米国では、「アメリカ人のための食生活指針」が示され、
5 年ごとに改定されている。指針の大枠として、生涯に
わたって健康的な食事パターンを実践すること、食品の
多様性、栄養素密度及び量に焦点を置くこと、添加糖及
び飽和脂肪酸からのカロリー摂取を制限し、塩分摂取を
減らすこと、より健康的な食品と飲料に移行すること、
及びすべてのライフステージの人々の健康的な食事パ
ターン実践を支援することが示されている。これまでの
食生活指針では “食品レベル” や “栄養素レベル” での
推奨がされていたが、「アメリカ人のための食生活指針
2015-2020」では、“健康的な食事パターン” の実践が
推奨されている。

米国では、「アメリカ人のための食生活指針」を基に
開発された Healthy Eating Index（HEI）及び HEI を基
に開発された Alternative Healthy Eating Index（AHEI）
が存在する。また、「アメリカ人のための食生活指針」
において、健康な食事計画の例として挙げられている
Dietary Approaches to Stop Hypertension（DASH）を
含む、3 つの指標の得点が高い人ほど、総死亡リスクが
22 ％低く、死因別にみると循環器疾患は 22 ％、がんは
16 ％、糖尿病は 18 ％死亡リスクが低いことが、68 研
究約 167 万人のデータから明らかになった 10）。さらに、
がんサバイバーに限定した解析においても、総死亡リス
クが 12 ％低く、がん死亡リスクも 10 ％低いことが分
かった。

歴史的食文化に後天的にエビデンスが集積し、健康食
として確立したのが “地中海食” である。近年、多くの
研究が報告されている “地中海食” は、1960 年代、地
中海沿岸地域の特にクレタ島の人々が、心臓病による死
亡率が低いことが分かり 11）、その食生活が注目されるよ
うになったことが始まりであるといわれている。“地中
海食” の定義はいくつかあるが、Sofi ら 12）による文献
に基づく定義は、表 1 に示す通りである。“地中海食”
に関する研究は欧米を中心におこなわれ、多くの健康ア
ウトカムに対する知見が集積している 12）。例えば、18
研究 417 万人のデータを基におこなわれたメタ解析に
よると、総死亡リスクが 8 ％低く、死因別では循環器疾
患リスクが 10 ％、がんリスクが 4 ％低いことが分かっ
た 12）。

６．長寿につながる食事は 1 つではない

これまでに紹介したように、国ごとにガイドラインが
作成されており、地域、風土、時代などを考慮の上、持
続的に実行可能な食事を提案する必要がある。無理なく
続けられる食生活実現のためには、特に食事の質が低下
しがちな所得や教育歴の低い、社会経済レベルの低い人
を考慮する必要があろう。

また、対象年齢により健康寿命延伸のための課題が異
なる。働き盛りの世代においては、主にメタボや過栄養
による生活習慣病予防に重点を置かれるが、特に後期高
齢者においては、フレイルや低栄養による介護予防が重
要となる。

さらに、既往歴を考慮した長寿につながる食事を提案
する必要があるだろう。例えば、がんサバイバーとは、
がんの診断を受けてから、その後を生きていく人々のこ
とを指すが、がんサバイバーのためのガイドラインが全
米総合がんセンターネットワーク（NCCN）により発
表されており、その中で栄養・食事についても情報がま
とめられている。今後、日本においても、がんサバイ
バーのためのガイドラインが作成される予定である。

７．日本に合った健康な食事を追求する

最 近、Suzuki ら 13） に よ っ て “ 日 本 食（Japanese 

表 1 　地中海食の定義（Sofi et al. Public Health Nutr. 
2014;17（12）:2769-82. を筆者が和訳）
Table 1 　The definition of the Mediterranean diet
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diet）” の特徴をまとめた系統的レビューが発表された。
国内外の文献検索データベースを用い、食事パターン分
析により日本食パターンが定義されている疫学研究を抽
出し、39 の論文についての情報を収集した。その結果、
日本食パターンの特徴として挙げられた要因のうち、大
豆・大豆製品、魚介類、野菜類、
次いで米、みそ汁の順に研究数
が多かった（図 3）。しかしなが
ら、食事パターンは、主に “食
品レベル” の変数に基づき因子
分析や主成分分析によって抽出
された食事パターンの特徴から、
研究者が個々にネーミングして
いるため、解釈には注意が必要
である。

ところで、“日本食” は健康な
食事なのだろうか？その答えは、
現在のところ「わからない」の
が正直なところというのが、私
の個人的な意見である。その理
由としては、“日本食” の定義が
現在のところ曖昧であり、“日本
食” に関する研究は非常に限ら

れているという点が挙げられる。
2017 年度農林水産省事業「エビデンスに基づく食育

活動検討委員会」の一環で、日本人を対象とした疾病リ
スク低下と関連する食事パターンに関する系統的レ
ビューが実施された。表 2 に示す通り、がんのリスク低

図 3 　日本食パターンを特徴づける要因別研究数（Suzuki らの論文を基に筆者作図）
Figure 3 　The number of studies characterized of Japanese Diet according to the categories

表 2 　食事パターンと疾病リスクとの関連
（農林水産省　「食育」ってどんないいことがあるの？　より引用）
Table 2 　The association between dietary patterns and risk of chronic diseases
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下に関連する食事パターンでは、野菜類、果物類、豆類
（大豆・大豆製品）及び乳類を主に摂取していた。反対に、
肉類・加工肉、アルコール飲料及び高塩分食品の高摂取
に特徴づけられる食事パターンはがんのリスク増加と関
連していた。循環器疾患については、リスク低下に関連
する食事パターンは、野菜類、果物類、豆類（大豆・大
豆製品）、海藻類、魚介類、乳類の高摂取に特徴づけら
れ、リスク増加に関連する食事パターンは、肉類・加工
肉と油を多く使った料理の高摂取に特徴づけられる。糖
尿病については、野菜類、いも類、果物類、豆類（大
豆・大豆製品）、海藻類の高摂取に特徴づけられる食事
パターンがリスク低下に関連していた。

８．まとめ

「食生活指針」の遵守について評価した研究において
は、国内外を問わず例外なく、遵守の度合いが高いほど
長寿である傾向が高いという報告がされている。した
がって “健康寿命の延伸につながる食事” というものは
どれか 1 つに限定されるものではないと考えられる。無
理なく持続可能な食生活の実現のためには、対象に応じ
た目指すべき “健康” を明らかにし、それにつながる食
事を検討することで、健康寿命延伸につながる食事を明
らかにできるだろう。日本人に合った健康な食事を追求
するには、“日本食” の定義及び健康との関連について
の益々の研究が必要である。
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食品を含む化学物質のリスク分析の第一段階は、「有害影響の実相を知る」ことであり、それがリスク評価である。
現在の化学物質のリスク評価においては、一部の例外を除いて毒性試験、殊に動物生体を用いる in vivo 毒性試験
が重要な意義を持ち、根幹を成している。しかし、近年では、化学物質のリスク評価に動物実験を行うことそのも
のに対する批判が高まっている。化粧品分野の化学物質のリスク評価に関する欧州連合（EU）の動きは、他分野
のそれに大きな影響を与え、食品分野においても「動物実験を用いない」リスク評価方法を模索する動きがある。
しかしながら、現在および近い将来に化学物質のリスク評価から動物実験を排除することは、不可能であるし、現
実的でもない。本稿は、食品をはじめとする化学物質の安全性確保において、動物実験がなぜまだ必要なのかにつ
いて概説する。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

The first stage of the risk analysis of food and the other chemicals is to elucidate what their adverse effects are, 
and how they occur.  This is the risk assessment, in which toxicity tests, especially in vivo tests using living 
animals, play major parts.   Recently, however, there is a growing trend to be opposed to conduct animal 
experiments.  The action of EU on the risk assessment of chemicals in the field of cosmetics made a big impact on 
those of the other fields, and efforts have started to seek a way to assess risks of chemicals without using animal 
experiments also in the field of foods. Nevertheless, it is currently impossible and unrealistic to exclude animal 
experiments from the risk assessment of chemicals.  In this context, the present article describes why we “still ” 
need animal experiments for the assurance of the safety of food and the other chemicals.

要　旨

１．食品の安全性確保とは？

ヒトの生活環境には多くの化学物質が天然に存在し、

あるいは、人工的に導入され、ヒトに有益な影響と有害
な影響を与える。ヒトとしては、この有益な影響をでき
るだけ享受する一方で、有害な影響をできるだけ避ける
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ことが重要であり、そのために化学物質の安全性を確保
することが必須である。つまり、安全性確保とは、化学
物質により引き起こされる（怖れのある）健康危機を未
然に防ぐか、それが無理なら、許容ないし制御できる規
模・範囲に留めることである。そのためには、化学物質
の有害影響の実相を知り、それに対処するための方策を
立てることが求められる。その方法論がリスク分析（リ
スクアナリシス）であり、一般的にリスク評価（リスク
アセスメント）・リスク管理（リスクマネジメント）・リ
スク広報（リスクコミュニケーション）の三者より成る
ものとされている。

食品は、ヒトが生きるために摂取せざるを得ないもの
であり、ある意味でヒトにもっとも近いところにある化
学物質の集合体と言ってよいものなので、もちろん安全
性を厳重に確保せねばならない。ヒトはかつて天然素材
をそのまま、または、最小限の加工後に食品として摂取
していたが、現在では最小限のリスクで最大限の機能を
発揮すべく「デザイン」された食品ないし食品関連化学
物質を「研究・開発」するに至っている。したがって、
食品の安全性は、基本的に、医薬品・農薬・化成品・化
粧品など様々なカテゴリーに属する化学物質と同等に、
最新の技術・手法を用いて、科学的根拠を以て確保され
ねばならない。なお、食品の安全性確保においてはアレ
ルギー関連事項と、食中毒など衛生学的事項についても
考慮せねばならないが、本稿は対象を通常の化学物質の
毒性関連事項に絞る。

食品を含む化学物質のリスク分析の第一段階は、前述
の「有害影響の実相を知る」ことであり、それがリスク
評価である。現在の化学物質のリスク評価においては、
一部の例外を除いて毒性試験、殊に生体を用いる in 
vivo 毒性試験が重要な意義を持ち、根幹を成している。
しかし、御承知のように、近年では、化学物質のリスク
評価に動物実験を行うことそのものに対する批判が高
まっている。後述するように、化粧品分野の化学物質の
リスク評価に関する欧州連合（EU）の動きは、他分野
のそれに大きな影響を与え、食品分野においても「動物
実験を用いない」リスク評価方法を模索する動きがある。
しかしながら、これも後述するように、少なくとも現時
点で化学物質のリスク評価から動物実験を排除すること
は、不可能であるし、現実的でもない。

２．化学物質のリスク評価において、動物実験
は、なぜ（まだ）必要なのか？

さて、では、そもそもなぜ動物実験が必要になったの
であろうか？　その回答は、端的に言えば、倫理的な制
限により原則的に「人体実験」ができないからである。

医薬品の製造販売承認申請においては、ヒトを用いな
い非臨床試験のほかにヒトを用いる臨床試験のデータが
要求される。というより、実際には、臨床試験データが
重視される。医薬品を使用するのがヒトである以上、本
来これは当然のことである。では、この臨床試験は、人
体実験でないのか？　臨床試験は、自由意志による参
加・離脱の保証、インフォームドコンセント、安全性確
保、プライヴァシー保護など、人権尊重に関する厳しい
ルールを設けている点で、倫理上問題視される「人体実
験」と異なるものと認識されている（正確には、認識さ
れることが期待されている）。また、臨床試験は、目的
の点でも方法論的にも「ヒトを使った in vivo 毒性試験」
でなく（有害事象と毒性は似て非なるものである）、ハ
ザード評価もリスク評価も原理的にできず、そもそも
in vivo 毒性試験の被験動物としてヒトがあまり適切な
種でない（遺伝背景の等質性欠如が甚だしい）。一方で、
臨床試験がヒトを使って実施されるものである以上、そ
れは人体実験に違いなく、したがって、臨床試験は有効
で安全な新薬を開発・供給するための「必要悪」ととら
えるべきであるという考え方もある。筆者としては、あ
くまで私見であるが、むしろ臨床試験の意義を前向きに
とらえ、実施する側が一種の人体実験であることを認識
した上で、関係するステークホルダー間の合意の下に、
きちんと試験させていただくのが正しい姿勢であると考
えている。ここで重要なのは、そこまでしても医薬品を
世に出すべきであるという「合意」が関係ステークホル
ダー間にあるから臨床試験ができるのであって、この

「合意」がくずれればその実施が不可能になるかもしれ
ないことである。

医薬品の安全性確保について、そもそも臨床試験とい
うヒトを使った試験が実施できるのだから、生命科学や
IT 技術がこれだけ進歩している一方で、動物福祉が現
代的な規範となっている現在、in vivo 以外の非臨床試
験と臨床試験とビッグデータがあれば十分であり、ヒト
化動物なら別だが、少なくとも普通の動物を使った試験
などもう不要なのではないか、という問いがしばしば為
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される。しかしこの問いへの答は、「少なくとも現在お
よび近い将来においては」という前提、というか制限が
付くものの、NO である。動物実験を実施するのは、①
ヒト以外の生体を用いた in vivo 条件の試験を行わない
とわからないことがあり、②ある化学物質をはじめてヒ
トに投与／使用する（FIH）前に毒性に関する最小限の
知識がなければ安全性を確保できないからである。しか
し、本当に動物実験でなければならないのか、将来的に
もそうなのか、という命題については、よくよく考察す
ることが必要であろう。

食品分野において、保健機能食品の内、特定保健用食
品（トクホ）の安全性については、医薬品よりかなり限
定的であるが、臨床試験の実施を求めていて、食経験や
臨床試験結果で十分な安全性情報が得られれば、非臨床
試験を省略できるとさえ定められている。一方、機能性
表示食品については、喫食実績や既存情報により十分な
安全性情報が得られない場合にのみ、トクホ同等の臨床
試験の実施を求めている。つまり、当該情報が得られる
場合は、機能性表示食品の安全性に関する非臨床試験も
臨床試験も行う必要がないのである。ただし、当該食品
の機能性については、臨床試験の実施を求めている。さ
らに、保健機能食品の候補、または、保健機能食品以外
の機能性食品（いわゆる健康食品）に至ってはヒトを用
いた試験が小規模に行われることがあるが、それらは主
として機能性について研究目的で任意に行われているの
みであり、安全性を主目的に大規模な臨床試験が行われ
ることはきわめて希である。なお、医薬品・食品関係以
外の化学物質の安全性に関しては、原則的に非臨床試験
で評価し、臨床試験を求めていない。

３．新しい試験法

化学物質に対する生物学的試験は、従来、機能性（有
効性）と安全性（毒性）の両面について行われ、生体材
料を用いない化学的試験（in chemico ）・細胞・組織な
どを用いる試験（in vitro ）・動物生体を用いる試験（in 
vivo ）から成っている。近年では、それらに加えて、技
術的進歩や革新的技術開発により、様々な新しい試験法
が注目され、徐々に実用化されつつある。特にコン
ピュータ仮想空間を利用したシミュレーション技術によ
る試験（in silico ）は、膨大な数の未試験物質を評価す

ることができる利点と共に、動物実験代替法としての位
置付けから注目されている。最近では、さらに進んで、
in vitro・in vivo の既存の情報及び暗黙知を活用する
computational toxicology や computational chemistry を
含む広範囲な評価手法を指して、「in silico 試験法」と
呼ぶようになりつつある。これらの新試験法は、既に
様々な化学物質分野のリスク評価（やリスク管理）にお
いて応用され始めている。医薬品分野では、2018 年に
改訂された「潜在的発がんリスクを低減するための医薬
品中 DNA 反応性（変異原性）不純物の評価及び管理」
ガイドライン（医薬品規制調和国際会議（ICH）M7（R1）
ガイドライン）において、合成過程の試薬・反応中間
体・副産物・医薬品分解物等の低用量レヴェルで曝露す
る反応性不純物の遺伝毒性評価の初回スクリーニングに
定量的構造活性相関（QSAR）を用いることができると
定められた。対象は変異原性物質のみであるが、このガ
イドラインでは変異原性を、いわゆる Ames 試験に替わ
り QSAR により評価することを許容したのである。当
該ガイドラインは、さらに、毒性学的懸念の閾値

（TTC）の適用も認めている。また、医薬品分野以外で
は、化成品分野で「化学物質の審査及び製造等の規制に
関する法律」（化審法）によるリスク評価において新試
験法が既に一部導入されており、食品分野でも食品安全
委員会において導入が検討されている。表 1 は、化学物
質の毒性を評価するための主な新しい試験法である。
（定量的）構造活性相関（（Q）SAR）は、化学構造

と活性の相関性を解析するもので、構造的に類似した物
質の既知の活性に基づき、ウェットな試験を実施するこ
となく、in silico で評価対象物質の活性を予測する。た
だし、同様の概念の下、コンピュータ化せずに実施され
る場合もある。構造活性相関（SAR）と定量的構造活
性相関（QSAR）に大別され、SAR は、定性的な相関
性を解析し、活性の有無に関連した構造アラートの形式

表 1 　新しい毒性試験法
Table 1 　New testing methods to evaluate toxicities 
of chemicals

表 新しい毒性試験法

• （定量的）構造活性相関（ ）
• リードアクロス：カテゴリーアプローチ，アナログアプ
ローチ

• 有害性発現経路（ ）
• 試験と評価のための統合的アプローチ（ ）
• 毒性学的懸念の閾値（ ）
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でアウトプットするもので、活性の有無や強弱等を予測
できる。QSAR は、化学構造と活性・性質の間の定量
的な相関性を解析し、化学構造を求電子性・水素結合
性・物理化学的性状などの記述子で表現し、活性・性質
との数学的相関性を多変量解析・多重線形回帰・部分最
小二乗回帰等による数学的な式としてアウトプットする
もので、定量的な相関性を予測できる。 

カテゴリーアプローチは、個々の化学物質全てについ
て毒性試験を行うのでなく、関連する複数の化学物質を
グループ（カテゴリー）としてとらえ、カテゴリー内の
化学物質の一部について得られる毒性データからの内挿
または外挿により、カテゴリー内の化学物質全体につい
てスクリーニングレベルの有害性を評価するものであ
る。経済協力開発機構（OECD）における高生産量（HPV）
化学物質有害性評価プログラムで採用され、日本の官民
連携既存化学物質安全性情報収集・発信プログラム

（Japan チャレンジプログラム）においても重要視され
ている。なお、同様の手法であるアナログアプローチは、
データがある類似物質の数が少ないものの、分子構造や
有害性が非常に類似した物質の試験データがある場合に
おいて、それらを基に、いわゆるエキスパートジャッジ
により化学物質の有害性を評価する方法である。また、
カテゴリーアプローチやアナログアプローチのように、
化学物質の構造や影響の類似性に基づきデータギャップ
補完を行う方法は、リードアクロスと呼ばれる。これら
において、化学物質の有害性は、それ自体の毒性データ
がなくても、当該データのある類似物質と同程度と推定
される。

有害性発現経路（AOP）は、個体または群に対する
化学物質の曝露から、個体レヴェルまたは群レヴェルで
の最終的な有害性の発現までの事象の経路を示し、分子
レヴェル・細胞レヴェル・臓器レヴェル・個体レヴェ
ル・群レヴェルの事象が含まれ、曝露から最終的な有害
性発現に至るまでの各レヴェルにおける毒性メカニズム
の知見を整理し、それらの因果関係を経路として表す。
AOP は、反復投与毒性など、構造と発現毒性の相関を
見出すことが困難なエンドポイントに対しても、比較的
容易なカテゴリー作成を可能とする。OECD は、化学
構造からエンドポイントを推計する（Q）SAR の適用
が困難と考えられる複雑な毒性エンドポイントについ
て、AOP に基づいて評価を行うコンセプトを推奨して
いる。

試験及び評価に関する統合的アプローチ（IATA）は、
in silico 評価・in vitro 試験・in vivo 試験（場合によっ
てはテストガイドライン化されていないものも含む）を
組み合わせて化学物質の安全性を評価しようとするアプ
ローチで、（Q）SAR を含む既知見を最大限活用しつつ
新規アッセイ系のデータを柔軟に取りいれることが可能
とする。なお、IATA は、入手可能な様々な試験結果及
び推計結果等に基づいて化学物質の安全性評価を実施す
る手法であるが、既存の試験法を無理矢理当てはめるの
ではなく、AOP に合った合理的な試験法を開発するこ
とが望まれている。

毒性学的懸念の閾値（TTC）は、（対象分野の）あら
ゆる化学物質について、それ以下の暴露量では明らかな
有害影響が現れないとするヒト曝露閾値として設定され
るもので、データベースを統計学的に解析することに
よって当該閾値を設定する。化合物のクラス分類の精緻
化並びに TTC の適用除外構造の設定には、（Q)SAR 知
見が用いられる。

さらに、毒性に限らず化学物質の生物学的影響を解析
する目的で、様々な新しい技術が開発され、導入されて
いる（図 1）。

４．動物福祉と動物実験代替法

近年、動物福祉への関心が高まり、その気運は、
1999 年に採択されたボロニア宣言に帰結した。当該宣
言は、人道的な科学のみが「良い科学」であり、この「良
い科学」が「3 つの R（3Rs または 3R）」（表 2）を厳
格に促進し適用することによりもっとも良く達成される
ものであると述べ、唯一許容される動物実験を、倫理委

図 1 　化学物質の生物学的影響を解析するための新し
い技術
Figure 1 　New technologies to analyze biological 
effects of chemicals

図 化学物質の生物学的影響を解析するための新しい技術

• ヒト（と動物）のオミクス解析，ハイスループット試験，次世代シークエンサ（ ），全ゲノ
ム解析，エクソーム解析， ，ゲノムワイド関連解析（ ），一塩基多型（ ）
解析

ビッグデータ
• 遺伝子改変
 コンディショナル トランスジェニック動物
細胞

 コンディショナル 遺伝子ノックアウト
 遺伝子ノックイン・ノックダウン

• ゲノム編集（ ）
• 胚性幹（ ）細胞，人工多能性幹（ ）細胞
• キメラ動物・クローン動物
• 患者腫瘍移植 （ ）動物

ヒト化動物
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員会により認められ、科学的目的の達成に矛盾しない限
り、動物使用数を可能な限り削減し、起こりうる苦痛を
最小にしたものであるとしている。3R（s）の概略は、
以下の通りである（表 2）。
・Reduction（削減）：試験法の改良や見直しにより、評

価に必要な情報の精度を欠くことなく、実験動物数を
減らすこと。科学上の利用の目的を達することができ
る範囲において、できる限りその利用に供される動物
の数を少なくすること等により、動物を適切に利用す
ることに配慮しなければならない。また、同じ数の動
物からは、より多くの情報を得るように配慮しなけれ
ばならない。

・Replacement（置換）：動物を用いる試験を、動物を用
いないか、系統発生的下位動物を用いる試験法により
代替すること。科学上の利用の目的を達することがで
きる範囲において、できる限り動物を供する方法に代
わり得るものを利用することに配慮しなければならな
い。

・Refinement（苦痛軽減）：動物に与える疼痛や苦痛を
和らげ、除去し、動物福祉を向上させるように実験方
法を改良すること。動物を科学上の利用に供する場合
には、その利用に必要な限度において、できる限りそ
の動物に苦痛を与えない方法を取らなければならな
い。
現代においては、動物実験を行うに当たって動物の福

祉に想いを致さねばならず、ボロニア宣言に基づき、
3R（s）の理念に沿って立案し実施せねばならない。こ
のことは、日本においても、動物の愛護及び管理に関す
る法律（動物愛護管理法）により、法的に要求されてい
る。動物愛護管理法においては、2005 年 6 月 22 日改正
で初めて実験動物の愛護に関する理念である 3R（s）が
盛り込まれ、2012 年 9 月 5 日改正で動物の健康及び安
全の保持等に関わる環境の確保について言及され、罰則

が強化された。その他、国内外で各種の動物一般ないし
実験動物の愛護に関する条約・法律・規則・通知等が多
数存在する。ただし、本稿で論じているのは、ヒトの社
会において、ヒトの立場に立って、ヒトの健康危機回避
を目的として行う化学物質の安全性確保である。だから
こそリスク評価において、前述の臨床試験と異なる「ヒ
トを用いた in vivo 毒性試験」が倫理的に許されないの
であり、まただからこそ動物を用いた in vivo 毒性試験
が重要視されるのである。さらに、動物実験を行うに当
たって動物の福祉を考慮すべきであるというのも、あく
までヒトの立場に立ち、その利益を損ねない範囲での概
念であることを銘記されたい。

EU は、EU 化粧品規制 1223/2009 において、動物実
験の実施の禁止（testing ban）と動物実験された製品・
原料等の取引の禁止（market ban → 域外で動物実験さ
れたものの輸入を禁止するため）を、加盟国が特定の結
果を出すよう要求されるが方法について各国に委ねられ
る「指令」でなく、欧州委員会（EC）が直接の執行者
となる「規則」として定めた。その政治的背景は様々に
取り沙汰されるが、それができたひとつの要因は全身曝
露されない（蓋然性が十分高いと EU の政治家と行政担
当者が判断した。より正確には、そういう態度を取るこ
とに決めた）化粧品が対象であったからであるという見
解がある。しかし裏表の諸事情がどうであれ、この事態
は、化粧品以外の分野に大きな影響を与え、もちろん食
品分野も例外でなく、にわかに「動物実験を用いない」
リスク評価方法を模索する動きが加速しつつある。

前述の通り、動物実験がそもそもなぜ必要かという問
いに対する、おそらくもっとも端的な回答は、生体を用
いる in vivo 毒性試験を行わないとわからない安全性情
報があるから、そして、被験化学物質をはじめてヒトに
曝露する（FIH）前に最小限の安全性情報が必要だから、
であろう。したがって、もしそれらの安全性情報が動物
実験以外の方法で得られるのであれば、あえて動物実験
を行う意義も必然性もなくなる。この方向から生まれた
概念が動物実験代替法の開発と導入であり、永年の努力
により、多くの実用性のある試験法が開発され、普及も
し て い る（ 試 験 法 資 料 一 覧 http://www.jacvam.jp/
effort/effort02.html、進行中の試験一覧マップ http://
www.jacvam.jp/effort/index.html）。また、前項で紹介
した新試験法や新技術は動物実験代替法の開発に深く関
係している。動物実験代替法は、「動物の使用を伴う実

表 2 　R（s）の理念
Table 2 　 3R(s) philosophy.
表 の理念

• （削減）：使用動物数の削減，科学的に必要
な最少の動物数使用．

• （代替）：意識・感覚のない低位の動物種
使用， 代替，重複実験排除．

• （改善）：苦痛軽減，安楽死措置，飼育環
境改善
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験もしくは試験において、より狭義には医薬品や化粧品
などの化学物質のための安全性・毒性試験などにおい
て、使用される動物の数を減らすことができる科学的手
法のこと」と定義され、その普及を促進する組織が各
国・地域にあり、日本においては日本動物実験代替法評
価センター（JaCVAM）がそれに当たる。JaCVAM は、
そのホームページによれば、「化学物質等の業務関連物
質の安全性評価において、国民の安全を確保しつつ、動
物実験に関する 3R（s）の促進に資する新規動物実験
代替法を行政試験法として、可能な範囲での導入に貢献
する」ことにより、「我が国の医薬品等の製造販売承認
申請資料の作成及び審査、化粧品基準の改正並びに化学
物質、農薬の適正な規制等にも寄与する」目的で活動し
ている。

繰り返しになるが、安全性にかかわる必要な情報、と
りわけ FIH 前に必要な安全性情報が動物実験以外の方
法で得られるのであれば、あえて動物実験を行う意義も
必然性もない。しかし、遠い未来はともかく、現在およ
び近い将来において、動物実験を用いず、動物実験代替
法のみで化学物質の安全性を評価することは不可能であ
り、そのことは JaCVAM 自身が公に認めている。その
理由はいろいろあるが、主たるもののひとつは in silico
から in vitro までの non in vivo 試験法に「生体を使わな
い」、正にそのこと故に、表 3 に示すような限界がある
ことが挙げられる。図 1 に挙げたヒト化動物は、この限
界を突破するためのひとつの方策たり得るが、残念なが
ら「ヒト化動物」であってヒトでないので完全な回答で
なく、また、ヒト化動物独特の別の問題が発生する。現
時点でこれらの限界を突破できる、おそらく唯一の技術
的方法は、ヒトクローンを用いた in vivo「動物」試験
であろうが、もちろん倫理的なハードルがきわめて高
く、仮にそれをクリアできたとしても各種リソースの観
点から現実的でない。もちろん、今後、表 3 の限界を克

服できる試験法や新技術が開発されるかもしれず、
ADME 予測・メカニズムベースによるヒト毒性予測・
ビッグデータと人工知能（AI）の利用などを用いたそ
のための模索も既にはじまっているが、それらが動物実
験を排除できる程の情報を与えられるようになるまでに
はまだまだ時間がかかるものと予想される。

動物福祉に関する意識の高まりについて言及する場合
に、動物愛護団体について触れないわけにはいかない。
それらの団体の中には、動物実験の（少なくとも当面の）
必要性を認めつつ、必要最小限の試験を適切な方法で行
うことを求めているグループと、動物実験の廃止のみを
求めており、それ以外の解決を認めないグループがあ
る。前者の当面の目的は、3R（s）の推進なので対話が
成立し得るし、いわゆるウィンウィンの着地点を模索で
きる。しかし、後者は、目的が目的なので妥協の余地が
少なく、妥当な着地点を探すのが困難である場合が多
い。さらに、極端な者達になると、動物実験の廃止に資
すると自分たちが考える場合、暴力的であろうが、非合
法的であろうが、倫理的・社会的に問題があろうが意に
介さず、手段を選ばないので、対話自体が成立しないこ
とがある。とはいえ、現在の社会情勢の下で化学物質の
安全性を担保するためには、動物福祉を避けて通ること
ができず、したがって、動物愛護団体の存在や意見を無
視することもできない。

動物福祉と動物実験を両立させるためには、化学物質
の安全性確保にかかわる者達が考慮すべきことがある。
１．関係するステークスホルダー間に、実験動物が野生

動物や愛玩動物（ペット）と根本的に異なる存在で
あるという共通認識を確立しなければならない。そ
のためには、化学物質の安全性確保にかかわる者達
自身が、まずそのことを認識し、その理論的根拠を
学習し、その上で、それ以外の人々に対してそのこ
とを啓発・周知・説得しなければならない

２．動物福祉に関する条約・法律・規則・通知等を遵守
し、3R（s）の概念に基づいた対応を進めなければ
ならない。In silico 試験や新技術の採用と動物実験
代替法の導入など、新しい試みや提案に対して盲目
的・前例固執的・経験論的に拒否してはならず、有
益・必要・適当・無害なものについては積極的に受
け入れ、または、自ら開発すべきであるが、無益・
不必要・不適当・有害なものについては科学的観点
から根拠を示して拒否すべきである。

表 3 　Non in vivo 試験法の限界
Table 3 　Limitations of non in vivo testings.表 試験法の限界

• 生体を用いない状況では，化学物質動態（吸収・分布・代謝・排泄
（ ））を厳密かつ精確に反映し，生体内状況を再現することがで
きない．

• 生体の各組織・臓器・細胞が曝露されるのは原体または特定の代謝
物の単品でないが，生体を用いない状況では実際に曝露される混合
物を再現することができない．

• 生体反応は単一の組織・臓器・細胞で完結したものでなく，近傍ある
いは遠隔の組織・臓器の影響や，器官系統内での相互作用や，内分
泌的・神経的・液性因子的な全身的制御を受けているが，生体を用
いない状況ではそのような状態は再現することができない．
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３．心ある動物愛護団体と良好な関係を築き、それらと
協力して、あるべき解決に到達すべきである。さら
に、それらと共同で、心ない動物愛護団体やその口
車にのった無知・無責任な第三者による、非合理的
で不当な反対運動等に対して、毅然とした態度で接
するべきである。

５．結語、または、動物実験を実施する際に求
められること

動物実験は、なぜまだ必要なのか？　その科学的理由
については、前項までに述べた。しかし、実際には、そ
れと並んで心理的・社会的理由がある。つまり、最小限
の安心は確保されなければならないのである。

さて、食品をはじめとする化学物質の安全性確保のた
めに動物実験が当面まだ必要であるとの前提に立てば、
動物実験を実施する際に求められることがある。それは、
①実験動物が野生動物や愛玩動物と根本的に異なる存在
であるものの、生命体であり、動物実験でその命を使わ
せていただいているのを常に忘れないことと、②動物実
験本来の目的と意義を認識し、当該目的を達成するとい
う強い信念を持って試験を行うこと、が重要である。そ
うでなければ、それこそ実験動物の命が無駄になってし
まう。このことは、精神論的であるとの批判があるかも
しれないが、前項で述べた動物福祉の観点からもきわめ
て重要である。

もうひとつ重要なのは、動物実験にもちろん限界があ
るのを認識することである。動物実験の限界にはいろい
ろなものがあるが、その最たるものは種・系統特異性で
あり、それ故のヒトへの外挿性にかかわるものである。
このことについては各所で述べられているので本稿で詳
述することを避けるが、動物実験の結果はあくまで用い
た被験動物の特性に応じたものであって、当然のことな
がら必ずしもそのままヒトに外挿できると限らない。つ
まり、動物実験で得られた情報は、常にヒトへの外挿性
があるかどうかを科学的に検証しなければならない。
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2015 年	 ファイザー賞（日本毒性学会）

略歴
中江　大（なかえ　だい）医師、医学博士
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＜ Research Institute of ILSI Japan Members ＞
The Research and Development of the Yamazaki 
Baking Group: Leading the Food Market
in the 21st Century and Challenging Cultural 
Creation

SHIGETAKA INOUE, Ph.D.
Assistant General Manager

Applied Technology Development Section,
Management Section

Central Laboratory
Yamazaki Baking Co., Ltd.

＜研究所紹介＞
山崎製パングループの研究開発体制：21世紀の食の最先端と文化創造への挑戦

井上　茂孝

山崎製パン株式会社
中央研究所 次長

応用技術開発室・研究開発管理室担当

山崎製パングループの研究所は、「良品廉価・顧客本位の精神で品質と製品、サービスをもって世に問う」とい
うヤマザキの精神に基づき、「知恵と知識によって変化に挑戦し、新しい価値と新しい需要の創造」に繋がる種まき、
潜在需要の掘り起こしを積極的に進めることを基本理念として、当社グループのさらなる成長発展の原動力となる
技術革新を目指し、日々研究・開発活動に取り組んでおります。これまで研究所は、東京都墨田区に立地し研究開
発拠点にしておりましたが、近年の研究業務の多様化、高度化に対応するため、2016 年 12 月に創業の地である千
葉県市川市に最新鋭の設備を備えた研究施設として開設しました。新中央研究所では、他部署にありました微生物
関連研究室を研究所組織に統合し、食品技術に関連した応用微生物研究を強化すると共に、新たに機能性食品技術
開発室を新設し、保健機能食品や高齢化に向けた介護食、病院食の開発を強化しました。また、製品品質のさらな
る向上に繋がる技術開発をはじめ、食の安全・安心に伴う原材料の分析調査を迅速に行えるようにすると共に、山
崎製パン本体の研究開発に加え、当社グループ各社が製造する製菓、米菓、米飯および製麺等の研究開発が行える
よう研究体制を整備し、グループ会社を含めた基盤技術の構築を進めています。研究所の居室は仕切りがなく大部
屋制で各フロアにはリフレッシュフロアを設け、研究者間のコミュニケーションが活発に行える環境にしていま
す。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

In the Central Laboratory of Yamazaki Baking Group, according to the spirit of the Yamazaki “Making an appeal 
to consumer the products and the services with high quality, reasonable price and customer-oriented spirit ” , we 
are working on research and development activities in order to sow the seeds lead to create a new value and a new 
demand, and subsequently, to drive the force of the group's further growth and development.

A couple of years ago, the Central Laboratory moved the space, where the Yamazaki was established in 1948, in 
Ichikawa City, Chiba Prefecture from Tokyo downtown area by the reason of both the diversification and the 

要　旨
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１．山崎製パンの歴史

山崎製パンは、戦後間もない昭和 23 年（1948 年）3
月 9 日に創業者飯島藤十郎が千葉県市川市国府台にパン
の委託加工所「山崎製パン所」を開設し、創業しました。
当時のお店は、お客様が持ってこられた配給された小麦
粉をパンに加工して、3 、4 日後にお客様に渡して加工
賃を頂くというものでした。山崎製パンは「粉と引き換
えに温かいパンを差し上げます」を方針に掲げ、フレッ
シュサービスで大繁盛いたしました。最初はコッペパン
から始めましたが、その後はアンパン、ジャムパン、ク
リームパンおよびロシアパン等も作るようになり、戦後
の食糧難の中にあっても「最高の品質と最善のサービス」
を目標に白くふっくらとしたおいしいパンをお客様に提
供いたしました。その後、積極果敢に技術革新に挑戦し
て事業の近代化を進め、米国から当時の最新鋭の製パン
機械設備を導入するなどして主に食パンの量産体制を整
えました。現在は全国で 26 工場と 3 事業所が稼働して
いるほか、当社以外に子会社 51 社および関連会社 6 社
のグループ企業があります。山崎製パンの研究体制は、
昭和 31 年（1956 年）に創業者の「科学に立脚した製パ
ン法を確立したい」との思いから市川工場の 2 階に研究
室を設置したことから始まり、今日まで製造と密接に関
連した技術研究を積極的に行っています。

２．事業展開

（１）国内事業
現在、グループ企業とともに、「ロイヤルブレッド」、

「超芳醇」、「ダブルソフト」および「ふんわり食パン」
等の食パン類、菓子パン、ペストリー、ハードロールお
よびドーナツ等のパン類、和生菓子、焼菓子および中華
まん等の和菓子類、生ケーキ、スイスロールおよびス
ナックケーキ等の洋菓子類、調理パンおよび米飯の製品
群、ジャム、デザートおよびレトルト食品等の加工食品
類、ビスケット、クッキーおよび米菓子等の菓子類の製
品群を製造販売しています。 ベーカリー事業では、当
社や（株）ヴイ・ディー・エフ・サンロイヤルにてパン
用冷凍生地を使用したベーカリー製品を製造販売してい
るほか、（株）ヴィ・ド・フランスがベーカリーカフェ
を多店舗展開しております。

（２）海外事業
パンが主食でない地域への進出を海外戦略の主とし、

海外においても「社会の進展と食文化の向上に寄与する」
という理念を軸に、東南アジアを中心に海外事業開発を
積極的に進めております。現在、9 つの国と地域に事業
展開しており、ヤマザキグループにおける海外売上高比
率は 4 ％強に上っています。

米国では「ヴィ・ド・フランス・ヤマザキ」が米国各
地に 5 工場を持ち、パン用冷凍生地や冷凍ケーキ等の製
造と卸販売事業を全米規模で展開しているほか、 ベーグ
ル製造販売事業を運営するベイクワイズ社およびベイク

advancement of research contents.
In the new Central Laboratory, as a new section, the functional food technology development and research 

section was established for the purpose of strengthening not only the development of the functional foods but the 
nursing care and the hospital food for aging.  And also, the applied microbiology laboratory, which belonged to the 
other departments so far, was integrated for strengthening the research related to food technology. As mentioned 
above, we have installed a research system including the technological development leading to further the 
improvement of product quality as well as the analysis investigation to cope quickly with the problems and troubles 
accompanied by food safety and security.  Additionally, for the Group companies, we have installed the facilities 
and the equipment to conduct the research and the development such as confectionery, rice snack, cooked rice and 
noodles. The staff room is provided in a large room system there is no partition for communication among 
researchers.  We are working to establish the basic technologies of the group in cooperation with the production 
departments and the related department.
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ワイズ社の完全子会社であるトム・キャット社が 2016
年よりヤマザキグループの一員に加わり、全米に幅広く
高品質なベーカリー製品を提供する環境を整えました。
また、「ヤマザキカリフォルニア」がロサンゼルスで焼
き立てパンを販売しております。

アジアでは中国（香港、上海）、タイ、台湾およびシ
ンガポールに工場を設置し、冷凍生地を生産し、それら
の国々の主要都市にフレッシュベーカリーを展開してい
ます。発展著しいインドネシアおよびベトナムについて
もそれぞれ「ヤマザキインドネシア」、「ベトナムヤマザ
キ」を設立し、高品質のパンを提供しています。

また、ロサンゼルス、パリ、台北、クアラルンプー
ル、上海、ジャカルタおよびホーチミンの各都市に設置
された駐在員事務所は、海外の食品市場の調査や各種情
報収集、日本への原材料輸出の窓口としての機能を担っ
ています。今後は、取り組みの一つとして、各国・地域
の食文化に合致した製品を開発する等海外向け製品を充
実させ、海外市場の販路拡大を目指していきたいと考え
ています。

３．研究開発体制

ヤマザキグループの研究・開発を担っているのが中央
研究所です。中央研究所では、使用原料や製造工程につ
いて科学的な根拠を見出すための基礎研究を行うほか、
新素材や新技術の研究開発、新製品の開発や既存製品の
改良に取り組んでいます。

（１）中央研究所の役割
　　  ――21 世紀のヤマザキの前進基地――

当研究所は、「良品廉価・顧客本位の精神で品質と製
品、サービスをもって世に問う」というヤマザキの精神
に基づき、「知恵と知識によって変化に挑戦し、新しい
価値と新しい需要の創造」に繋がる種まき、潜在需要の
掘り起こしを積極的に進めることを基本理念としていま
す。研究・開発活動を通じ、主に品質競争力の更なる向
上に繋がる技術開発、食の安全に関わる問題や法令等へ
の的確かつ迅速な対応、ヤマザキグループ各社に対する
研究支援を行う等の役割を担っています。

（２）主要業務内容の概要
当研究所の主要業務内容は以下の通りです。

①市場の変化に対応した新製品開発、既存主力製品の更
なる品質の向上とそれらを可能とする新規技術の開発

②食の安全確保のための取り組み
③食の安全・安心に関わる、新たな法規制への的確かつ

迅速な対応
④グループ各社が製造する製菓、米菓、米飯、調理麺等

の研究を支援
⑤機能性表示食品、栄養機能食品、高齢化に向けた介護

食病院食等の開発とグループ各社での機能性表示食品
開発に向けたソフト面の支援

⑥研究成果等の情報管理、知的財産保護関連業務および
研究開発を効率的かつ効果的に行えるよう社外研究機
関との連携・交流の強化

（３）組織体制と研究開発領域
組織は、研究開発管理、基礎技術研究及び応用技術開

発の 3 部門から構成されています。基礎技術研究部門の
各研究室は、応用技術開発部門の各研究室に対し、横断
的に関わり支援しています。

基礎技術研究部門は、①新規素材の利用に関する研
究、②製品や原材料の理化学分析および基礎研究、③原
材料の遺伝子分析、④健康機能食品、病院食、介護食等
の研究開発、を行っています。当社で使用する原材料に
ついて、例えば輸入農産物の定期的な残留農薬検査や全
事業所で使用している仕込水の水質検査を行う等、定期
的に厳正な品質検査を実施し安全性や品質を確認してい
ます。また、製品への異物・薬物等の混入や異味・異
臭・食感不良等の品質異常が発生した場合に、迅速な成

写真１　研究研修棟全景
Central Laboratory and Training Institute facility
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分の特定から原因追究を行うため最新の精度の高い分析
体制を整備しています。

応用技術開発部門は、パン、和菓子、 洋菓子、加工食
品、米飯、調理パン、麺類、製菓、米菓の各部門別に、
主に①ニーズに応える新規技術を付与した高付加価値製
品の開発、②既存製品の品質の安定・向上に関する研
究、③原材料の特性把握と利用に関する研究、④原材
料、発酵や焼成条件等の製造工程の管理、を中心に活動
しています。原材料、配合、製法・工程及び生産機械設
備の改善研究を徹底的に行い、製品の品質安定・向上に
努めると共に工場現場の問題点を把握してその解決を
図っています。

さらに、昨今の社会の健康志向の高まりを受けて、
2015 年に中央研究所内に機能性食品技術開発室を開設
しました。本開発室は 2015 年 4 月から始まった機能性
表示食品制度で規定された機能性表示食品や栄養機能食
品等の技術開発を担当しています。

（４）研究開発事例
１）国産小麦の特性を生かした風味・食感の向上

国産小麦は輸入小麦に比べ、一般的に澱粉中のアミ
ロース含量が低くアミロペクチン含量が高いため、パン
にすると「もちもち・しっとり」した食感が得られるの
に加え、香りや噛んだときの甘み、コクのような小麦粉
のおいしさをより感じられるという特長があります。各
国産小麦品種で作成したパンを液体クロマトグラフやガ
スクロマトグラフ等にて測定するとともに、官能評価で
味、食感、香りを評価し、各小麦品種の風味、コク・旨
み等の特長把握を行い、国産小麦の特長を生かせる製品

の開発に役立てております。さらに、外部研究機関と連
携して国産小麦の特長を有した新規パン用小麦の開発に
向けた研究を実施しています。
２）製品中の水分・油分量分布の見える化

食品は、様々な物質からなる混合物であり、食品中の
水分、油分、蛋白質等、各成分の存在状態が品質に大き
く影響を与えています。製品中のこれらの成分量の分布
を近赤外（NIR）イメージングにて可視化し、製品品質
の評価に活用しています。当社製品の「ランチパック」は、
甘味系のフィリングを用いますと、時間の経過とともに
パン部分の水分がフィリングに移行し、パンのしっとり
感が損なわれることがあります。フィリングを改良し、
パン部分からの水分移行を抑え、しっとり感を維持でき
るよう改善いたしましたが、このとき実際のパン部分の
水分量分布を確認し、評価するのにその近赤外（NIR）
イメージングを活用いたしました。
３）発酵種の利用技術の高度化

パン製品の品質向上を目的として発酵種利用技術の研
究を行っています。16SrRNA 遺伝子解析による、より
精度の高い菌叢解析を可能にしました。パン製品に明確
な特長を付与できる乳酸菌の選定を行い、発酵タイプの
異なる乳酸菌 Pediococcus pentosaceus（ホモ発酵型）、
Lactobacillus（以下、Lb）plantarum（通性ヘテロ発酵型）、
Lb.brevis（ヘテロ発酵型）、Lb.sanfranciscencis（ヘテロ発
酵型）のうち Lb.sanfranciscencis を用いた発酵種に特長
が出てパンの評価が高いことがわかりました。今後、発
酵種の利用と利用技術の体系化に繋げていきたいと考え
ております。

写真２　味覚センサーで旨味や酸味などを測定（中央研
究所）
Measuring specific taste such as umami and acidity 
using taste sensor

写真３　液体クロマトグラフで糖組成を測定（中央研究
所）
Measu r i ng  suga r  compos i t i on  us i ng  l i qu id 
chromatograph
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４）保健機能食品の開発
新しい機能性表示制度を利用した機能性表示食品およ

び栄養機能食品の開発と消費者庁への申請を行っていま
す。開発にあたり研究所では、機能性関与成分のエビデ
ンスの調査、機能が発現する機能性関与成分量の把握と
製品品質への影響を調べると共に、製品中での均一分散
性、製造工程での酵母や酵素による分解の有無、熱分解
や酸化の有無を調べ、安定性を評価しています。また、
表示で記載する機能性素材含有量を一定の範囲に留める
重量管理方法の開発も行っています。これまでに機能性
表示食品として、整腸作用を有する難消化性デキストリ
ンを配合したデザート「フルーツバランス」、同じく難
消化性デキストリンをペットボトル飲料に配合し、おな
かの調子を整え、食事の脂肪や糖の吸収をおだやかにす
る効果を謳った「煎茶」、また栄養機能食品として、赤
血球の形成を助け胎児の正常な発育に寄与する葉酸を強
化した「十二穀ブレッド」、「ミルクツイストパン（葉酸
とカルシウム入り）」、「ヨーグルト風味スティックパン」、
昨年1月には「ダブルソフト全粒粉」、5月には葉酸が入っ
ている旨を強調表示した「全粒粉入りテーブルロール」
を開発しました。今後もヤマザキグループ各社の製品に
おいて科学的根拠の高い素材を用い、製品の品質を維持
しながら機能性を持たせる製品の開発に努めていきま
す。

４．総合クリエイションセンター

当センターは、中央研究所、総合研修所、飯島藤十郎
社主記念 LLC ホールならびに宿泊施設からなる複合施

設で、2016 年 12 月 1 日に創業の地である千葉県市川市
に開設されました。21 世紀のヤマザキの前進基地とし
て、 研究体制の拡充、社員の技術研修を通して当社グ
ループの人材の育成を図るとともに、 学術研究の学会や
シンポジウムの開催、地元市民の様々な文化活動など社
会の進展と文化の向上に寄与する場として有効に活用し
ていただいております。
◆総合クリエイションセンター概要
１）所在地　千葉県市川市市川 3 － 23 － 27
２）敷地面積　 7,261m2

３）延床面積　 18,802m2

４）構成施設　�中央研究所、総合研修所、飯島藤十郎社
主記念 LLC ホール、宿泊施設

５）従業員数　 �156 名（中央研究所 75 名、総合研修所
52 名他）

５．社会に貢献できる取り組みの実践

平成 25 年の厚生労働省の調査によると、平均寿命と
健康寿命の隔たりは男性 9.17 年、女性 12.73 年となっ
ており、人生のうち 10 年程度は健康な生活を送れず、
また病気にならなくても病気の手前（半健康）の状態の
人も多いと推察されます。健康な人と合わせて未病の人
の健康も維持し、病気にならないよう予防することが重
要と考えます。半健康は食品で治すこと、また予防も食
品で行うことが広く認知され、食品の三次機能が重要視
されるようになりました。今後は、しっかりとした科学
的エビデンスを構築し、これを基に、セルフメディケー
ションを可能にするオーダーメイド食品の利用へ向かう

写真４　総合クリエイションセンター全景
Yamazaki Baking Company's Creation Center

写真５　VEM 技術研修における製品審査（総合研修所）
Product assessment in VEM technical training
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のではないかと思います。また、製品の長期保存の需要
が高まるなか、冷凍・冷蔵保存技術やロングライフ

（LL）化技術の更なる研究も必要と考えます。
また、生産効率を上げるため、製造工程の半自動・自

動化や機械化も重要な課題になります。
生産ラインの効率化は、現在、研究が進んできました

人工知能（AI）の技術を利用することで、実現が近く
なるのではないかと推察します。さらに、社会問題に
なっています食品ロスの削減も早急に取り組む必要があ
ります。今後も、事業経営を通じて新しい企業文化の創
造を目指し、真に価値ある企業として 21 世紀の日本の
社会に貢献し、社会とともに成長発展することを目標と
して、全力を傾けて努力していきたいと考えています。

1990 年	� 東京農業大学大学院農学研究科 農芸化学専攻 修士課程 

修了

1990 年	� 山崎製パン株式会社入社

1991 年	� 山崎製パン株式会社 中央研究所

2018 年	� 山崎製パン株式会社 中央研究所 次長

			   応用技術開発室・研究開発管理室担当

現在に至る

1996 年	� 博士（農芸化学）東京農業大学

略歴
井上　茂孝（いのうえ　しげたか）博士（農芸化学）
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Repo r t  o n  t h e  S ympos i um  “ I n t e g r a t ed 
Achievement of Functional Food Science and Its 
New Breath ” Organized by the ILSI Japan-
Endowed Chair of Functional Food Genomics

SHINJI OKADA, Ph.D.
Associate Professor

ILSI Japan-Endowed Chair of Functional Food 
Science and Nutrigenomics, Graduate School of 

Agricultural and Life Sciences, The University of Tokyo

東京大学 ILSI Japan 寄付講座「機能性食品ゲノミクス」主催シンポジウム
「機能性食品科学の基盤から実用化に至る統合的成果と新たな息吹き」レポート

岡田　晋治

東京大学大学院
農学生命科学研究科　特任准教授

東京大学 ILSI Japan 寄付講座「機能性食品ゲノミクス」主催シンポジウム「機能性食品科学の基盤から実用化
に至る統合的成果と新たな息吹き」は、2018 年 9 月 18 日に東京大学弥生講堂・一条ホールにおいて開催された。
今回のシンポジウムは、セッション 1「ILSI Japan 寄付講座 I・II・III 期の成果 part 1」、セッション 2「ILSI 
Japan 寄付講座 I・II・III 期の成果 part 2」、セッション 3「健康機能とおいしさ」、特別セッション「次世代の機
能性食品科学の国際的飛躍に向けて」の 4 つのセッションから構成され、2003 年 12 月開講以来 15 年間の東京大
学寄付講座の研究活動、および、今後の機能性食品研究への展望について 16 演題の講演とパネルディスカッショ
ンが行われた。

本シンポジウムは本寄付講座の活動が食品機能性研究に果たしてきた重要な役割と、今後の発展に向けての課題
を再認識できる有意義な場となった。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

The symposium “Integrated achievement of functional food science and its new breath ” was held at the 
University of Tokyo Yayoi Auditorium on September 18, 2018.  In this symposium, the activities and achievements 
of the ILSI Japan-Endowed Chair of Functional Food Science and Nutrigenomics in the University of Tokyo for 
15 years were presented.  The future outlooks about the researches on functional foods were also presented.

The symposium focused on the importance of the past activities and accomplishments of the ILSI Japan-endowed 
chair.  The future expansions of functional foods researches were also discussed.

要　旨

１．はじめに

2003 年 12 月に開講した東京大学 大学院農学生命科
学研究科 ILSI Japan 寄付講座「機能性食品ゲノミクス」

は、3 期 15 年間の活動を経て、2019 年 3 月末に終了す
る。約 30 年前、文部省の科研費重点領域「機能性食品」
研究班は、食品の働き（機能）を類型化し、生体の生理
統御系を調節し、病気の発症を未然に防ぐという食品の
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図 1 　シンポジウムプログラム
Figure 1 　The program of the symposium

挨拶
東京大学 大学院農学生命科学研究科 研究科長 丹下 健

東京大学 大学院農学生命科学研究科 教授 佐藤 隆一郎

ILSI寄付講座の成果
東京大学 大学院農学生命科学研究科 名誉教授・特任教授 阿部 啓子
神奈川県立産業技術総合研究所 「食品機能性評価」 プロジェクトリーダー

セッション1. ILSI Japan寄付講座 I・II・III期の成果 part 1
植物性食品摂取が遺伝子発現に与える影響の把握とその応用について
カゴメ㈱ イノベーション本部 相澤宏一

乳酸菌Lactobacillus plantarum AYAの免疫賦活効果と作用機序解析
㈱日清製粉グループ本社 R＆D・品質保証本部 基礎研究所 菊池 洋介

クロロゲン酸の機能性評価
花王㈱ 生物科学研究所 大崎 紀子

ヒトを対象とする食品機能性評価への取り組み
地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所 亀井 飛鳥

セッション2. ILSI Japan寄付講座 I・II・III期の成果 part 2
ビフィズス菌によるアルツハイマー型認知症の発症抑制の可能性
森永乳業㈱ 基礎研究所 清水 金忠

サラシアの機能性研究とそれを応用した機能性表示食品の開発
富士フイルム㈱／㈱富士フイルムヘルスケアラボラトリー 植田 文教

素材開発における植物脂質の食品機能解析－オリーブ果実エキス、植物セラミド
日本製粉㈱ イノベーションセンター 間 和彦 嶋津 京子

食の嗜好性に関わる脳科学研究
琉球大学 大学院医学研究科 内分泌代謝・血液・膠原病内科学講座（第二内科） 教授 益崎 裕章

アルツハイマー病を遅延するポリフェノールの作用機作
東京大学 大学院農学生命科学研究科 准教授 小林 彰子

セッション3. 健康機能とおいしさ
客観的呈味強度評価システムを用いた呈味調節物質の探索
東京大学 大学院農学生命科学研究科 准教授 三坂 巧

お客様の嗜好にマッチした香味品質設計システムの構築
サッポロホールディングス㈱ グループＲ＆Ｄ本部 グループ研究戦略推進部 高橋 寿洋

特別セッション. 次世代の機能性食品科学の国際的飛躍に向けて
腸内細菌叢研究の今とこれから
京都府立大学大学院 動物機能学研究室 講師 井上 亮

光センシングによる簡便な生体内抗酸化能評価システムの開発
浜松ホトニクス㈱ 數村 公子

コエンザイムQ10の脳内局在の可視化
福島大学 農学群 准教授 平 修

次世代の機能性食品科学の国際的飛躍に向けて -新たな息吹き
東京大学 大学院農学生命科学研究科 ILSI Japan寄付講座 特任准教授 岡田 晋治

パネルディスカッション “食品科学の産業的新展開”

阿部圭一・阿部啓子・宮澤陽夫・山野井昭雄

おわりに
理事長 安川 拓次

図1. シンポジウムプログラム
Figure 1. The program of the symposium
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働き「食品機能」の概念と、この機能を効率よく現れる
ように設計した食品「機能性食品（Functional Food）」
の研究例を世界に提唱・発信した 1）。これに端を発し、
生活習慣病、高齢者人口の増大、環境ストレスの増加等
の社会問題に対する重要な解決方策の 1 つとして、「機
能性食品」の研究開発が強く求められてきた。それに呼
応し、産・官・学の取り組みで「機能性食品」を科学す
る拠点として、ILSI Japan 寄付講座「機能性食品ゲノ
ミクス」は開講された。東京大学 ILSI Japan 寄付講座
活動の目的は、特定の栄養素・機能性食品摂取後に体内
標的組織で特別の遺伝子発現が起こることの “なぜ・な
ぜならば” に関する実証情報をニュートリゲノミクスと
いう新しい研究手法を用いて明らかにしていくことで
あった。これによって、摂取した食品因子のメリットの
可能性を事前評価して、学術面および産業面で貢献しよ
うというものである（イルシー, 2014, 2016）2），3）。第Ⅰ
期の寄付講座活動では、産学連携研究を広く展開して科
学的エビデンスを蓄積することに成功した。その成果に
基づいた機能性食品が参画企業からは上市された。さら
に、多数の論文発表を行い、その成果を世界に発信し
た。第Ⅱ期にはゲノミクスを広く把え、トランスクリプ
トミクスに加えてプロテオミクスおよびメタボロミクス
を駆使し、食品の効能効果の科学的エビデンスを追求し
た。第Ⅲ期では、従来の抗メタボ対策から一歩抜け出て、
しかも半健康人を対象に、認知（コグニション）改善と
いう脳科学および身体の動き（ロコモーション）の向上
という行動科学を導入し、とりわけ高齢者の生活の質

（QOL）に貢献する食の研究を開始した。これが評価さ
れ、国内的には内閣府 / 農水省の国家プロジェクト

（Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion 
Program: SIP）が実現し、国際的には Nature（2017）
に “Spotlight on Food Science in Japan” 4）として公表
され、各国から大きな反響が寄せられた。

本シンポジウムは「機能性食品科学の基盤から実用化
に至る統合的成果と新たな息吹き」と題し、2018 年 9
月 18 日に東京大学・農学部・弥生講堂一条ホールで開
催された。ILSI Japan 寄付講座 15 年間の活動を総括す
るとともに、食品機能性研究の今後の展望について発表
がなされた。寄付講座参画企業関係者をはじめ、その他
の食品、化学企業、公的研究機関の食品研究者、農学生
命科学研究科内食品関連研究室スタッフなど多数の聴衆
が参加し、参加者 200 名を超える盛会となった。

２．各セッションの概要

シンポジウムは午後 12 時半から午後 18 時にわたっ
て開催された（図 1）。東京大学大学院農学生命科学研
究科の丹下健研究科長の挨拶で開会し、続いて寄付講座
が協力講座として所属する応用生命化学専攻の食品研究
グループより佐藤隆一郎教授にご挨拶いただいた。

まず、本寄付講座の阿部啓子特任教授より「ILSI 
Japan 寄付講座『機能性食品ゲノミクス』の成果」と題
した講演をいただいた。本寄付講座 15 年間の活動を以
下のように紹介された。機能性食品科学を世界に発信し
た東京大学に、2003 年 12 月、その効能・効果をニュー
トリゲノミクス技術により解析する本寄付講座が設立さ
れた。その後、オミクス解析技術を取り入れ、また、栄
養性・嗜好性を考慮した機能性食品科学へと展開し、実
績を積んで来た。最近では、国家プロジェクト SIP「次
世代機能性農林水産物・食品の解析」に本講座参画の企
業と協力して、従来の抗メタボに加え、未病者をも含め
た人々の記憶・認知などの脳機能活性化や身体ロコモ改
善の次世代機能性食品研究にも取り組んでいる 5）。本講
座では、機能性食品を含めた食品科学研究全般のアドバ
イス、例えば、研究デザインから国際論文作成に至る共
同研究を実施してきており、これまでの論文数は 200
報、国内外の学会発表は 500 件をそれぞれ超えている。
また、15 年間の活動で見えてきた機能性食品科学の課
題として、①ヒト介入試験システムの学術的基盤の構
築、②健常人への安全性の検証と機能性の評価技術の確
立、③食品による健康（未病）維持ならびに発病遅延の
メカニズム解析、④従来の人間ドックマーカー以外の新
指標すなわち “未病マーカー” の探索研究、を挙げられ
た。

その後、まず 3 つのセッションにおいて、東京大学
ILSI Japan 寄付講座の 15 年の研究活動の中で共同研究
を展開した参画企業、大学、公的機関の研究者に、その
研究内容を紹介いただいた。

セッション 1「ILSI Japan 寄付講座Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ期の成
果 part 1」では、4 題の講演をいただいた。カゴメ株式
会社の相澤宏一氏の講演「植物性食品摂取が遺伝子発現
に与える影響の把握とその応用について」では、日常的
な食が健康時の体調にどのような影響を与えているかに
ついて、また食品に含まれる成分が複数のメカニズムで
効果を示している可能性について検討した事例を紹介い
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ただいた。健常な動物に植物性食品（トマト、ブロッコ
リ ー ス プ ラ ウ ト、 植 物 性 食 品 由 来 の 乳 酸 菌

（Lactobacillus brevis KB290））を経口摂取させ、血中
や組織中のバイオマーカーの変化に合わせ、マイクロア
レイを用いて関連臓器における遺伝子発現を網羅的に解
析した。その結果、トマトを摂取することで肝臓の遺伝
子発現の変動が確認され、糖や脂質代謝系の改善が示唆
された。同様にブロッコリースプラウトの摂取は肝臓の
解毒系を活性化する可能性が、また乳酸菌の摂取は脾臓
の免疫系に影響を与える可能性が示唆された。以上のこ
とは、これらの植物性食品の摂取が健康の維持や増進に
寄与することを示唆するものであった。さらに、これら
の基礎的データの活用（応用）についても報告いただい
た。

株式会社日清製粉グループ本社の菊池洋介氏の講演
「乳酸菌 Lactobacillus plantarum AYA の免疫賦活効果
と作用機序解析」では、外界因子を排除する免疫機能と
して immunogloblin A（IgA）に注目し、IgA 分泌を亢
進する乳酸菌株Lactobacillus plantarum AYA を見出し、
その作用機序を明らかにした研究について紹介いただい
た。数段階のスクリーニング試験を行い、その摂取に
よって IgA 分泌を亢進する乳酸菌株としてL. plantarum 
AYA 株を選抜した。IgA 分泌亢進には IL-6 の分泌亢進
が必須であることが示唆され、また、当該細胞株は樹状
細胞の TLR-2 に認識されていることが示唆された。さ
らに、マイクロアレイ試験を実施し、当該細胞株が炎症
や補体を誘導する自然免疫、および T 細胞や B 細胞の
活性化による獲得免疫の活性を高める可能性を示した。
そして、当該細胞株摂取が、肺や腸管などの粘膜で IgA
の分泌を亢進させ、インフルエンザに罹病した際の症状
を緩和することを示した。これらの研究成果をまとめ、
東京大学で博士学位を取得されたことも紹介いただい
た。

花王株式会社の大崎紀子氏の講演「クロロゲン酸の機
能性評価」では、これまで花王株式会社が明らかにして
きたクロロゲン酸類の健康機能に関してご紹介いただく
と共に、本寄付講座との共同研究の概要についても紹介
いただいた。緑茶に含まれる茶カテキンやコーヒーに含
まれるクロロゲン酸類が脂肪代謝を亢進し、抗肥満効果
を有することを見出し、体脂肪が気になる方への特定保
健用食品を上市した。コーヒーに含まれるクロロゲン酸
類の有用性として、血管内皮が産生する血管弛緩物質で

ある一酸化窒素（NO）の利用性を向上させることで、
高めの血圧を低下させる効果を有することを明らかにし
た。また、コーヒー豆の焙煎時に生成される酸化成分

（HHQ）がこのクロロゲン酸類の降圧効果を阻害するこ
とを明らかにし、降圧効果の高いコーヒーを提案した。
さらに最近、クロロゲン酸類が、脳機能を改善する可能
性があることも見えてきており、クロロゲン酸類の摂取
は生活習慣病予防の一助になることが期待されることを
紹介いただいた。

地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所の亀
井飛鳥氏の講演「ヒトを対象とする食品機能性評価への
取り組み」では、ニュートリゲノミクスにより様々な食
品素材を評価し、食品摂取によって生じるわずかな生体
変化を捉え、その作用メカニズムや新規機能性を見出し
報告してきたこと、および、これらの研究を基盤にした
ヒトを対象とする食品機能性評価研究の取り組みついて
紹介いただいた。

セッション 2「ILSI Japan 寄付講座Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ期の成
果 part 2」では、5 題の講演をいただいた。森永乳業株
式会社の清水金忠氏の講演「ビフィズス菌によるアルツ
ハイマー型認知症の発症抑制の可能性」では、プロバイ
オティクス摂取による認知症改善作用を検証する研究と
して、Bifidobacterium breve A1 のアルツハイマー病型
認知機能改善作用に関する動物実験および予備臨床試験
の研究結果を紹介いただき、ビフィズス菌による認知症
発症抑制作用の可能性について展望いただいた。

富士フイルム株式会社／株式会社富士フイルムヘルス
ケアラボラトリーの植田文教氏の講演「サラシアの機能
性研究とそれを応用した機能性表示食品の開発」では、
まず、富士フイルムがヘルスケア事業へ参入した経緯を
紹介いただいた。次に、デチンムル科のサラシア属植物

（機能性関与成分：サラシノール）についての研究を紹
介いただいた。サラシア属植物エキス（以下サラシア）は、
小腸上皮に発現するα - グルコシダーゼの作用を阻害
し、食事由来の糖の吸収を抑制することで血糖値の上昇
を抑える作用を有する。さらに研究を進める中で、吸収
抑制された糖類が消化管内でのビフィズス菌を増やし、
腸内環境改善効果をもたらすことを見出した。そこで、
サラシアの腸内細菌叢変化を介した生体調整作用に着目
し、本寄付講座協力のもと動物モデルを用いたマイクロ
アレイ解析を行ったところ、サラシアによる腸内環境変
化を介した免疫賦活効果が示された。次にヒトへの効果
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を確認したところ、サラシアがヒトにおいても腸内細菌
叢変化を介した免疫調整作用を有し、特に加齢に伴い低
下する免疫機能を向上させる可能性が示された。これら
の研究により得られた腸内環境改善作用を機能性表示食
品の科学的根拠として届出し、糖吸収抑制作用と共にダ
ブルの機能性を有する商品として好評を博している事紹
介いただいた。

日本製粉株式会社の間和彦氏、嶋津京子氏の講演「素
材開発における植物脂質の食品機能解析－オリーブ果実
エキス、植物セラミド」では、ロコモティブシンドロー
ム対応素材として、オリーブ果実に含まれ炎症抑制効果
などが報告されているマスリン酸を含む素材「ニップン
オリーブ果実エキス」を開発し、それに並行して、オ
リーブ果実エキスの効果検証や作用メカニズムのため、
in vitro 試験から in vivo 試験、ヒト試験による機能性評
価研究を行ってきたことを紹介いただいた。関節炎モデ
ルマウスを用いて、マスリン酸を経口摂取したときの関
節組織（滑膜）における遺伝子発現を DNA マイクロア
レイ法により網羅的に解析し、遺伝子発現の変動から滑
膜におけるマスリン酸の作用メカニズムを推察した。ま
た、グルコシルセラミドについて、消化吸収や体内動態
についても研究を進めているが、詳細な皮膚保湿の作用
メカニズムについては未解明の部分が多く、これらを明
らかにしていきたいことを紹介いただいた。

琉球大学大学院医学研究科の益崎裕章教授の講演「食
の嗜好性に関わる脳科学研究」では、糖尿病や肥満症患
者においてみられる食の嗜好性の偏りを改善する食品成
分として、玄米の中に特異的・高濃度に含有されるγ
オリザノールの研究について紹介いただいた。γオリ
ザノールは視床下部に作用して小胞体（ER）ストレス
を緩和する分子シャペロンとして機能し、動物性脂肪に
対する依存性を緩和する。また、γオリザノールはド
パミン受容体シグナルや ER ストレスを介して動物性脂
肪の過剰摂取に伴う膵島機能不全を改善する。さらに、
γオリザノールはエピゲノム・コントローラーとして脳
内報酬系に働きかけ、幸せや喜びを受け取るドパミン受
容体の機能を高め、“満足できない脳” を “足るを知る脳”
に変えることができる。γオリザノールを高含有する発
酵飲料、玄米オリザーノⓇの実用化にも成功し、ヒトに
おける動物性脂肪依存の緩和効果や腸内フローラバラン
スの改善効果、抗肥満・抗糖尿病効果などが介入臨床試
験で確認できている。また、炭水化物の嗜好性を決定す

る AMPK 反応性 CRH ニューロン（視床下部 室傍核）
の意義に注目した研究として、動物性脂肪の過剰摂取下
では、このシステムがうまく機能しなくなり、動物性脂
肪依存に陥る脳内メカニズムの一端が解明できたことを
紹介いただいた。

東京大学大学院農学生命科学研究科の小林彰子准教授
の講演「アルツハイマー病を遅延するポリフェノールの
作用機作」では、ロスマリン酸（RA）による抗アルツ
ハイマー病（AD）効果に関する研究について紹介いた
だいた。RA は in vitro および in vivo の系で高いアミロ
イドβ（A β）凝集抑制効果を示す。RA は、腸管吸収
性が低いことから、直接 A βと相互作用し凝集を抑制
する以外の機構が存在する可能性が考えられた一方、抗
酸化活性をはじめとする多様な作用を有するため、生体
内では様々な作用により AD 予防に寄与している可能性
が考えられた。そこで、RA を摂食させた AD モデルマ
ウスを用いてその機構を解析した結果を紹介いただい
た。

セッション 3「健康機能とおいしさ」では、2 題の講
演をいただいた。東京大学大学院農学生命科学研究科の
三坂巧准教授の講演「客観的呈味強度評価システムを用
いた呈味調節物質の探索」では、味覚受容体を培養細胞
に機能的に発現させ、受容体活性化に起因する細胞応答
を、蛍光指示薬の蛍光強度変化等で検出するという手法
を用いた呈味強度評価システムの構築について紹介いた
だいた。特に、ヒトにおける甘味物質の検知を担ってい
るヒト甘味受容体を安定的に発現し、甘味物質に高感度
で応答する安定発現細胞株の構築に成功した。この細胞
株は、ヒトが甘いと感じる呈味物質に長期間安定的に応
答するだけでなく、自動測定機器において得られる応答
強度を指標に客観的な甘味強度の提示が可能であるとい
う点で、画期的な呈味強度評価システムとなると考えら
れる。このような味覚受容体発現細胞を用いた解析は、
味に関する様々な現象の発生機構の解明につながるだけ
でなく、呈味調節物質の探索といった応用利用にも適用
できる。具体的には、味覚受容体発現細胞の味物質への
応答測定の際に、食品成分や食品添加物など他の物質を
共存させて活性を測定し、活性化・阻害作用を有する物
質のスクリーニングを実施するのである。すでにヒト甘
味受容体を相乗的に活性化するいくつかの物質の同定に
も成功し、この手法の有用性を示すことができている。
旧来から知られている味の相乗効果や相殺効果といった

東京大学 ILSI Japan 寄付講座「機能性食品ゲノミクス」主催シンポジウム「機能性食品科学の基盤から実用化に至る統合的成果と新たな息吹き」レポート

50 ― イルシー No.137  (2019.2)



現象を、味物質と味覚受容体の関係から、しかもその分
子メカニズムを味覚受容体の構造的側面から理解するこ
ともできるという本研究の視点は、将来的には、食品開
発の場面にて常日頃行われている呈味デザインについて
新たな展開を拓くことが可能になると考えられる。

サッポロホールディングス株式会社の高橋寿洋氏の講
演「お客様の嗜好にマッチした香味品質設計システムの
構築」では、一般消費者の方の嗜好調査データと分析型
官能評価データをマップ化して（プリファレンスマッピ
ング）、お客様の嗜好ポイントを推定し、最適ポイント
に向けた香味品質の設計について、品質設計プロセスの
構築を進めてきた事例を紹介いただいた。本寄付講座（上
田玲子特任研究員）の指導の元、官能評価パネルのト
レーニングと編成、データの取得・解析が行われた。活
動当時は若者の酒離れに着目した研究を進めていた。ま
た、クラフトビール市場が活気を帯びつつある中で、新
たな香りや味の開発ニーズが高まっており、本活動をこ
の領域での香味開発のターゲットの探索へ繋げたことも
紹介いただいた。

15 年間の成果を総括する 3 つのセッションに続いて、
「次世代の機能性食品科学の国際的飛躍に向けて」と題
した特別セッションを設けた。このセッションでは 15
年間の ILSI Japan 寄付講座活動で見えてきた課題とそ
の対策を議論する場とした。まず、機能性食品科学に適
用可能な新しい手法を 3 名の研究者に紹介いただいた。
京都府立大学大学院の井上亮講師の講演「腸内細菌叢研
究の今とこれから」では、腸内細菌叢研究においてこれ
まで集積された知見と、今後、ヒト介入試験等でこれら
の知見を活かすうえで知っておくべきこと、取り組むべ
き課題について紹介いただいた。

浜松ホトニクス株式会社の數村公子氏の講演「光セン
シングによる簡便な生体内抗酸化能評価システムの開
発」では、酸化ストレスの原因となる好中球の過剰活性
化を光センシング技術により評価できる手法の開発と有
効性について、ヒト臨床試験で検証した結果を中心に紹
介いただいた。

福島大学農学群の平修准教授の講演「コエンザイム
Q10 の脳内局在の可視化」では、抗体を用いることなく、
試料に存在する複数物質の同定、局在を解析できる手法
として、イメージング質量分析（IMS）法を、マウス
を用いてユビキノール経口摂取時の脳での局在部位を
IMS により視覚的に分析した実例を交えて紹介いただ

いた。
続いて、東京大学 ILSI Japan 寄付講座の教員として、

著者から「次世代の機能性食品科学の国際的飛躍に向け
て‐新たな息吹き」と題し、本寄付講座活動のまとめと
今後の展望を講演させていただいた。講演の内容につい
ては、後述の「3. おわりに」にまとめさせていただいた。

その後、本シンポジウムでは、パネルディスカッショ
ンを設けた。テーマを「食品科学の産業的新展開」とし
て、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所の阿
部圭一理事、東京大学の阿部啓子名誉教授、東北大学未
来科学技術共同研究センターの宮澤陽夫教授（ILSI 
Japan 会長）、味の素株式会社の山野井昭雄社友にご登
壇いただき、ご討議いただいた。

最後に、ILSI Japan 安川拓次理事長から総評をいた
だき、シンポジウムは終了した。

３．おわりに

ILSI Japan 寄付講座「機能性食品ゲノミクス」は
2003 年 12 月 1 日に東京大学初のコンソーシアム型の寄
付講座として開講し、Ⅲ期に亘って、のべ 76 社のご支
援をいただいた。寄付講座の運営には ILSI Japan 事務
局に大変なご助力をいただいた。参画企業および ILSI 
Japan 事務局に篤く御礼を申し上げる。開講後は、大学
院農学生命科学研究科 応用生命化学・工学専攻の協力
講座として、学生実験を含めたいくつかの講義を担当す
る機会をいただくとともに、学部学生、大学院生の当寄
付講座への配属をお認めいただいた。Ⅰ−Ⅲ期の活動中
には、博士課程修了者 2 名（うち社会人博士 1 名）、修
士課程修了者 21 名を輩出する見込みである。私を含め、
当寄付講座の教員に教育活動という貴重な機会を与えて
いただいた、大学院農学生命科学研究科および応用生命
化学・専攻に篤く御礼を申し上げる。修了者は食品企業
や農林水産省などに就職しており、今後、食品産業を中
心に社会貢献されるものと活躍を期待している。

マウスドラフトゲノムの解読、ヒトドラフトゲノムの
解読により生まれた網羅的遺伝子発現解析（トランスク
リプトミクス）という解析手法の誕生、さらには、食品
科学にトランスクリプトミクスを導入したニュートリゲ
ノミクス／ニュートリトランスクリプトミクスという研
究分野の創生という世界潮流を敏感に察知し、産学の協
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働的な働きかけによって、当寄付講座は開講された。Ⅰ
期（阿部啓子特任教授、松本一朗特任准教授）は、参画
企業が有する機能性食品素材シーズのスクリーニング、
作用機序解析にトランスクリプトミクスを適用するとい
う先駆的な産学連携研究を推進し、数多くの成果を上げ
た。Ⅱ期（阿部特任教授、中井雄治特任准教授、石島智
子特任助教）は、バイオインフォマティシャンと連携し、
トランスクリプトミクス解析のパイプラインを確立し
た。これにより、より鋭敏で再現性の高い遺伝子発現変
化検出が実現された。DNA マイクロアレイ法によるト
ランスクリプトミクスは、網羅的かつ鋭敏であり、ゆる
やかに機能性が発揮される食品の機能性解析に有効で
あった。

Ⅲ期（阿部特任教授、岡田特任准教授、石島特任助教）
では、Ⅰ−Ⅱ期の流れを踏襲したトランスクリプトミク
スによる食品機能性研究を軸とした。その上で、食品機
能性研究の対象を従来のメタボリックシンドローム対策
から、健康寿命延伸に寄与する脳・認知機能、身体ロコ
モーション機能に拡げるという転換を行った。2 つの国
家プロジェクト（農林水産省「機能性をもつ農林水産物・
食品開発プロジェクト」、内閣府戦略的イノベーション
プログラム（SIP）「次世代機能性農林水産物・食品の
開発」）では、多数の産官学組織とともにコンソーシア
ムを形成して研究を展開し、基礎研究からヒト試験まで
科学的エビデンスを蓄積することで、健康寿命延伸に寄
与する次世代機能性食品というコンセプトを発信した。
また別の転換として、味覚科学の研究を加えた。「おい
しさ」もまた食品が持つ機能性であり、継続的に摂取さ
れる機能性食品は「おいしさ」を兼ね備える必要がある
という考えからである。そして、参画企業の研究企画を
聞いた上で、解析手法や研究の方向性にアドバイスを行
い、さらには、研究内容にマッチするアカデミア研究
者、解析受託企業を紹介するというコンサルティングも
行い、企業の研究をサポートしてきた。

2015 年 4 月に機能性表示食品制度がスタートして数
年が経ち、食品機能性研究は大きな転機を迎えていると
感じている。特定保健用食品、機能性表示食品が多数上
市されているにもかかわらず、社会の機能性食品に対す
る認知・理解は低く、また、これら機能性食品の国際的
競争力は高いとは言えない。その原因は、基礎研究の不
足と健常者を対象とするヒト試験の難しさにあると考え
られる。基礎研究からヒト試験まで、その研究方法を見

直し、科学的エビデンスに裏付けられた機能性食品を社
会に発信する必要がある。その対策として、本シンポジ
ウムで紹介いただいたような最先端の研究手法を導入し
た基礎研究があり、また、健康状態からのわずかな逸脱
を端的に検出する「未病マーカー」があると考える。そ
して、このような先端的な研究を展開するためには上述
の国家プロジェクトで実施したような産官学が共同した
コンソーシアム形成が必須であろう。私達は、ILSI 
Japan 寄付講座の精神を受け継いだコンソーシアム型寄
付講座を 2019 年 4 月に東京大学に開講する予定であり、
このような機能性食品研究コンソーシアムの礎としたい
と考えている。

超高齢化社会において、365 日摂取する食品が健康維
持、健康寿命延伸に果たす役割は非常に大きい。科学的
エビデンスの蓄積と発信によって、食品の重要性が広く
社会に理解され、食品の機能性によって健康寿命延伸が
実現されることが期待される。東京大学寄付講座の活動
がその一助となることを祈念している。

＜謝辞＞

本シンポジウムにご参加いただいた皆様、ご発表いた
だいた演者の方々、本シンポジウムの運営にご尽力いた
だいた ILSI Japan 事務局の皆様、また、本寄付講座に
ご寄付をいただきました ILSI Japan 参画企業の皆様方
にこの場をお借りして御礼申し上げます。
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ILSIの仲間たち

第 10 回 BeSeTo 会議が 2018 年 9 月 12 日～13 日に台北で開催された。例年、日本・中国・韓国の 3 支部の持
ち回りによる開催を行っていたが、今年は ILSI Taiwan がホストとなり、3 支部＋ホストの台湾に加えて ILSI 
SEAR、ILSI Global からも参加した。台湾当局 FDA の Mr. Jyn-Quan Pan 等もレセプションに参加いただいた。

初日前半はミニシンポジウムとして日・中・韓・台の食品微生物の実践的な判定基準について各国の専門家から
講演があり、後半は今年一年に起こった食品安全を巡る食中毒や食品汚染の各国の事例についてそれぞれ紹介が
あった。最後に今後の ILSI メンバー同士のコラボレーションについて議論が交わされた。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

The 10th ILSI BeSeTo Meeting, was held on September 13th - 14th, 2018 at Howard Plaza Hotel Taipei. Past 
9 years, ILSI Focal Point in China, ILSI Korea and ILSI Japan hosted the meetings in a sequence, this time ILSI 
Taiwan kindly hosted this 10th special meeting. In addition to those four entities, participants include staffs and 
member representatives of ILSI Global, ILSI Southeast Asia Region, and officials from Food and Drug 
Administration, MOHW, Taiwan.

Before the meeting, a half-day Mini-Symposium on Practical Implementation of Food Microbiological Criteria by 
Regulatory Authorities was organized by ILSI Taiwan. The meeting includes the sessions about food safety issues, 
regulation updates, and ILSI member collaboration. All the participants appreciated the well-organized venue and 
schedule, and warm hospitality ILSI Taiwan provided.

要　旨
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１．はじめに

第 10 回の BeSeTo 会議が ILSI Taiwan 主催のもと、
台北の福華大飯店にて 2018 年 9 月 12 日～13 日の日程
で開催された。参加者は ILSI Focal Point in China（中
国事務所）、ILSI Korea（韓国支部）、ILSI Japan（日

本支部）、ILSI Southeast Asia Region（東南アジア地域
支部）及び ILSI Taiwan（台湾支部）の各メンバーが出
席した。会議に先立ち、初日前半は各国の食品微生物の
実践的な判定基準についてミニシンポジウムが開催され
た。続く後半からは ILSI Taiwan の Dr. Lu-Hung Chen
の司会進行のもと、表 1 の会議プログラムに沿って議題
内容の発表とディスカッションが行われた。

September 13
Sessions and Presentation Themes

08:00-08:30 Registration
08:35-08:35 Opening Remarks	 (Dr. Lu-Hung Chen, TW)
08:35-09:35 International Commission on Microbiological Specifications for Foods	 (Dr.Yao-Wen Huang, TW) 

09:35-10:20 Overview of Microbial Criteria in Foods, with Reference to Codex and Japan, Updates on 
Microbiological Criteria in Japan	 (Dr. Hajime Toyofuku, JP)

10:40-11:00 Practical Implementation of Microbiological Criteria Sampling and Risk Management in China
(Dr. Junshi Chen, CN)

11:00-11:20 ILSI Korea: The Practical Implementation of Microbiological Criteria Sampling Plan and Risk 
Management	 (Dr. Eunji Kim, KR)

11:20-11:40 Taiwan Update: The Practical Implementation of Microbiological Criteria Sampling Plan and Risk 
Management	 (Dr. Hsu-Yang Lin, TW)

11:40-12:00 Discussion

14:05-15:35

Session 1. Food Safety Issues and/or Incidents in 2017-2018
1-1 Food Safety Issue: The Mineral oil Issue in China	 (Dr. Yu Li, CN)
1-2 The Development of Microbial Standard for Beverage Products in China	 (Mr. Gary Zhang, CN)
1-3 Food Poisoning Incident in Japan	 (Ms. Natsuki Matsuyama, JP)
1-4 Fiproni(s) on Egg	 (Ms. Seunghye Jung, KR)

15:50-17:00
Session 2. Updates on Issues/Events on Risk Management
2-1 The Risk Assessment of Glutamate in China	 (Dr. Junshi Chen, CN)
2-2 Risk Assessment of Norovirus in Korea	 (Ms. Sae Rom Lee, KR)
2-3 Health Risk Assessment of Glycoalkaloids in Potato Products	 (Prof. Tsung-Yun Liu, TW)

September 14
Sessions and Presentation Themes

08:30-15:55

Session 3. Regulatory Issues-New/Revised Regulations/Guidelines and Cases of Interest
3-1 Labelling Related Food Standard Amendment in China	 (Ms. Wendy Gao,CN)
3-2 China Food Nutrition and Health Claims	 (Ms. Ashly Wang, CN)
3-3 Regulation on the Control of “Secondary Food Additives” in China	 (Ms. Yan Wen, CN)
3-4 Updates on the Amendment of Dairy Standard in China	 (Dr. Zhanyou Yun, CN)
3-5 Food Additive in Japan Update 2017-2018	 (Dr. Satofumi Hashimoto, JP)
3-6 The Amendment of the Food Sanitation Act in Japan, June 2018	  (Mr. Hidekazu Hosono, JP)
3-7 New Food Labelling and Advertisement Act in Korea	 (Prof.Ji Yeon, KR)
3-8 Update on the Progress of the Asian Nutrition Labelling Report	  (Ms. Pauline Chan, SG)
3-9 Beneficial Micro-organisms: Scientific & Regulatory	 (Dr. Alex Teo, SG)
3-10 Amendment to Taiwan Food Additive Regulation-2nd Draft Update	 (Dr. Jenny Yueh-Ing Chang, TW)
3-11 Criteria for Nutrient Function Claim Submission and Its Substantiation in Taiwan

 (Mr. Alex Lin, TW)
3-12-1 Flavorings Regulation Update-China	  (Mr. Leon Liu, CN)
3-12-2 Update on Flavor Regulation in Japan	  (Ms. Fumiko Sekiya, Ms. Yoshiko Oki, JP)
3-12-3 Update of Flavors Regulation in South Korea	  (Mr. Ji Hoon Jang, KR)
3-12-4 Update on Regulations of Flavors and Fragrances in Taiwan	  (Mr. Masaya Tanaka, TW)
3-13 ILSI Japan ’s Activity to Enlighten the Pharmacist for Functional Foods	 (Mr. Hideyo Nakamura, JP)

16:10-16:40 Session 4. Branch Collaboration and Harmonization
4.1- Reputation Management and Scientific Integrity	 (Dr. Stephane Vidry, US)

16:55-17:00 Closing Remarks	  (Dr.Lu-Hung Chen, TW)

表 1 　会議プログラム
Table 1 　Program
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２．会議概要
（1）Session 1: Food Safety Issues and/or Incidents 
in 2017-2018
1）中国　食品安全問題：中国ミネラルオイル

Dr. Yu Li 
（ILSI Focal Point in China） 

チョコレート、チリソースに高濃度のミネラルオイル
が混入されているとの報告が 2017 年 3 月にドイツの検
査機関よりあった。それを受けて、中国でも議論が始まっ
た。ミネラルオイルは、分離剤、消泡剤、防塵剤及び除
毛剤等の助剤として使用され、食品へのある程度の残留
性は問題無い。中国の「食品添加物の使用に関する国家
食品安全基準（GB 2760）」には、用途ごとのミネラルオ
イル使用量の許容規格があり（例：キャンディーや乾燥
卵では 5 ppm 以下）、ミネラルオイルの食品添加物とし
ての規格である GB1886.215-216 では、石油（Petroleum）
蒸留由来のホワイトミネラルオイル（白油）添加物の規
格がある。問題は、工業用途のミネラルオイルの混入で、
リサイクル紙材、農薬、農作機器由来（潤滑油）、製造設
備（コンプレッサー）によるものであり、その懸念物質
として、ミネラルオイル飽和炭化水素類（mineral oil 
saturated hydrocarbon, MOSH）及びミネラルオイル芳香
族炭化水素類（mineral oil aromatic hydrocarbon, MOAH）
が挙げられる。MOSH は、一部蓄積性があり、高濃度摂
取でラットの試験では Inflamatory granuloma　肉芽腫炎
症が見られる。MOAH 特に Polyaromatic Hydrocarbon 多
環芳香族炭化水素には、発がん性の懸念がある。

EU では、ミネラルオイル炭化水素類（mineral oil 
hydrocarbons, MOH）の食品における法的検出限界値を
設定している。関連業界としても混入防止策について議
論が活発である。混入の可能性がある米、小麦、乳粉末、
食物油、コーン油、魚缶、ベーカリーについてのモニタ
リングを実施している。

【日本からのコメント】
ミネラルオイルはリサイクル紙材（＊編集注：上述の

表記に統一しました）からのコンタミネーションの可能
性も考えられる。似た議論が EU でも行われている。リ
サイクル紙材を食品外装に使わないことを宣言している
メーカーもある。

2）中国　飲料の微生物基準の発展について
Mr. Gary Zhang

（Coca-Cola China）
飲料における現状の微生物試験方法とその課題、なら

びに今後の改善策について報告があった。

3）日本　食中毒事件発生と関係当局の初動
Ms. Natsuki Matsuyama

（NAGASE&CO.,LTD.）
今年 1 年間に日本で起こった食中毒事件一覧の紹介が

あり、その中から 5 月に埼玉県の老人ホームで発生した
腸管出血性大腸菌感染症 O-157 の事件を取り上げ、事
件発生から当局対応までのステップについて時系列に
沿った説明があった。厚生労働省、地方自治体、保健所
等の各関係当局の役割について、感染症法に基づく医師
の届け出義務について、地方自治体で定める食品サンプ
ルの保存ルールについても紹介があった。最後にこれに
関連して本年（2018 年）6 月 13 日に公布された食品衛
生法改正についても触れた。

4）韓国　卵についたフィプロニル
Ms. Seunghye Jung

（CJ Korea）
オランダの養鶏場で散布したフィプロニル（害虫駆除

薬）が卵表面に付着し、韓国に持ち込まれていることが
2016 年 11 月に発覚した。Namyangju 市や Kwangju 市
でも 2017 年 8 月に同様の問題が発覚。その他各地でも
検出されたため、同年 8 月に卵の回収／廃棄処分が指示
された。国の対策として、鶏卵選別包装装置の義務付け

（製造日印字）、殺虫剤使用記録要求の追加、残留検査対
象殺虫薬剤を 27 種から 33 種に増やすといった法改正
が成された。

【中国からのコメント】
卵表面にフィプロニルが残留する程度なので、健康影

響リスクが非常に低いと考えるべきである。マスメディ
ア及び消費者が騒いだため、韓国政府は規制値を定めて
しまい、保守的対応の感がある。

（2）Session 2: Updates on Issues/Events on Risk 
Management
1）中国　グルタミン酸リスクアセスメント：継続案件

Dr. Junshi Chen
（ILSI Focal Point of China）

グルタミン酸ナトリウム（MSG）の一日摂取許容量
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（ADI）が欧州食品安全機関（EFSA）で設定されたこ
とを受けて、中国でも MSG のリスク評価が行われ、そ
の計画内容の報告があった。評価作業は、2019 年に完
了予定。計画内容は、以下のとおり。
・�To analyze concentration of glutamate in 3000 food 

samples
・�To analyze added and naturally contained glutamate in 

samples which contain high concentration of glutamate
・�To collect food consumption data (general population-

all foods; infant formula and complimentary foods; 
condiment; special survey on restaurant condiment use)

・�Exposure assessment (all population; restaurant 
consumers) 
最終的に一日の推定摂取量を計算する。
以下 ILSI Japan より欧州の MSG リスク評価結果に

ついて報告があった。FAO/WHO 合同食品添加物専門
家会議（JECFA）の 1987 年及び 2004 年における評価
では ADI は設定不要とされた。またアメリカ食品医薬
品局（US FDA）からも Generally Recognized as Safe

（GRAS）認証を 1980 年に取得している。さらに 1990
年 の 欧 州 委 員 会（EC） の 科 学 委 員 会（Scientific 
Committee）の評価結果でも ADI は設定不要と判断さ
れた。しかし、MSG を食すと頭痛がするといった
Chinese restaurant syndrome と呼ばれる症状が見られ
るとのことから、EFSA で評価を開始。結果として、
ADI：30 mg/kg BW という結果となった。しかし、新
生児では母乳由来のグルタミン酸を多く摂取するので、
この ADI を超えるかもしれない、などの矛盾点がある。

Chen 氏のコメントとして、西洋では MSG の摂取量は
かなり低く問題無いが、世界で画一的に ADI = 30 mg/
kg と設定されてしまった場合、現状で摂取量の多いアジ
ア地域にとっては大問題であるとのコメントであった。

2）韓国　ノロウイルスにおけるリスクアセスメント
Ms. Sae Rom Lee

（Daesang Corporation Korea）
ノロウイルスの特性、食品への混入の可能性、ノロウ

イルスによる食中毒の韓国での年別発生推移、及びピョ
ンチャンオリンピックで提供された食事の調理水が原因
で集団ノロウイルス感染が発生した報告があった。

国の対策として、2008 年から学校施設を中心に地下
水のノロウイルス検査を月 2 回実施するほか、ノロウイ

ルスによる食中毒の発生原因の追跡も行っている。さら
に、より感度の高い PCR 測定改良法（RT-PCR 法）で
の検査実施要請を通知した（Food code No.2018-54）。
また、検査重点範囲を食品製造水、貝、野菜、果物、漬
物と肉とした。ノロウイルスが検出されたカキを採取し
た地域には、今後は加熱処理をしたカキを提供するよう
勧告がなされた。

3）台湾　イモに含まれるソラニンにおけるリスクアセ
スメント

Prof. Tsung-Yun Liu,,
（National Yang-Ming University）

グリコアルカロイド（別名ソラニン）は緑色のジャガ
イモに多く含まれ、光照射でその濃度が高まる。140 
mg/kg で苦みを感じる。カナダでは、健康影響の無い濃
度を 200 mg/kg と設定している。

Risk 21matrix の手法で、すべて緑色のジャガイモで
作ったフレンチフライを摂取した場合の健康リスク評価
を実施したところ、７～12 歳の子どもで、推定一日摂
取量（EDI）が 61.35 ± 25.17 ㎎ /kg/day で、95 パーセ
ンタイルでは、146mg/kg/day であった。

（3）Session 3: Regulatory Issues-New/Revised 
Regulations/Guidelines and Cases of Interest
1）中国 栄養表示についての食品衛生法の一部改正につ
いて

Ms. Wendy Gao
（Cargill Hong Kong Ltd. China）

近日、改訂になる国家規格コード（GB）について説明
があった。GB7718 Labeling of prepackage foods（「包装食
品表示に適用される原則の国家食品安全規格」）では、栄
養表示について、新たに飽和脂肪酸、砂糖、ビタミン A
の含量表示が義務化された。比較表示にはルール変更なし。

2）中国　食品栄養と健康表示
Ms. Ashley Wang

（Tate & Lyle China）
GB7718-2011 、特に、栄養素成分含有表示と栄養素

機能強調表示の制度について説明があった。2017 年 5
月から、健康食品登録制度に加え、届け出制度が追加さ
れた。CFDA Notice No.37-2017 では、行政用届け出制
度ガイドライン、No.22-2016 は、ガイドライン公開版
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が発行。病気予防効果表示は、現在も禁止されている。
届け出制度は現在、22 種のビタミンとミネラルが対

象とされている。年齢別許容摂取量も規定されている。
ヒトや動物での実験は不要。第三者ラボで 3 バッチサン
プルでの有効成分含有量や安定性を調べ、衛生学的試験
を行う必要がある。輸入品の場合、海外販売実績証明が
必要となる。容器材質が法規準拠品であることのバック
データも要求される。

登録制度には、27 の健康機能分類がある。すでに流
通している健康機能表示製品については、本年（2018
年）の組織改組により創設された国家市場監督管理総局

（China State Administration of Market Regulation, 
SAMR）にてこれから再評価される。

3）中国　二次的食品添加物の管理についての規制
Ms.Yan Wen

（Dupont Nutrition & Health China）
食品添加物の GB 規格の全体系説明があった。大きく

分けて食添使用、食品規格、ラベル表示規格、及び
GMP となっている。新たに、食添使用規格の中に食品
添加物製剤が規格化された。Codex では二次的食品添加
物の定義として、「添加物の調製に使用するものであっ
て、保存、懸濁、希釈、可溶化を目的としたものであっ
て、最終食品に機能を示さないもの」とあり、EU の定
義についても説明（EC 1333/2008）があった。中国では、
フレーバー製剤、酵素製剤、ガム製剤の 3 つについて
は、使用できる二次的食品添加物がそれぞれの GB 規格
に以下のようにリスト化されている。
・GB2760-2014 Food Flavor

フレーバー製剤の製造に必要であれば、フレーバーア
ジュバントを使用して良いと定めている。使用できる二
次的食品添加物は、 Appendix A にリスト化（溶剤、担
体、その他）されている。
・MOH OFFICIAL LETTER: NO.298, 2010 

酵素製剤の防腐剤として GB2760-2014 に収載された
添加物（防腐剤）を使用するよう定めている。

（＊注：MOH は（Ministry of Health: 衛生部）の略。現

在 は NHFPC（National Health and Family Planning 

Commission: 国家衛生計画出産委員会）に統合された）

添加物製剤として使用できる添加物が限られるため、
中国国家食品安全リスク評価センター（China National 
Center for Food Safety Risk Assessment, CSFA）が使

用できる二次的食品添加物リスト案を作成。業界団体に
コメントを求めている。意見締め切りは 2018 年 11 月
までである。

中国から以下のコメントがあった。コーデックス食品
添加物委員会（CCFA）では、二次的食品添加物は、“low 
concern” で結論済みであり議論しないことになってい
る。よって中国の今回の二次的食品添加物のリスト化は
過剰な規制である。

4）中国　乳製品基準のアップデート
Dr. Zhanyou Yun

（Yili Group China）
National Dairy Standards の今般の改訂事項について乳

製品の種類ごと（Raw Milk、Sterilized milk、Pasteurized 
milk、Fermented milk、Modified milk、Milk powdered 及
び Evaporated milk）に説明があった。

5）日本　食品添加物のアップデート 2017-2018
Dr. Satofumi Hashimoto

（Ajinomoto Co., Inc. Japan）
2018 年 11 月に公布された第 9 版食品添加物公定書の

説明があった。62 品目の酵素を含む全 89 品目が新たに
既存食品添加物として収載された。規格については定義、
性状、同定、純度試験、微生物限度試験や活性試験等で
構成されている。第 9 版公定書での改定ポイントは、
JECFA 規格との整合性を考慮した変更である。

使用実態のない既存添加物のリスト（第四次「消除予
定添加物名簿」）の作成に向け 68 品目について再調査
を行っている。当名簿から消除するための申請は 2018
年 9 月 26 日で締め切られる。

6）日本　 2018 年 6 月施行　食品衛生法の一部を改正
する法律

Mr. Hidekazu Hosono
（Suntory Monozukuri Expert Limited Japan）

食品の安全性を確保するため、食品衛生法の一部を改
正する法律が 2018 年 6 月付で公布された。改正の大き
な 7 つのテーマは、1）広域的な食中毒事案への対策強化、
2）HACCP に沿った衛生管理の制度化、3）特別の注意
を必要とする成分等を含む食品による健康被害情報の収
集、4）国際整合的な食品用器具・容器包装の衛生規制
の整備、5）営業許可制度の見直し、営業届け出制度の
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創設、6）食品リコール情報の報告制度の創設、7）輸
入食品の安全性確保、輸出関係事務の法定化、である。
最後に食品製造用水及び清涼飲料水の規格基準の改正に
ついても触れた。

7）韓国　新食品ラベルと広告法
Prof. Ji Yeon Kim

（Seoul National University of Science and Technology）
韓国のラベル表示及び広告に関する規則がこれまで用

途別に Food sanitation act, Livestock products sanitary 
control act, health functional food act の 3 つで構成され
ていた。さらに act より下位の standards が 8 つに分け
られ、表示ルールが複雑な体系となっていた。そのため、
違法なラベル及び広告内容の件数が高くなっている。そ
こで、今般　Food labeling and advertisement act を発
行し、すべての食品についての表示及び広告に関する
ルールについて一本化した（第 1-7 条）。第 8-11 条では、
健康機能性表示について定めている。健康機能性食品の
登録は、食品医薬品安全処庁（MFDS）が管理するも
のの、審査は以下の構成メンバーで行われる。

1. 食品業界
2. 消費者団体から推薦された者
3. 弁護士
4. MFDS より推薦された者
5. 食品ラベル、広告の専門家

8）アジア地域の栄養表示レポートに関する進捗状況
Ms. Pauline Chan

（ILSI Southeast Asia Region）
2013 年の第 5 回 BeSeTo meeting にてキックオフし

たNutrition labeling and health claims projectについて、
その後の活動経過を説明したのち、本年度の目標として
各国の栄養表示、栄養表示単位、健康強調表示、義務表
示か任意表示か、担当当局等を取りまとめてモノグラフ
を発行する提案があった。BeSeTo に参加している
ILSI 各支部より情報収集できた 10 か国に加え、インド
については、nutrition claim の最終ドラフトが間もなく
公開されるため、ILSI-India のサポートで追加する予定。
法改正が続くため、デジタルファイルで管理してはとの
コメントがあった。発行目標は、2018 年 11 月～12 月。

9）有益な微生物：科学と法規

Mr. Alex Teo
（Harbalife International for the APAC, India and 

China Regions）
ヒトの腸内環境と遺伝子マッピングの話題に触れたの

ち、各国のプロバイオティクスの規制について説明が
あった。
・�世界保健機関（WHO）の勧告、EFSA（欧州）及び

ノルウェイ（国）それぞれにおけるプロバイオティク
ス商業化にあたっての安全性試験要求項目

・�韓国、マレーシアとカナダでの一食あたりの推奨摂取
量（単位は CFUs/serving）

（＊注：CFU：colony forming unit（コロニー形成単位））

・�プロバイオティクスについての各国（中国、マレーシ
ア、タイ、フィリピン、インドネシア、台湾、シンガ
ポール）のポジティブリスト

・�プロバイオティクスを食品成分として使用してもよい国：
マレーシア、フィリピン、タイ、台湾、インドネシア

・�オーストラリア及びニュージーランドでは医薬品扱い
（Complementary medicine）

・�プロバイオティクスについて許容できる健康強調表示
がある国：マレーシア、タイ、インドネシア、フィリ
ピン、台湾、シンガポール

10）台湾　食品添加物法規の改正：第二回草案改訂
Dr. Jenny Yueh-Ing Chang

（ILSI Taiwan）
台湾は国際規格の調和を目標に、Codex standard 

192-19225 のフォーマットならびに分類方法に合わせた
添加物リストの編集作業を 2015 年から行い、最終案を
公開しているが、発効は未定。パブリックコメントを現
在も受け付け中である。

添加物リストは、コーデックス食品添加物に関する一
般規格（GSFA）のフォーマットを基にしているが、コー
デックスの食品分類 16 に nutrient supplement（栄養補
助食品）を追加して、17 分類としている。小分類では、
台湾独自の食品があるため、pudding 等の項目が追加さ
れている。これまで食品原料であったものが、食品添加
物に分類されているがなぜ？　との問いに対しコーデッ
クスの規格に準拠したためとの回答があった。

11）台湾　栄養機能表示の基準及び実証
Mr. Alex Lin
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（Harbalife Taiwan）
2012 年に Nutrient Function Claims がリスト化され、

2016.6.17 現在、22 成分に対して 68 の強調表示が認め
られた。禁止表示例も定める（13 例）。

その他、栄養機能食品登録申請にあたっての提出資料
リスト、登録までのフローについて説明があった。
Health Food Review Committee の標準評価期間は 180 日。
安全性評価カテゴリーは 3 区分（1：食経験あり、2：新
規 製 法、3： 新 規 原 料 ）。Criteria for the label an 
advertisement of food products 法案が公開中で、2018 年
8月から60日間、パブリックコメントを受け付けている。

12-1）中国　香料規制のアップデート
Mr. Leon Liu
（IF China）

中国での香料についての規格改訂動向について説明が
あった。
・�GB2760 National Food Safety Standard Uses of Food 

Additives
B.2 list of flavoring substances
香料物質の規格の改定（20 物質）
JECFA や FEMA（Flavor Extract Manufacturers）

の規格との整合性を考慮して修正した。
香料物質の削除（8 物質）
食品原料であること、安全性の懸念又は安全性データ

の追加要求に応えられなかった等の理由から削除された。
・GB30616 Compounded Flavoring

Thermal process flavorings の 要 件 に つ い て 定 め た
annex を追加。

ショ糖酢酸イソブチル（SAIB）の規格について定め
た annex を追加。

新規添加物として 3 つの溶剤を追加。
・�GB29938 General Rule for Flavoring Substances（改

訂案） 
JECFA の要求する純度規格に達しない場合、ガスク

ロマトグラフ分析が不可能な場合、異性体が存在するた
め、規格化できないといった場合の対応方法について
ルール化する。
・�Measures for administration of new food additives 
（2010）
新規添加物申請手順の改訂があり（2018 年 1 月）、以

下が要求される。

①安全性評価書に加えて動物実験レポートの提出
②�承認を裏付ける他国機関またはコーデックス発行の

書類
・�GB15193.1 Procedures for the toxicological 

assessment of food
Flavoring substance の項を追加（4.4.1.1）

12-2）日本　香料規制のアップデート
Ms. Fumiko Sekiya

（Takasago International Corporation Japan）
Ms. Yoshiko Ohki 

（T.Hasegawa Co., Ltd. Japan） 
2016 年 5 月付で公表された香料原料に関する安全性

評価のガイドラインについて紹介があった。EU、米国、
JECFA における香料原料の安全性評価に必要な試験
データは一致していないが、日本はグローバルハーモナ
イゼーションを目的として新たなガイドラインを採用し
た。新規物質として、7 つの脂肪族アミンが指定された。
Sound science、すなわち論理的に正しい科学に基づい
た安全性の確保が第一優先である。国際的な香料業界団
体である国際食品香料工業協会（IOFI）の役割につい
ても紹介された。

12-3）韓国　香料規制のアップデート
Mr. JI Hoon Jang

（Coca-Cola Korea）
Flavors, Flavorings 及び Flavoring substances の定義、

Flavorings と一般添加物との安全性評価及び法的扱いの
違い、溶剤の扱い、Flavoring substances の純度、香料
製剤製造基準、食品中の香料表示方法及び KFFA

（Korea Flavor and Fragrance Association）について説
明があった。コーデックスや FEMA、IOFI の規格に収
載されている合成 flavoring 物質は、食品に使用できる
とのルールであったが、このルールが 2019 年 7 月 1 日
より廃止される。合成 Flavoring substance（2430 物質）
は、Food Additive Code positive list に収載されている。
天然 Flavoring substances（4900 物質程度）は、食品原
料リストに収載されている。現在、EU の union list か
ら削除された、もしくは米国で審査が認可がペンディン
グになった flavor20 物質をリストから削除した（2018
年 6 月 29 日施行）。また国際的に安全性の認められた
28 物質をリストに追加した。
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懸念点は KFFA の組織が小さく香料評価／承認を扱
う 技 量 に 乏 し い こ と、 世 界 的 に 使 用 さ れ て い る
flavoring が韓国では承認されていないこと、安全性評
価が追い付かないこと、知的財産保護の問題、輸入先国
での物質情報開示、ネガティブキャンペーン、合成
flavoring vs 天然 flavoring の問題、天然 flavoring 複合
剤等の個々の香料の安全性懸念等である。

12-4）台湾　香料とフレグランス規制のアップデート
Mr. Masaya Tanaka

（Ajinomoto Taiwan）
台湾における Flavors 及び Fragrance の定義について

説明があった。食品添加物リストに収載されている
Flavoring は 76 種。JECFA、FEMA、 EU Flavor list、
Japan SEQ（食安監発 0725 第１号）引用可能。Natural 
Flavor はポジティブリストが無く、Natural であれば、
使用可という考え。現在、食品添加物法規の改正中であ
り、3000 程度の香料が収載予定。二次的食品添加物も
規格案を整備中。Natural Flavor の表示可能。その他、
香料を含め食品添加物製剤の輸入／販売時に必要な製品
登録制度についても説明があった。

3.13）日本　ILSI Japan の活動：機能性表示食品につ
いて薬剤師向け講義

Mr. Hideyo Nakamura
（ILSI Japan）

日本には健康表示として、トクホ（特定保健用食品）、
栄養機能食品、機能性表示食品、の 3 種類があるが、特
に 2015 年から運用が始まった機能性表示食品について
は、消費者の理解が進んでいないことが問題点として挙
げられている。薬局で販売されることが多いことから、
薬剤師が適切な知識を持ち、患者に対して説明すること
が求められるため、新しい試みとして、第 8 回日本くす
りと食品機能フォーラム（星薬科大学認定薬剤師研究制
度認定単位）にて ILSI Japan として機能性表示食品に
ついての講義を行った。

（4）Sess i on  4 :  B r anch  Co l l abo r a t i o n  and 
Harmonization
1）評判と科学的規範

Dr. Stephane Vidry
（ILSI Global）

① ILSI の骨格は物事を科学的な規範に基づいて行う
こと、②透明性を確保すること、③多角的視点が調査を
強固にすること。以上の 3 点が ILSI のキーメッセージ
として伝えられた。ブランド再構築戦略のテーマとして
は以下の 3 点を掲げる。① 8 つの基本理念（8 Guiding 
Principle）に基づき、ILSI メンバー内でのコミュニケー
ションを密にしていくこと、②官民学関係各位とのコ
ミュニケーションをよりよいものにしていくこと、③重
要な組織との協業を ILSI として行うこと。次回の総会
は 2019 年 1 月にフロリダで行われる。

（5）Discussion
Asian Congress of Nutrition がバリにて 2019 年 8 月

4～7 日の日程で開催予定である。その機会に ILSI 
Global または ILSI のアジア支部による 2～3 のセッショ
ンを開催する可能性があり、各支部の協力の意思を確認
した。ILSI Focal Point in China, ILSI Korea, ILSI Taiwan
は協力する旨、ILSI Japan は 2019 年 10 月に「栄養と
エイジング」国際会議を開催する予定のため、調整でき
るか検討するとコメントがあった。

次回の BeSeTo 会議については ILSI SEAR がホスト
役となることが決まった。場所、日程については追って
報告する。

2014 年	� 長瀬産業株式会社　ライフ＆ヘルスケア製品事業部　

グローバル法規・薬事室

2018 年	� 株式会社林原　レギュラトリーマネージメント部　出向

略歴
滑川　啓介（なめかわ　けいすけ）

2015 年	� 長瀬産業株式会社　ライフ＆ヘルスケア製品事業部　

グローバル法規・薬事室

略歴
松山　菜月（まつやま　なつき）
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●会　報●

Ⅰ．会員の異動（敬称略）

評 議 員 の 交 代

交代年月日 社　名 新 旧

2018.11.6 カゴメ㈱ イノベーション本部　食品安全部
　　竹内　康浩

イノベーション本部　食品安全部　部長
　　荒牧　義典

2019.1.9 大塚製薬㈱ ニュートラシューテイカルズ事業部
大津栄養製品研究所
　　齋藤　宏

大津栄養製品研究所
　　戸羽　正道

Ⅱ．ILSI Japanの主な動き（2018 年 10 月～12 月）

＊　特記ない場合の会場は ILSI Japan 会議室

10 月	 健康な食事研究会　WG2 　ヒアリング　 2 社
	 健康な食事研究会　WG3 　ヒアリング　 1 社	 各ヒアリング先
10 月 2 日	 健康な食事研究会　WG1 第 12 回勉強会　東大佐々木研で打合せを実施	 東京大学佐々木研究室
10 月 2 日	 食品リスク研究部会：AAT-Prj（食品安全性評価領域の動物実験代替法推進プロジェクト）キックオ

フ会議；① プロジェクト概要共有、② ILSI Europe 主催のワークショップ参加報告
	 		 味の素（株）川崎事業所
10 月 4 日	 バイオテクノロジー研究会第 5 回会議：ERA 報告書（No.42）のレビュー、11/7 〜 8 の ERA 国際ワー

クショップの準備、2019 年プロジェクト案（高度製製品の勉強会、ISBR 国際会議への派遣、ISO-WS、
ゲノム編集ワークショップ等）

10 月 5 日	 情報委員会：「イルシー」誌編集会議
10 月 9, 23 日	 健康推進協力センター（CHP）：Project PAN（Physical Activity and Nutrition）“身体活動と栄養”

プロジェクト：すみだテイクテン教室	 スポーツプラザ梅若，墨田区
10 月 10, 24 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン教室	 墨田区総合体育館
10 月 11 日	 栄養健康研究会第 4 回部会：① 第 9 回ライフサイエンスシンポジウム会計報告、② 2019 年第 8 回「栄

養とエイジング」国際会議進捗報告、③ 今後の方向性について討議
10 月 12, 26 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン教室	 すみだ女性センター，墨田区
10 月 17 日	 国際協力委員会
	 ・BeSeTo 会議報告
	 ・活動実績報告と、来年の活動予定
10 月 18 日	 CHP：Project DIET（Dietary Improvement and Education with TAKE 10!®）“途上国栄養改善と

栄養教育” プロジェクト：プロジェクト立ち上げに向け、フィリピンの FNRI（Food and Nutrition 
Research Institute）、カンボジアのパートナーRACHA（Reproductive and Child Health Alliance）、
政府等関係機関他と打ち合わせを実施	 プノンペン，カンボジア

10 月 19 日	 ILSI Japan 第 5 回理事会
	 ・�栄養とエイジング国際会議、健康な食事研究会、食品安全性評価領域の動物試験代替プロジェクト、

会　報
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CHP 進捗報告
	 ・�会議報告（ライフサイエンスシンポジウム、第 8 回日本薬と食品機能フォーラム、BeSeTo 会議、寄

付講座総括シンポジウム）
	 ・2018 年決算見込み、2019 年予算一次案
	 ・本部理事会報告
	 ・外部連携
10 月 19 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン自主グループ交流会	 すみだ女性センター，墨田区
10 月 25 日	 CHP：PAN：第 77 回日本公衆衛生学会総会で発表「介護予防教室参加者の社会的孤立と食習慣、体操

習慣との関連性について」	 ビックパレットふくしま，郡山市
10 月 26 日	 食品リスク部会 AAT-Prj 合宿会議：① 今後の方向性を集中討議、② 勉強会（講師：京都大学白眉セ

ンター特定準教授鳥澤勇介先生「Organ-on-chip を用いた安全性・体内動態評価の動向」）
	 		 ルビノ京都堀川会議場
10 月 29 日～11 月 3 日
	 CHP：DIET：日系企業にて Baseline study を実施	 プノンペン，カンボジア
10 月	 バイオテクノロジー研究会：ERA プロジェクト調査報告第 40 号発行：遺伝子組換え技術を用いた最近

の研究事例やジーンフロー等に関する 10 報の論文を紹介した。
11 月	 健康な食事研究会　WG2 　ヒアリング　 5 社
	 健康な食事研究会　WG3 　ヒアリング　 3 社	 各ヒアリング先
11 月 7, 21 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン教室	 墨田区総合体育館
11 月 7～8 日	 バイオテクノロジー研究会：ERA 国際ワークショップ「遺伝子組換え植物の生物多様性影響評価に関

する公開ワークショップ」で ILSI Research Foundation、アルゼンチン、EU、国内からも演者を招聘
し、ほ場試験データの国際的可搬性に関する知見を紹介した。	 ベルサール八重洲

11 月 9 日	 来年 2 月に発効予定の日－ EU 経済連携協定における食品安全の課題について、在日欧州連合代表部を
訪問し、通商部 Nora Matei 氏と面会。「イルシー」誌へ関連記事の執筆を依頼し快諾された。2019 年
2 月末に寄稿の予定（英文）。	 在日欧州連合代表部（港区南麻布）

11 月 9, 16 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン教室	 すみだ女性センター，墨田区
11 月 10 日	 「栄養学レビュー」102 号発刊
11 月 12 日	 CHP：PAN：墨田区介護予防サポーター養成講座	 墨田区役所
11 月 11～16 日	CHP：DIET：現地日系給食業者による改善した工場食とテイクテンを組み合わせた健康的な食生活導

入へ向け、研究委託先のボゴール農科大学と打ち合わせを実施
ボゴール／デルタマスシティ，インドネシア

11 月 13, 27 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン教室	 スポーツプラザ梅若，墨田区
11 月 19 日	 「栄養学レビュー」編集会議：通巻 104 号に掲載する論文およびその翻訳者候補を決定。4 論文 65 頁。
11 月 20 日	 食品微生物研究部会第 4 回部会全体会議：① 各分科会・プロジェクト報告、② 勉強会（講師：元日本

缶詰瓶詰レトルト食品協会　駒木勝先生「ボツリヌス菌について過去の事故事例・制御・対策」）
	 		 （株）明治　明治イノベーションセンター
11 月 20 日	 CHP：PAN：江戸川人生総合大学介護健康学科 1 年次講義	 篠崎文化プラザ，江戸川区
11 月 22 日	 健康な食事研究会　WG1 第 13 回勉強会　東大佐々木研で打合せを実施	 東京大学佐々木研究室
11 月 26 日	 食 品 微 生 物 研 究 部 会 ： 投 稿 論 文 “The Use of Next Generation Sequencing for Improving Food 

Safety: Translation into practice” Food Microbiology 誌に受理。
11 月 27, 28 日	 CHP：PAN：島根県の IT 企業における介入試験に関し島根大学等と打ち合わせを実施	 島根大学
11 月 28 日	 栄養とエイジング国際会議 1st サーキュラー及びフライヤーをアップ	 WEB
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12 月	 健康な食事研究会　WG2 　ヒアリング　 2 社	 ヒアリング先
12 月 3 日	 バイオテクノロジー研究会：第 41 号 ERA 報告書発行。農業生産への貢献や栄養改変等に関する 10 報

の論文を紹介。 
12 月 3, 4 日	 APNNO2018（東大）にて栄養とエイジング国際会議フライヤー配布	 東京大学
12 月 5, 19 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン教室	 墨田区総合体育館
12 月 6 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン自主グループサークル　スカイテイクテン
	 		 オレンジルームむこ３，墨田区
12 月 7 日	 情報委員会：「イルシー」誌編集会議
12 月 7 日	 バイオテクノロジー研究会第 6 回会議：ERA 報告書（No.42）のレビュー、組換え微生物を用いた高

度に精製された添加物・食品の安全性評価の科学的な考え方についての WS が来年 3 月 18 日に決定、
2019ISBR 国際会議派遣者 6 名決定等

12 月 7, 21 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン教室	 すみだ女性センター，墨田区
12 月 11, 25 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン教室	 スポーツプラザ梅若 , , 墨田区
12 月 12 日	 CHP：PAN：すみだテイクテン自主グループサークル YY テイクテン	 中ノ郷信用組合本店，墨田区
12 月 13 日	 食品リスク研究部会・講演会：① WG3 会議、② AAT-Prj 会議、③ HESS 情報共有、④ AI-SHIPS

（AI-based Substances Hazard Integrated Prediction System）講演会；講演① 東京大学工学系研究
科庄野文章先生「AI － SHIPS プロジェクトの概要－その推進と今後の展開について」、講演② 昭和薬
科大学山崎浩史先生「一般化学物質の経口吸収過程を含む生理学的薬物動態モデル構築の取り組み」

	 		 ライオン（株）（江戸川区平井）
12 月 13 日	 栄養とエイジング国際会議 1st サーキュラー及びフライヤーを会員企業にメールで連絡
	 		 会員企業メール
12 月 19 日	 健康な食事研究会　WG2 　中食業界へインタビュー結果の中間報告まとめ
12 月 20 日	 ILSI 総会及び健康な食事研究会進捗報告会（日時：2019 年 2 月 21 日　於：日本橋公会堂）に関して、

会員企業へメールで連絡（健康な食事研究会進捗報告会はフライヤー）	 会員企業メール
12 月 21 日	 ILSI Japan 第 6 回理事会
	 決議事項：2018 年決算見込最終案、2019 年予算最終案
	 ・栄養とエイジング国際会議、健康な食事研究会、AAT プロジェクト、CHP 進捗報告
	 ・会議報告（ERA ワークショップ、第 8 回日本薬と食品機能フォーラム）

Ⅲ．発刊のお知らせ

栄養学レビュー（Nutrition Reviews® 日本語版）
第 27 巻第 1 号　通巻 102 号（2018/AUTUMN）

熱量算定における消化率の重要性

Nutrition Reviews® Volume 76, Number 4

［特別論文］

　�食品の真の熱量算定に関する食品マトリクスと消化の役割

Nutrition Reviews® Volume 76, Number 2

［特別論文］

　�グルコースとショ糖が気分に及ぼす影響：介入試験の系統的レビュー
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Nutrition Reviews® Volume 76, Number 3

［最新科学］

　�神経疾患における認知障害の予防と治療のための食事の可能性

Nutrition Reviews® Volume 76, Number 4

［特別論文］

　コーチとアスリートのためのグリコーゲン代謝の基礎

［特別論文］

　小児期の植物性食品中心の食事による成人期の心血管代謝の健康改善

定価：本体 2,100 円（税別）

＊ ILSI Japan 会員には毎号 1 部無料で配布いたします
＊その他購入方法

ILSI Japan 会員 ILSI Japan 事務局にお申し込み下さい（1 割引になります）

非会員 下記販売元に直接ご注文下さい。
（女子栄養大学出版部 TEL：03-3918-5411 FAX：03-3918-5591）

ILSI Japan 出版物は、ホームページからも購入お申し込みいただけます。
下記以前の号については ILSI Japan ホームページをご覧下さい。

（http://www.ilsijapan.org/ilsijapan.htm）

  定期刊行物

【イルシー】

・ILSI 副会長に就任して：個人史の振り返りと将来への期待
・遺伝子組み換え植物の安全性評価における次世代シーケンサーの活用状況について
・NAFLD/NASH における脂質の関与に関する最近の知見
・化学物質や医薬品などの安全性評価に用いる動物実験代替法の技術開発の現状と展望
・＜研究所紹介＞
　ロート製薬の研究開発の中核基地「リサーチビレッジ京都」の研究紹介
　健康づくりで社会に貢献するために「アイケア」、「スキンケア」、「食品」そして「再生医療」に挑戦
・ILSI Japan バイオテクノロジー研究会 ERA 勉強会
・＜フラッシュ・リポート＞
　第 9 回 ILSI Japan ライフサイエンスシンポジウム

Ⅳ．ILSI Japan 出版物

イルシー　 136 号
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　「健康寿命の延伸につなげる栄養科学と運動科学の融合」
　――基礎研究から応用研究まで――

・HACCP を支える試験検査の役割
・食品における微生物検査の迅速化技術と活用
・MARDI-TOF MS を用いた微生物の迅速同定法の実際と NITE の取り組み
・＜研究所紹介＞
　日本水産の研究開発体制
・＜ ILSI の仲間たち＞
　Congratulations!  The 25th Anniversary of ILSI Southeast Asia Region
・FAO/WHO 合同食品規格計画
　第 50 回　コーデックス食品添加物部会報告
・＜フラッシュ・リポート＞
　勉強会「新たな時代に対応した食品リスク評価にむけて」

【栄養学レビュー（Nutrition Reviews® 日本語版）】

熱量算定における消化率の重要性
Nutrition Reviews® Volume 76, Number 4
［特別論文］
　食品の真の熱量算定に関する食品マトリクスと消化の役割
Nutrition Reviews® Volume 76, Number 2
［特別論文］
　グルコースとショ糖が気分に及ぼす影響：介入試験の系統的レビュー
Nutrition Reviews® Volume 76, Number 3
［最新科学］
　神経疾患における認知障害の予防と治療のための食事の可能性
Nutrition Reviews® Volume 76, Number 4
［特別論文］
　コーチとアスリートのためのグリコーゲン代謝の基礎
［特別論文］
　小児期の植物性食品中心の食事による成人期の心血管代謝の健康改善

オメガ -3 系脂肪酸と認知機能

イルシー　 135 号

栄養学レビュー　第 27 巻第 1号　通巻第 102 号（2018/AUTUMN）

栄養学レビュー　第 26 巻第 4 号　通巻第 101号（2018/SUMMER）
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Nutrition Reviews® Volume 76, Number 1
［巻頭論文］
　オメガ -3 系脂肪酸が認知機能に及ぼす影響：無作為化臨床試験の最新の系統的レビュー
Nutrition Reviews® Volume 75, Number 11
［最新科学］
　ゲノムと栄養の乖離：栄養障害の多様性についての理解の進歩
Nutrition Reviews® Volume 75, Number 12
［最新科学］
　食事介入に対する腸内細菌叢と宿主応答の個人差
Nutrition Reviews® Volume 76, Number 1
［特別論文］
　牛乳，ヨーグルト，乳製品に焦点を合わせた持続可能な食の評価基準

現実化する個人対応栄養プログラム
Nutrition Reviews® Volume 75, Number 8
［特集論文］
　個人対応栄養のシステム生物学
Nutrition Reviews® Volume 75, Number 9
［特集論文］
　概日リズム，摂食行動および腸内微生物叢の複雑な相互作用，そして健康への潜在的影響
［巻頭論文］
　植物性食品中心の食事と血漿脂質との関連：系統的レビューとメタ解析
Nutrition Reviews® Volume 75, Number 10
［巻頭論文］
　食事性炭水化物，エネルギーバランスの要素，そして関連する健康アウトカム
［臨床栄養］
　過体重あるいは肥満集団における骨量に及ぼす脂肪組織量の影響：系統的レビューおよびメタ解析

栄養学レビュー　第 26 巻第 3 号　通巻第 100 号（2017/AUTUMN）
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  安全性
誌名等 発行年月 注文先

研究委員会報告書 加工食品の保存性と日付表示―加工食品を上手においしく食べる話―
（「ILSI・イルシー」別冊Ⅲ）

1995. 5

研究部会報告書 食物アレルギーと不耐症 2006. 6

ILSI Japan Report Series 食品に関わるカビ臭（TCA）その原因と対策
A Musty Odor （TCA） of Foodstuff: The Cause and Countermeasure

（日本語・英語 合冊）

2004.10

ILSI Japan Report Series 食品の安全性評価のポイント 2007. 6

ILSI Japan Report Series 清涼飲料水における芽胞菌の危害とその制御 2011.12

ILSI ﾖｰﾛｯパﾓﾉグﾗﾌｼﾘｰズ ADI 一日摂取許容量（翻訳） 2002.12

ILSI ﾖｰﾛｯパﾓﾉグﾗﾌｼﾘｰズ 食物アレルギー 2004.11

ILSI ﾖｰﾛｯパﾓﾉグﾗﾌｼﾘｰズ 毒性学的懸念の閾値（TTC）
―食事中に低レベルで存在する毒性未知物質の評価ツール―（翻訳）

2008.11

その他 ビタミンおよびミネラル類のリスクアセスメント（翻訳） 2001. 5

その他 食品中のアクリルアミドの健康への影響（翻訳）
（2002 年 6 月 25～27 日 FAO/WHO 合同専門家会合報告書　Health 
Implication of Acrylamide in Food 翻訳）

2003. 5

その他 好熱性好酸性菌―Alicyclobacillus 属細菌― 2004.12 建帛社
その他 Alicyclobacillus 2007. 3 シュプリンガー･

ジャパン

その他 毒性学教育講座 上巻 2011.12

その他 毒性学教育講座 下巻 2015. 1

  バイオテクノロジー
誌名等 発行年月 注文先

国際会議講演録 バイオ食品―社会的受容に向けて
（バイオテクノロジー応用食品国際シンポジウム講演録）

1994. 4 建帛社

研究部会報告書 バイオ食品の社会的受容の達成を目指して 1995. 6

研究部会報告書 遺伝子組換え食品 Q&A 1999. 7

ILSI Japan Report Series 生きた微生物を含む食品への遺伝子組換え技術の応用を巡って 2001. 4

ILSI Japan Report Series 遺伝子組換え食品を理解するⅡ 2010. 9

その他 FAO/WHO レポート「バイオ食品の安全性」（第 1 回専門家会議翻訳） 1992. 5 建帛社

その他 食品に用いられる生きた遺伝子組換え微生物の安全性評価
（ワークショップのコンセンサス・ガイドライン翻訳）

2000.11

  栄養・エイジング・運動
誌名等 発行年月 注文先

国際会議講演録 栄養とエイジング（第 1 回「栄養とエイジング」国際会議講演録） 1993.11 建帛社

国際会議講演録 高齢化と栄養（第 2 回「栄養とエイジング」国際会議講演録） 1996. 4 建帛社

国際会議講演録 長寿と食生活（第 3 回「栄養とエイジング」国際会議講演録） 2000. 5 建帛社

国際会議講演録 ヘルスプロモーションの科学（第4回「栄養とエイジング」国際会議講演録） 2005. 4 建帛社

国際会議講演録 「イルシー」No. 94
＜特集：第 5 回「栄養とエイジング」国際会議講演録＞
ヘルシーエイジングを目指して～ライフステージ別栄養の諸問題

2008. 8
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国際会議講演録 Proceedings of the 5th International Conference on “Nutrition and Aging”
（第 5 回「栄養とエイジング」国際会議講演録 英語版）CD-ROM

2008.12

国際会議講演録 「イルシー」No. 110
＜特集：第 6 回「栄養とエイジング」国際会議講演録＞
超高齢社会のウェルネス―食料供給から食行動まで

2012. 9

栄養学レビュー特別号 ケロッグ栄養学シンポジウム「微量栄養素」―現代生活における役割 1996. 4 建帛社

栄養学レビュー特別号 「運動と栄養」―健康増進と競技力向上のために― 1997. 2 建帛社

栄養学レビュー特別号 ネスレ栄養会議「ライフステージと栄養」 1997.10 建帛社

栄養学レビュー特別号 水分補給―代謝と調節― 2006. 4 建帛社

栄養学レビュー特別号 母体の栄養と児の生涯にわたる健康 2007. 4 建帛社

研究部会報告書 パーム油の栄養と健康（「ILSI・イルシー」別冊Ⅰ） 1994.12

研究部会報告書 魚介類脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシー」別冊Ⅱ） 1995. 6

研究部会報告書 畜産脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシー」別冊Ⅳ） 1995.12

研究部会報告書 魚の油―その栄養と健康― 1997. 9

ILSI Japan Report Series 食品の抗酸化機能とバイオマーカー 2002. 9

ILSI Japan Report Series 「日本人の肥満とメタボリックシンドローム
―栄養、運動、食行動、肥満生理研究―」（英語版 CD-ROM 付）

2008.10

ILSI Japan Report Series 「日本の食生活と肥満研究部会」報告 2011.12

ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ 油脂の栄養と健康（付：脂肪代替食品の開発）（翻訳） 1999.12

ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ 食物繊維（翻訳） 2007.12

その他 最新栄養学（第 5 版～第 10 版）（“Present Knowledge in Nutrition”邦訳） 建帛社

その他 世界の食事指針の動向 1997. 4 建帛社

  糖類
誌名等 発行年月 注文先

国際会議講演録 国際シンポジウム 糖質と健康
（ILSI Japan 20 周年記念国際シンポジウム講演録・日本語版）

2003.12 建帛社

国際会議講演録 Nutrition Reviews –International Symposium on Glycemic Carbohydrate 
and Health（ILSI Japan 20 周年記念国際シンポジウム講演録）

2003. 5

ILSI Japan Report Series 食品の血糖応答性簡易評価法（GR 法）の開発に関する基礎調査報告書 2005. 2

ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ 炭水化物：栄養と健康 2004.12

ILSI 砂糖モノグラフシリーズ 糖と栄養・健康―新しい知見の評価（翻訳） 1998. 3

ILSI 砂糖モノグラフシリーズ 甘味―生物学的、行動学的、社会的観点（翻訳） 1998. 3

ILSI 砂糖モノグラフシリーズ う触予防戦略（翻訳） 1998. 3

ILSI 砂糖モノグラフシリーズ 栄養疫学―可能性と限界（翻訳） 1998. 3

その他 糖類の栄養・健康上の諸問題 1999. 3

  機能性食品
誌名等 発行年月 注文先

研究部会報告書 日本における機能性食品の現状と課題 1998. 7

研究部会報告書 機能性食品の健康表示―科学的根拠と制度に関する提言― 1999.12

研究部会報告書 上記英訳 “Health Claim on Functional Foods” 2000. 8

ILSI Japan Report Series 日本における機能性食品科学 2001. 8

ILSI Japan Report Series 機能性食品科学とヘルスクレーム 2004. 1

ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ プロバイオティクス、プレバイオティクスと腸内菌叢（翻訳） 2014. 9
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  CHP
誌名等 発行年月 注文先

TAKE10!® 「いつまでも元気」に過ごすための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
冊子第 5 版

2014. 3

TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
の かんたんごはん

2008. 2

TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
の かんたんごはん 2

2008. 2

TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
の かんたんごはん 2 冊セット

2008. 2

TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
DVD 基礎編＋応用編（2 枚組）

2009. 4

会　報
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還暦が他人事では無く、いよいよ身近に感じる年齢になってきた。

ふと何気なく昔のことを思い出したり、友人と昔話をしたりすることが増えたような気がする。最近、同窓会や、

学生時代の友人と会う機会が増えたのも、ひとつの区切りに差し掛かっているからに違いない。　

社会人になって以降の 30 数年を振り返ると、この間だけでも技術の発展や、それに伴う新たな習慣、制度に

よって世の中で変わったことは幾多もある。

入社した頃の電話は大きなダイアル式で、保留や留守録機能などは無かったが、それがプッシュ式の電話に変わ

り、今では固定電話をやめて各人が携帯電話を持つ会社も出てきている。当時はコピー機などは無く、青焼き（若

い人には判らないであろうが）で 1 枚ずつ複写していた。ワープロやパソコンが無かったので、業務連絡を自筆で

書いて、青焼きで複写し社内便で回覧した。今や 1 人 1 台のパソコンで文書を作成し、そのまま PDF に出力して

Ｅメールで転送すれば済む。

その頃、社内で利用していた大型コンピュータのメインメモリーは 3MB で、オフィスビルの１フロアを占拠し

エアコン完備のクリーンルームに鎮座していた。今やスマホにも数 GB が搭載されている。フロッピーディスクや、

ビデオテープは世の中から無くなった。現在のスマホの機能で実現できることや、そもそも携帯機器の存在そのも

のが遠い夢として語られていたが、今日では 1 人に１台スマホを持つのが当たり前になっている。

技術の発展は電子工学、情報通信などにとどまらず、他の科学分野でも日々進歩している。80 年代以降の日本

人のノーベル賞受賞者は、物理学 8 名、化学７名、生理学・医学５名となっており、それぞれの科学深耕への貢献

は計り知れない。科学の進歩は日本に限ったことでなく、世界でもその発展への努力は続いている。

人生 100 年時代と言われる。還暦が近づく今、進歩する科学技術を駆使して、近い将来に人類のテーマである「健

康長寿」が実現され、還暦後も健康に、楽しく暮らせる日々が 40 年続けられることに私は夢を馳せる。

2019 年 10 月に ILSI Japan が開催する国際会議「栄養とエイジング」でそんなヒントを拝聴できることを心から

楽しみにしている。

� （HN）
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